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▲ ▲

協 会活動のお知らせ ▲ ▲

情報化施工研修会のご案内　― ICT建設機械の実地研修―

　3次元データを利用した建設機械制
御に関する実践的な教育により，情報
化施工に対応できる技術者を育成する
ことを目的として「情報化施工研修会」
を開催しております。次回の研修生を
次のとおり募集いたします。
1．申込み方法
　所定の申込書に記入の上，郵送，Fax

またはメールにて申込み。申込書は当
協会ホームページより入手できます。
開催日1週間前をもって締切とします。
2．開催日（以降，順次開催予定）
平成 22 年 1 月 28 日（木）～ 29 日（金）
平成 22 年 2 月 25 日（木）～ 26 日（金）
3．受講費用
　体験コース：20,000 円 / 人

　実務コース：88,000 円 / 人 ※
　（※研修用PCを利用，修了証を発行）
詳細問い合わせ先：
㈳日本建設機械化協会（担当：白鳥）
TEL：03-3433-1501
http://www.jcmanet.or.jp/

下記の通り，「㈳日本建設機械化協
会会長賞」の公募をご案内致しますの
で，多数の応募をお願い申し上げます。

1．表彰の目的
日本の建設事業における建設の機械

化に関して，調査研究，技術開発，実
用化等により，技術の向上に顕著に寄
与したと認められる業績を表彰し，もっ
て建設事業の高度化を推進すること。

平成 22年度　㈳日本建設機械化協会会長賞　公募のご案内

2．表彰対象者
本協会の団体会員，支部団体会員，

個人会員および関係者のうち表彰目的
に適う業績のあった団体，団体に属す
る個人およびその他の個人。
3．表彰の種類
会長賞（本賞），貢献賞および奨励賞

4． 会長賞への応募は，応募用紙の提
出により行われます。推薦書は自
薦，他薦を問いません。

応募方法：
 協会所定の様式による。応募用紙は
FAX，TEL により申し込むか HP
より取得願います。

提出期限：
平成 22 年 2 月 1 日（月）（必着）

詳細問い合わせ先：
㈳日本建設機械化協会　会長賞係
TEL：03-3433-1501
FAX：03-3432-0289
http://www.jcmanet.or.jp

3 年に一度，世界最大，かつ重要な
建設機械，建設資材製造・加工，建設
用車輛等分野における見本市と位置づ
けられている bauma2010 が 2010 年 4
月 19 日～ 25 日まで，ドイツ・ミュン
ヘン市で開催されます。
本協会は海外の建設機械，施工技術

を視察する海外視察団を毎年派遣して
いますが，第 59 回視察団派遣を関係
各位のご要望に応え下記の要項で計画

第 59回欧州建設機械化視察団団員募集のお知らせ
― bauma2010：国際建設機械・建設資材製造機械・鉱業機械

建設用車輛・建設機器専門見本市の視察―

しました。関係各位におかれましては
本視察団参加の機会を捉え，今後の企
業活動に役立てて頂きたく，多数のご
参加賜りますようご案内申し上げます。
目　的： bauma2010 及びフランクフ

ルトにおけるインフラ整備，
都市再開発の工事現場等の視
察と見学

期　日： 平成 22 年 4 月 18 日（日）～
24 日（土）

訪問先： ミュンヘン，フュッセン，フ
ランクフルト

定　員：20 名程度
参加費：365,000 円（空港税等別途）
申込締切：平成 22 年 3 月 12 日（金）
詳細問い合わせ先：
㈳日本建設機械化協会　海外視察団係
TEL：03-3433-1501
FAX：03-3432-0289
http://www.jcmanet.or.jp

平成 22 年度 1・2級建設機械施工技
術検定試験を次のとおり実施いたしま
す。
この資格は，建設事業の建設機械施

工に係る技術力や知識を検定します。
（以下の記載内容は概略ですので，詳
細は当協会ホームページを参照又は電
話による問合わせをしてください。）
1．申込み方法
所定の受験申込み用紙に必要事項を

平成 22年度建設機械施工技術検定試験
－ 1・2級建設機械施工技士－

記載し，添付書類とともに郵送。
平成 22 年 2 月中旬から，受験申込

み用紙等を含む「受験の手引」一式を
当協会等で販売します。
2．申込み受付期間
平成 22 年 3 月 15 日（月）から 4月
9日（金）まで
※申込みは郵送のみです。
3．試験日
学科試験：平成 22 年 6 月 20 日（日）

実地試験： 平成 22 年 8 月下旬から 9
月中旬

※実地試験は，学科試験合格者のみ受
験でき，日程は 8月上旬に決定，通知
します。
詳細問い合わせ先：
㈳日本建設機械化協会　試験部
TEL：03-3433-1575
http://www.jcmanet.or.jp
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巻頭言

新年のご挨拶
辻　　　靖　三

新年明けましておめでとうございます。謹んで新年

のお祝いを申し上げます。

昨 2009 年は世界的な急激な経済収縮で始まり，各

国で大規模な対応策がなされてきて，急激な景気減速

は収まりつつあるものの，依然として上り傾向が定着

するような情勢ではありませんし，わが国ではデフレ

脱却が大きな課題となっています。アジアの一部で回

復の動きがありますが，本年には日欧米で混迷を脱し

回復が期待されるところです。

国内としては昨夏に政権交代が起こり，大変革時代

となりました。政治，行政，経済，社会とほとんどの

分野で，改革というスローガンの下，従来の仕組みの

検証，見直し，変革が急激に取り組まれました。具

体的な実施は昨年から始まりましたが，本格的には

2010 年度の政府予算案，税制改革案，各種法律改正

案等の国会での議論を経てからとなります。現下の日

本では経済浮揚，雇用，財政再建等が深刻な課題です

が，その解決のためにも，進行する少子高齢化社会で

の長期的な国家の成長戦略を目指さなければならない

事態であると考えられます。

地球上では国家間競争は経済を中心にこれまで以上

に厳しいものになるでしょうし，また地球温暖化対策

という共通の課題には協調が必要となるでしょう。国

家の基盤ができていないと協調もできないので，まず，

国家としての安定，成長が重要になると思います。

日本の歴史の中で世界の流れに取り残された遅れを

取り戻した時期が大きく 2回あると言われています

が，1回目は明治政府となって近代国家に入る時期，

TVドラマの「坂の上の雲」の時代です。2回目は世

界大戦で荒廃した国土を復興し 1億の国民が生活を守

り発展していった戦後の成長期であったと思います。

封建制から立憲制へ，そして民主制へと，それぞれ社

会的にも大変革でした。その変革を乗り切って成長し，

世界有数の経済国家となりました。

狭い国土で少ない資源でこれが達成できたのは，日

本人のひたむきな努力，新しいことへの志向，技術・

知恵の集中の結晶によるものでしょう。そこで得たこ

とは，地球上での位置づけの中で日本の立脚点は，日

本人自身の進取性，勤勉性であり，ものづくり，知的

活動にあると思います。

国家間の複雑になってきた関係の中で，先進国の中

で少子高齢化社会化が最も進んだ国として，新しい国

の在り方を見出して行かねばならない変革期であり，

波高い海原を海図のない航海をしている様ですが，1.3

億人が乗った船の針路を定め，乗り切るキーポイント

は，やはり知的活動でしょう。船体である限られた国

土は，生活基盤であり経済基盤であります。これを隈

なく十二分に活動できる機能をもつものとして更に充

実していくことが第一であり，その安定した基盤の上

で発現される知的活動，生産活動が，針路を見出し，

そこに向かう強力な推進力となるものでしょう。

3回目の変革期の始まりに際し，日本丸が新世界目

指して航路平安になるか，波浪に翻弄されるか，先を

見据えた舵取りが，乗員である国民の未来を決めてい

く，大切な，新たな一年が始まります。

―つじ　せいぞう　㈳日本建設機械化協会　会長―
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特集＞＞＞　建設機械

建設機械の排出ガス対策と地球温暖化対策の現況

森　川　博　邦

建設機械の排出ガス対策は，「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律」に基づく使用規制が
2006 年 10 月 1 日より開始されているが，将来の環境基準達成を確実なものにするため更なる排出ガス規
制が必要であり，現行の基準値を約 9割削減する次期規制が 2011 年から導入される。
次期規制においては，排出ガス後処理装置等新たな技術要素の導入を前提としており，建設機械メーカー

による開発努力はもとより，技術の実効性を担保するためには，ユーザーによる使用段階の努力も不可欠
である。
また，建設施工においては，排出ガス対策のみならず地球温暖化対策も求められており，建設機械メー

カー，ユーザー双方の連携が必要である。
キーワード：建設機械，機械施工，環境対策，排出ガス，地球温暖化対策，NOx，PM，CO2

1．建設機械の排出ガス対策について

（1）これまでの取り組み
建設機械からの排出ガスについては，台数では自動
車全体の 1.3％であるにもかかわらず，建設機械から
排出されるNOx 及び PMの総量は，自動車等の移動
排出源から排出される総量のうち，それぞれ 16.8％，
10.9％（平成 17 年度時点）を占めており，排出ガス
対策が求められている。
これに対し，国土交通省では，平成 3年に建設機械
の排出ガス基準値（その後第 2次基準値（平成 13 年），
第 3次基準値（平成 18 年））を定め，基準値を満足す
る建設機械を指定する制度（排出ガス対策型建設機械
指定制度）を導入するとともに，国土交通省発注工事
において排出ガス対策型建設機械の使用を原則化する
ことにより，建設機械の排出ガス対策に取り組んでき
た。一方，既に導入されていた公道を走行する特殊自
動車の排出ガス規制強化に合わせる形で，建設機械を
はじめとする公道を走行しない特殊自動車（以下「特
定特殊自動車」）についても，排出ガスの寄与率の大
きいエンジン出力帯（19 ～ 560 kW）について同一の
排出ガス基準値により排出ガス規制を導入することと
なり，「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法
律」（以下「オフロード法」）に基づく使用規制が，平
成 18 年 10 月 1 日より開始された。

（2）オフロード法の概要
オフロード法においては，規制開始日（平成 18 年
10 月 1 日以降で，燃料及びエンジンの出力帯毎に定
められた日）以降に製作された特定特殊自動車につい
ては，技術基準に適合したものを使用しなければなら
ない。また，特定特殊自動車の製作者等は，特定特殊
自動車の製作前に国に届出等を行い，技術基準に適合
した特定特殊自動車には，基準適合表示（図─ 1）を
付すことができることとされている。
なお，特定特殊自動車には車検のような制度がない
ため，使用過程においても基準に適合することを担保
する枠組みとして，特定特殊自動車の使用場所に立入
検査等を行い技術基準に適合しない状態になったと認
められるときは，主務大臣より必要な整備を行う命令
（以下，技術基準適合命令）を発することがあり，こ
の命令を無視した場合は罰則の対象となる。（ただし，
規制開始以前から使用している等，法の規制対象外の

図─ 1　オフロード法における基準適合表示等
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特定特殊自動車は，技術基準適合命令等の対象外であ
る（図─ 2）。）
また，国土交通大臣からは「建設業に係る特定特殊
自動車排出ガスの排出の抑制を図るための指針」によ
り，建設業において使用される特定特殊自動車に対し
て，排出量を増加させないための燃料の使用，及び点
検整備の実施に努めるべきことが示されている。

（3） 排出ガス対策型建設機械（第 3次基準）指定
制度の概要

建設施工における排出ガス対策を進めていくために
は，オフロード法に基づく基準適合表示の付された建
設機械の普及促進と併せて，オフロード法による使用
規制の対象外となっている可搬式建設機械（発動発電
機等）やエンジン出力が 19 kW未満の小型建設機械

についても，排出ガス対策を図っていくことが重要で
ある（図─ 3）。
このため，オフロード法と同等の基準を満足する建
設機械について，排出ガス対策型建設機械（第 3次基
準）として指定する制度を平成 18 年 3 月に創設し，
オフロード法による使用規制対象外の建設機械の排出
ガス対策を進めている。
なお，第 3次基準排出ガス対策型建設機械指定制度
では，道路運送車両法及びオフロード法で指定及び届
出がされた車両は指定の対象外であるが，オフロード
法施行前に製作されたオフロード法届出車輌と同一モ
デルについても，オフロード法と同等の基準を満たし
ていることを示す意味で，第 3次基準適合ラベル（図
─ 4）を貼付出来ることとしている。また，基準より
黒煙濃度が 1/5 に低減された建設機械については，ト
ンネル工事用排出ガス対策型建設機械として指定を行
うことで，トンネル工事における坑内作業の環境改善
を図っている。

（4）排出ガス対策型建設機械の普及促進について
建設機械の排出ガス対策の実効性向上のためには，
基準適合車が円滑かつ早期に普及する必要がある。こ
のため，取得に係る支援措置として，中小企業投資促
進税制や，株式会社日本政策金融公庫によるオフロー
ド法の基準適合表示の付された特定特殊自動車及び排
出ガス対策型建設機械（第 3次基準）に対する低利の
融資制度が認められている。

（5）更なる排出ガス対策に向けて
これまでの取り組みにより，排出ガス対策型建設機
械の普及は順調に進み，平成 19 年度末時点で排出ガ
ス対策型建設機械の普及率が約 75％（バックホウの
場合）に達するなど効果をあげている。しかし早期の
大気環境改善のためには更なる排出ガス規制が必要
であり，中央環境審議会第 9次答申（平成 20 年 1 月）
において，今後，自動車全体に占めるディーゼル特殊
自動車の粒子状物質（PM），窒素酸化物（NOx）の
寄与割合が増加すること，また，今後ディーゼル特殊
自動車についても PM，NOx 後処理装置の導入が可

図─ 2　出力帯毎の規制開始日及び規制適用除外について

図─ 3　 排出ガス対策型建設機械（第 3次基準）指定制度の
対象機械について

図─ 4　排出ガス対策型建設機械（第 3次基準）指定ラベル
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能になると考えられることから，将来の環境基準達成
を確実なものにするためには，ディーゼル特殊自動車
の排出ガス対策を行うことが必要である旨が示され，
2014 年までに現行のオフロード法の基準値を約 9割
削減（NOx，PMの場合）する次期規制を導入するこ
ととされており，基準の国際調和の観点より
・新試験モードとしてNRTCモードの採用
・2段階で規制強化
① 2011 年～
　PM後処理装置の導入や燃焼の改善を前提
② 2014 年～
　NOx後処理装置の導入を前提
とすることとなった。
新たな規制の導入にあたっては，これまでと同様エ
ンジン出力帯毎に排出基準値や規制開始期日が定めら
れる予定であり，2009 年 9 月 10 日から 1ヶ月間パブ

リックコメントに付している（図─ 5，6）。
パブリックコメントの結果を踏まえ，基準を定めて
いる「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律
施行規則」（平成 18 年経済産業省，国土交通省，環境
省令第 1号）及び「特定特殊自動車排出ガスの規制等
に関して必要な事項を定める告示（平成 18 年経済産
業省，国土交通省，環境省告示第 1号）」の改正作業
を進めている。
また，技術基準適合車両に付すことのできる基準適
合表示についても，どの時点の技術基準に適合してい
るかが，基準適合表示により判別できるよう，基準年
を入れる等の改正を行う予定である。
これらについて，本年の早い時期に公告を行う見込
みである。

2．建設施工における地球温暖化対策

（1）CO2排出削減の要請
地球温暖化問題は，人間の産業活動等に伴って排出
された人為的な温室効果ガスが主因となって引き起こ
されているとする説が有力とされている。大気中の二
酸化炭素（CO2）やフロンなどの温室効果ガス濃度の
増加により，地球全体の地表および大気の温度が上昇
することで，集中豪雨などの異常気象が頻発し，生態
系に深刻な影響を及ぼすのみならず，伝染病や洪水被
害の増加を通じて人類の生存基盤をもおびやかす可能
性が指摘されており，地球規模での対策が求められる
喫緊の課題とされている。これに対して平成 9年に京
都において「気候変動に関する国際連合枠組条約第 3
回締結国会議（京都会議）」が開催され，温室効果ガ
スの排出量削減について「京都議定書」が採択された。
わが国については，京都議定書において温室効果ガ
スの総排出量を 2008 年から 2012 年の第一約束期間内
に，1990 年比で 6％削減することを義務づけられたの
を受け，平成 10 年に「地球温暖化対策推進大綱」が
決定されたのに続き，官民における温室効果ガス抑制
策の策定，実施状況の公表を柱とする「温暖化対策推
進法」が制定されたが，我が国における二酸化炭素排
出量全体の推移は 1990 年度比で増加傾向であり，地
球温暖化対策推進大綱に基づくこれまでの対策を引き
続き実施しても，京都議定書で示された目標が達成出
来ない見通しとなった。
そこで，従来実施している対策・施策に加え追加的
排出削減の達成に向けて，「京都議定書目標達成計画」
が平成 17 年 4 月に閣議決定された（平成 20 年 3 月改
訂）。建設施工分野では，同計画の中で，「低燃費型建

図─ 5　 排出ガス基準値の現行と改正案の比較
（パブリックコメントに付した案）

図─ 6　次期規制の適用開始時期（パブリックコメントに付した案）
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設機械の使用を奨励し，公共工事において積極的に活
用することにより低燃費型建設機械の普及を推進する
等，建設施工分野における省 CO2 化を推進する。」こ
とが位置づけられ，温暖化対策を推進している。

（2）建設施工現場からの CO2排出削減対策の現状
建設施工分野における CO2 排出量においては，建

設機械によるものが多くを占めており，建設機械施工
において排出抑制に向けた取組が必須である。
建設施工分野における CO2 削減対策として，施工

効率の高い工法の採用によるエネルギー消費の低減，
高炉セメントなどの CO2 排出量の少ない資材の使用，
もしくは資材の使用量そのものを削減することが考え
られる。そこで国土交通省では，設計計画を行う発注
者側技術者や施工時に施工計画を行う現場技術者を対
象とし，CO2 の排出削減に資する工法，資材，建設機
械等の選定や CO2 排出量の測定方法等を示した「建
設施工における地球温暖化対策の手引き」を平成 15
年に策定するとともに，建設機械に直接関与する現場
管理者等に対して，燃料消費を抑えた運転方法などを
まとめた「省エネ運転マニュアル」を作成し，省エネ
運転の普及促進を図っている（図─ 7）。

また，上記の施策を進めると同時に，建設機械の低
燃費化も，CO2 排出抑制には欠かせない。これについ
ては，国土交通省では京都議定書目標達成計画に位置
づけられた目標を達成するための一環として平成 19
年 11 月より，CO2 排出低減建設機械の認定制度を開
始している。これは，動力伝達の効率化等による燃費
改善が見込める省エネルギー機構を装備した建設機械
を認定する制度である。認定された機械を購入する際
には，低金利で融資が受けられる支援措置により，買
換を促進するものである。

3．おわりに

次期排出ガス規制においては，基準等の国際整合を
考慮するとともに，高度なエンジン制御システムや排
出ガス後処理装置等新たな技術要素の導入を前提とし
ており，建設機械メーカーによる開発努力はもとより，
これらの技術の実効性を担保するためには，一定の品
質を確保した燃料の使用や適切な点検整備等，建設機
械ユーザーによる努力も不可欠となっている。
また，一般的にはディーゼルエンジンの低燃費化に
係る技術が，NOx や PMなどの大気汚染物質の排出
抑制対策とトレードオフの関係にあることから，特定
特殊自動車の次期排出ガス規制に対応するための新た
な技術要素の導入が燃費悪化を引き起こす可能性も想
定されるため，総合的な対策技術の開発が求められる
こととなる。
こういった状況のなか，近年，減速時等の回生エネ
ルギーを電気エネルギーに変換・蓄積し，発電機モー
ター等を通じて加速時の補助エネルギーとして活用す
るハイブリッド建設機械など，排出抑制と燃費効率の
改善を実現可能とする技術が開発されている。また，
カーボンオフセットという点に着目すると，将来的に
は BDF 等の活用にも目を向けていく必要もあろう。
建設施工分野においては，経済発展を損なうことな
く環境保全対策を推進していくための更なる技術開発
促進と普及支援との総合的な対策の必要があると考え
る。また建設機械メーカー，ユーザー双方が連携する
適切な方策を求めていく必要もあると考えている。
我が国の建設機械は世界規模で普及している国際
商品であるため，建設機械からの CO2 排出低減にか
かる技術開発を促進することは，全世界におけるCO2
排出削減に寄与するものであり，このことは環境先進
国としての我が国の使命の一端を担うことにもつなが
るはずである。

 

図─ 7　省エネ運転マニュアルより

［筆者紹介］
森川　博邦（もりかわ　ひろくに）
国土交通省　総合政策局　建設施工企画課
施工環境技術推進室
課長補佐
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特集＞＞＞　建設機械

BDF仕様の維持管理車両走行試験
～地球温暖化防止への取り組み～

大　浦　義　司・政　田　　　潔・西　井　智　紀

近年バイオディーゼル燃料（以下，BDF）をディーゼル機関の燃料に用いた取り組みがされているが，
その多くが軽油に数パーセントから数十パーセントBDFを混入した混合燃料である。本州四国連絡高速
道路㈱（以下，弊社）においては，平成 21 年 1 月から BDF100％燃料を保有する一部のディーゼル車に
用いる実験を実施している。BDFの原料となる廃食用油は，弊社が管理する一部パーキングエリアのレ
ストランで発生したものを回収，その精製は地元業者と連携して再利用した。なお，実験機には，エンジ
ンに高負荷がかかる耐風型調査車を選定したので，実験結果の建設機械等への応用が期待できる。
キーワード：地球温暖化防止，ディーゼル機関，BDF，廃食用油

1．はじめに

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 4 次評
価報告書（平成 19 年）1）によると，20 世紀半ば以降
に観測された世界平均気温の上昇要因は，人起源によ
る二酸化炭素（CO2）等の温室効果ガスの増加によっ
てもたらされた可能性が高い 2）とされている。地球
温暖化防止には，温室効果ガスの排出削減が喫緊の課
題であり，我が国を含め世界各国の政府・企業・個人
レベルでの排出削減に向けた取り組みが求められてい
る。
そこで弊社では，数ある温室効果ガス削減手法の
ひとつで，一部維持管理用車両（写真─ 1）の燃料を
二酸化炭素排出量としてカウントされない 1）2）バイオ
ディーゼル燃料（以下，BDF）での試験運用を開始
した。あわせて BDF原料を，管内のパーキングエリ

アで使用された天ぷら油等（以下，廃食用油）を用い
る取り組みも開始し，平成 21 年 6 月時点で約 500 L
を回収・BDF化し活用している。
本文では，走行試験を通して得られた廃食用油・
BDF活用を行う上での課題と解決方法，走行試験の
結果と今後の展開について述べる。

2．車両関連での取り組み

高速道路の保全業務には，散水車，路面清掃車，標
識車など多数の維持管理車両が必要であり，これらの
車両運行においても温室効果ガスが排出されている。
そこで，弊社では，高速道路の保全業務で使用する
維持管理車両からの温室効果ガス排出削減を目指すべ
く，以下の事前検討を踏まえ，車両の燃料を代替燃料
（BDF）による排出削減を試行することとした。

（1）車両関連での温室効果ガス削減の取り組み
国内で取り組まれている主な温室効果ガス削減対策
は
①車両の低燃費化（内燃機関）
②車両のハイブリッド化（内燃機関＋モータ駆動）
③車両の燃料電池化（モータ駆動）
④車両の電気自動車化（モータ駆動＋電池充電）
⑤車両の燃料を代替燃料化（BDFなど）
等である。

写真─１　走行試験車両　外観
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（2）現段階での保全業務への適用検討
①車両の低燃費化（内燃機関）
車両更新時に順次，次世代燃費基準適合車両へ交換。

②車両のハイブリッド化（内燃機関＋モータ駆動）
ハイブリッドは，減速時に発電し，エネルギを回収・

充電しモータ駆動エネルギを利用することを特徴とし
ている。高速道路の保全業務では，一定速度での巡航
走行が多く減速があまりないことから，効果は望めな
い。よって，現時点での保全業務への適用から除外した。
③車両の燃料電池化（モータ駆動）
燃料電池車は，機構上，水素貯蔵のために高圧タン
クを搭載しており，高速道路の保全業務では，追突リ
スクも高くこれらの防御対策などを付加するなど対応
が必要となる。
現在，車両メーカー各社による高圧水素容器の安全
性の検証作業 3）が進められているが，現時点で市販さ
れているものは，非常に高価（普通車タイプで数千万円）
であり，現時点での保全業務への適用から除外した。
④車両の電気自動車化（モータ駆動＋電池充電）
電気自動車は，車両メーカー各社で軽量な小型車か
ら販売が開始されている。なお平成 20 年 12 月時点で
商品化されている大型車両（海外除く）はなかった。
高速道路の保全業務に利用する車両には，標識装置な
どの架装品を車両上部等に搭載するほか，安全面から
2,000 cc クラスのボディ車両を採用しており，現時点
での保全業務への適用から除外した。
⑤車両の燃料を代替燃料化（BDFなど）
高速道路の保全業務に使用している車両では，ト
ラックなどディーゼル機関の車両を多く保有してい
る。これらの車両は通常燃料として「軽油」を利用
している。この燃料を軽油代替え燃料である「BDF」
などの植物由来油に替えることで，軽油燃焼時の温室
効果ガス排出分を削減 4）する。
この取り組みでは，基本的に車両改造は不要である
ことから，比較的短期間で開始することが可能で，導
入コストもわずかである。また BDFの原料も，高速
道路のパーキングエリアで発生した廃食用油を回収し
精製することから，リサイクル活動としても有効と考
えられる。ただし，車両燃料系統の不具合発生に注意
する必要があることから十分な点検を前提として取り
組む必要がある。

3．走行試験対象車両

（1）対象車両の選定
走行試験を行うにあたり，燃料変更による不具合も

想定されたため，次の条件を満たす車両とした。
①ディーゼルエンジン車であること。ただし，DPR
等の高度排気ガス除去システム非装着車であるこ
と。
②重負荷条件に耐える車両であること。
③中型免許（8t 以下）で運転可能であること。
以上を満たす弊社保有車両として，耐風型調査車（以
下 T1）と道路巡回車 B（以下 T2）の 2 台を選定し
た。当面は，エンジンへ高負荷がかかるT1へ先行し
て BDF導入を行い，先行導入結果をT2 へ反映する
計画とした。
先行導入車両T1の外観を写真─ 1に，主要仕様を
表─ 1に示す。

（2）対象車両での CO2削減
今回 BDF 燃料に置き替える予定の燃料（900 L ／
年※）を軽油で消費したと仮定して排出されるCO2 の
量を以下のように算定し，約 2,300 kg ／年となった。
※ 900 L ／年＝100 L ／月×12 ヶ月×燃料化率 75％

算定式 5）

CO2 排出量（tCO2）
　＝ 燃料使用量×単位発熱量×排出係数× 44/12
　　　　（kl）　　　（GJ/kl）　　（tC/GJ）
燃料の種類　　　　　　：軽油
年間の燃料消費見込み量：0.9 kl ／年（900 L ／年）
燃料の単位発熱量　　　：38.2　GJ/kl
排出係数　　　　　　　：0.0187　tC/GJ

CO2 排出量（tCO2）
　＝ 0.9 × 38.2 × 0.0187 × 44/12
　＝ 2.356 tCO2
　≒ 2,300 kg ／年

項目 仕様
1. 内燃機関 ディーゼル機関
2. 排気量 4,100 cc
3. 車両総重量 6,060 kg
4. 燃料の種類 軽油
5. タンク容量 100 L
6.DPR※等装着有無 なし
※  DPR=Diesel Particulate active Reduction system,
ディーゼル車高度排ガス除去システム

表─ 1　走行試験車両　仕様
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4．BDF

（1）燃料性状
燃料性状の違いを表─ 2に，比較写真を写真─ 2

に示す。

BDFは，CO2 削減効果のほか，表─ 2に示すとお
り軽油に比べて硫黄分が少なくほとんど含まれないの
で，SOx 対策としても有効である。

（2）BDF精製フロー
今回は，最も一般的な BDF精製法であるアルカリ
触媒メチルエステル法により行うこととした。必要な
材料は，原料となる廃食用油（使用済みてんぷら油）
と，触媒液としてメタノールと水酸化カリウムを用い
る。これらを精製プラントにセットし，装置を運転さ
せることで BDFが自動精製される。副産物のグリセ
リンは，熱源としてリサイクルが可能であり，今回地
元業者にて BDF精製プラント敷地内のアルミ廃材向
け溶鉱炉の熱源としてリサイクルしている。
BDF精製フローを図─ 1，精製プラントを写真─ 3

に示す。

5．活用に向けた課題と対応策

原料（廃食用油）・BDFの取扱い活用にあたっては，
各種法規制があり，事業活動として行う場合には事前
に十分な調査と，各課題への対応が必要となった。各
段階別の遵守法令等を表─ 3に示し，それぞれの課
題と対応を以下に示す。

表─ 2　軽油・BDFの性状比較

項目 軽油 BDF

1. 原料
原油

（化石燃料）
植物油

（廃食用油含）

2. 製法 蒸留法
アルカリ触媒

メチルエステル法
3. 比重 0.83 0.88
4. 引火点（℃） 73 110
5. 比粘度（軽油 1） 1 1.1
6. 流動点（℃） － 10 － 7.5
7. 硫黄分（ppm） 408 1 未満

写真─ 2　比較写真

図─１　BDF精製フロー

写真―3　BDF精製プラント　外観
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（1）原料調達・運搬
本試験では，弊社管理の一部パーキングエリアのレ
ストランから排出される廃食用油（100 L ／月）を回
収しBDF加工工場へ運搬する計画とした。
（a）課題
廃食用油は，廃棄物の処理および清掃に関する法
律（以下「廃掃法」という。）上，「廃油」として産業
廃棄物に位置づけられることから，取扱い上の法規制
を受ける。廃食用油は，消防法上，危険物第四類動植
物油類（指定数量 10,000 L）にあたるが，取扱い量が
100 L と指定数量未満であることから同法上の事前届
出等は不要である。ただし，危険物であることに変わ
らないことから，保管・運搬など取扱い上，火災予防
条例の規制を受ける。
（b）対応策
BDF原料としては，廃食用油をろ過し清浄度向上
を行うとともに，保管時に水分等の不純物混入を防ぎ
清浄度維持を行うために専用保管容器による保管を
行うこととした。また所轄の自治体へ，廃食用油を
BDF化し活用する試験計画書を届出することとした。
BDF原料（弊社購入）の収集運搬は，指定数量未満
であるが運搬中の火災事故防止のため，危険物取扱者
免状保有者が収集・運搬にあたることとし，容器は転
倒しても内容物がこぼれない専用容器とした。

（2）原料加工・精製
運搬コスト・BDF精製品質を考慮すると，試験車

輌保管所近隣で原料加工・精製が可能な工場が必要で
あった。

（a）課題
BDF精製品質が悪い場合，車両への悪影響が懸念
される。
（b）対応策
自社で専用プラントを持ち，BDF製造する方法が
運搬コスト・品質管理の面ではよいが，専用プラント
の設置コスト・設備の維持管理を考慮すると現実的で
ない。そこで，県内の BDF工場へ加工・精製を委託
する方法を採用した。

（3）BDF運搬・保管
原料の廃食用油 100 L に対し，精製される BDFは
約 80 L である。
（a）課題
BDFは，消防法上，危険物第四類第三石油類非水
溶性液体（指定数量 2,000 L）にあたるが，取扱い量
が 100 L と指定数量未満であることから同法上の事前
届出等は不要である。ただし，危険物であることに変
わらないことから，保管・運搬など取扱い上，火災予
防条例の規制を受ける。
（b）対応策
精製された BDFは，専用容器に入れ弊社の管理セ
ンターへ運搬，専用保管庫にて保管する（写真─ 4）。
この作業は，指定数量未満であるが運搬・取扱い中の
火災事故防止のため，危険物取扱免状保有者があたる
こととした。

（4）軽油燃料車両への BDF使用
軽油を燃料とする車両は，法律上さまざまな規制の
もとに運行している。したがって，燃料を BDFなど
の軽油以外のものに変更する場合は，事前に関係先と
十分な確認を行い，燃料変更前に行うべき処置や手続
きをとっておく必要がある。
以下に直面した課題と対応を示す。

表─ 3　各段階別遵守法令及び関係先一覧

各作業と遵守
法令等

遵守法令
関係先

行政機関 その他

① 原料調達・
運搬

・廃掃法 ・自治体 ・ 食堂排出
事業者

・消防法
・市町村
　火災予防条例

・消防署

② 原料加工・
精製

・廃掃法 ・ 県許可の 
廃棄物処
理業者

③  BDF運搬・
保管

・消防法
・市町村
　火災予防条例

・消防署

④ 軽油燃料
車両への
BDF使用

・道路運送車両法 ・運輸支局

写真─ 4　BDF専用保管庫
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（a）課題
軽油で使用した車両に BDFを給油し走行させる場
合，車両内部で軽油と BDFの混合が予想される。自
動車用燃料と燃料以外のものを混ぜて利用すること
は，たとえ少量であっても地方税法（軽油引取税）上
認められていない。したがって，軽油からBDF100％
（BDF5％※でも同様）に切り替える場合も原則として
一端，燃料タンクを空にし，燃料タンク内をフラッシ
ングした後に，BDFを入れる必要がある。
※残り 95％の軽油には，軽油引取税の納税義務あ
り。
（b）対応策
BDF利用開始前に，次の①～④の作業を行い軽油
とBDFが混合されない状態にした。
①T1 の燃料タンクおよび燃料配管内の軽油を排出・
回収
②燃料配管内に残留した軽油を完全廃棄するために，
エンジンストールするまで燃焼実施
③ BDFを給油し，内部フラッシングを行い①②と同
様に燃焼実施
④BDFを給油し，使用開始
また，BDF燃料を使用するにあたり，所轄の運輸
支局にて，車検証の記載事項の変更手続きを行い，燃
料の種類として「廃食用油燃料併用」の追記を行った。
さらに，BDF を 100％使用するので地方税法上問題
ないことを所轄税務署に確認した。

6．走行試験項目と中間結果

（1）軽油と BDFでの走行データの比較
平成 21 年 1 月より走行試験をスタートさせた。比
較項目および計測データを表─ 4に示す。結果，燃費・
加速性能に若干の低下が見られるものの，排気ガスの

黒鉛・HCなどに改善が見られた。

（2）始動性・走行安定性・ゴム系部品劣化
BDF（100％）で運用させた場合の不具合情報が不
足していたことから，以下の点に注目して確認を行っ
た。
（a）始動性
走行試験開始が 1月であり，気温低下（0度前後）
による燃料粘度の変化による燃料搬送不良等に伴う始
動性悪化が懸念されたが，良好な始動性を確認できた。
（b）走行安定性
BDFの品質のばらつきによるアイドリング時や走
行時の回転数不安定などが懸念された。
走行試験により，燃料供給配管の燃料フィルターの
内部にスライム状白濁物の目づまり（初回，70 km，
2 回目 200 km で発生）による回転数上昇不良・白煙
発生が確認されたが，燃料フィルター交換により復旧
した。
この白濁物（写真─ 5）は，燃料配管内のフラッシ

ングでも落ちなかった軽油使用時の付着物が BDF使
用により剥がれ燃料フィルター部につまりを発生させ
ると言われている 6）。燃料変更時の一次的な症状 6）と
みている。

2 回目の交換以降，現在 1,700 km 走行し不具合は
ない。今後T2の走行試験時には，燃料フィルターを
予防的に交換する。
（c）ゴム系部品劣化
BDF燃料は，事前調査でゴム系部品への侵食・膨
潤化に伴うオイル漏れなどが報告 6）されていた。し
かし，使用開始から 7ヶ月経過時点で駐車場所でのオ
イル滴下痕や，定期点検時にもオイル漏れの報告はな
い。

表─ 4　軽油・BDF比較項目および計測データ

項目 軽油 BDF 変化率 備考
消費燃費※

（km/L）
6.6 6.1 8％ 燃費が悪化。

排気ガス
黒煙（％）

5.5 2.7 － 51％ 黒煙濃度が半減。

CO（ppm） 0.01 0.01 0％ 変化なし。
HC（ppm） 10 0 － 100％ 全量削減。
0～ 100m
加速性能
（sec）

11.2 11.6 4％ 0.4 秒増加。

※消費燃費は，軽油（平成 19 年間平均燃費）とBDF（平成
21 年 1 ～ 6 月平均燃費）

写真─ 5　燃料フィルター内の白濁物
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7．今後の展開

T1 によるデータ収集は当初目標とした 1,500 km程
度の走行実験を終えたことから終了し，当初懸念され
た冬季の BDF始動性に問題のないことが確認できた
ことから，T2による BDF使用実験を行う。　

8．まとめ

今回報告した廃食用油を活用した BDFによる維持
管理車両での走行試験は，環境への取り組みとしては
小規模（CO2 削減量　2,300 kg ／年）であるが，原料
供給面や BDFの品質面の確保が重要であり，これら
に十分な注意を払うことで，建設機械などさまざまな
機器の軽油代替燃料として利用が期待できるものであ
る。
今回の取り組みにおいては，各官公庁を始め，レス
トラン事業者・燃料工場・整備工場・当社関係部署の
さまざまな関係者の尽力により実現できたものであ
り，誌面を借りて感謝の意を表します。
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特集＞＞＞　建設機械

パワー増幅ロボットの建築現場への応用

城垣内　　　剛

近年，我が国のさまざまな分野で，作業者の高年齢化問題が浮上してきている。筆者らは，高出力なロ
ボットアームを人間の四肢の動きに追従するようコントロールすることによって，あたかも人間の力が数
百倍に増幅されたかのような感覚で，人間単体では不可能な重作業を可能にするパワー増幅ロボット（パ
ワーローダー）の開発を行っている。建築・土木分野での実用化を目指しており，災害発生後の人命救助・
復旧作業をはじめ，工場・倉庫等での荷積み・荷捌き作業など，広く応用展開を進めていく予定である。
キーワード：パワー増幅，ロボット，パワーローダー，重作業

1．はじめに

我が国の総人口は，2005年の約1億2,777万人をピー
クに，2008 年 10 月 1 日現在，1 億 2,769 万人で，前
年（1億 2,777 万人：2007 年 10 月 1 日現在推計人口）
に比べて約 8万人減少している。また，65 歳以上の
高齢者人口は，過去最高の 2,822 万人（前年 2,746 万人）
となり，総人口に占める割合（高齢化率）も，22.1％（前
年 21.5％）となり，22％を超えている 1）。一般に，高
齢化率が 7％を超えた社会を「高齢化社会」，14％を
超えた社会を「高齢社会」と呼んでおり，我が国は既
に「超高齢社会」に突入している。
図─ 1は，厚生労働省から公表されている統計情
報「人口の推移及び将来推計人口」から作成したグラ
フである 2）。

この統計情報は，1970年～2005年までは「国勢調査」
による実績値，2010 年以降は「日本の将来推計人口」

（2006 年 12 月推計）による推計である。
この統計から，生産年齢人口と呼ばれる 15 歳から
64 歳の人口は，将来大きく減少することが予測され
る。したがって，労働者の作業効率を高めることは我
が国の将来に向けて，早急に解決しなくてはならない
問題である。
このような背景の中，人間の動作を機械で直接補助
することによって，多少の重労働でも楽に作業できる
ようにしようという試みが，すでに国内にある複数の
大学等研究機関で進められている。それぞれ異なった
方式での研究・開発が行われている。これらは，パワー
スーツ，パワードスーツ，パワーアシストスーツなど
と呼ばれており，その名の通り，スーツのように人間
が装着するタイプのものが多い。一部は医療用として
実用化されはじめている 3）。しかし，実際に重作業を
行う作業者の力を十分補助できる装置は未だ実用化さ
れていない。
建築・土木分野においては，作業員の高年齢化は深
刻な問題である。クレーン等の重機を使用して作業員
の肉体的負荷を代替しているが，重機から下ろされた
部材は，実際に使用する現場まで，作業員が人力で運
んでいるのが現状である。
そこで筆者らは，前出のような装着タイプではなく，
人間の関節構造とは異なる構造を持ちながら，人間の
四肢の動作に追従することができる腕と脚を持ったパ
ワー増幅ロボット（パワーローダー）の開発を進めて
いる（写真─ 1）。

図─ 1　人口の推移及び将来推計人口
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2．パワーローダーの基本構成

パワーローダーは，人間の動作に追従する両腕・両
脚を持っている。
重量物を拾い上げる動作が行えるよう，腕は左右独
立に 3次元的な動作が可能である。重量物を把持する
ときに，さまざまな角度からのアプローチができるよ
う，腕の先端に装備されたハンドは左右ともに，手首
を中心に上下方向に回転，また，前後軸を中心とした
回転（ねじり動作）が可能になっている。脚は操作者
の脚の動きに追従するため，付け根部分を中心に前後，
上下，左右に動作が可能である。
現状の試作機では，両腕・両脚それぞれの操作部
に 6軸力センサーを搭載し，人間がパワーローダーに
与える力の大きさと向きを検出し，これに応じてコン
ピューターが 18 機ある電磁モーターのトルクを調整
することにより，人間の動作に追従している。

3．開発の経緯

このパワーローダーの開発に至る以前に，筆者らは
装着型（ウェアラブル）パワーアシストスーツの開発
を試みている。

（1）パワーアシストスーツ
写真─ 2は，ウェアラブル・パワーアシストスー

ツの実験風景である。
これは，筆者らが 2003 年以前に開発した試作機で
ある。出資評価を受けた際，評価者に実際に装着して

もらい，パワーアシストされている感覚を体感させる
ことができた。
この装置は，空気圧で動作するゴム人工筋肉を，ア
クチュエーターとして使用している。肩の部分に見え
る黒い円筒状のものがゴム人工筋肉である。他にも同
様のゴム人工筋肉が背中に 3本装着されている。背中
の中心に配置した 1本のゴム人工筋肉で体幹を保持
し，肩に配置した 2本で二の腕を保持しながら，背中
に配置した残り 2本のゴム人工筋肉でワイヤーを介し
てひじ関節より先端部分を引き上げる仕組みである。
この構成で手にかかる荷重のうち，7.5 kg をキャンセ
ルすることができる。
ゴム人工筋肉の動作原理を図─ 2に示す。

ここで示すゴム人工筋肉は，マッキベン型アクチュ
エーター，エアマッスル，ラバーマッスル等の呼び名
で呼ばれているものと基本的な動作原理は同じもので
ある。
両端部に栓をしたゴムチューブに対して，縦方向を
拘束するよう，表面にメッシュを被せた構造になって
いる。

写真─ 1　パワーローダー（試作機）

写真─ 2　ウェアラブル・パワーアシストスーツ試作機

図─ 2　ゴム人工筋肉の動作原理
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このゴムチューブの中に空気を送り込むと，空気の
圧力でゴムチューブが膨張する。しかし，縦方向はメッ
シュによって拘束されているため膨張できず，径方向
の膨張に引っ張られて縦方向に収縮する。膨らみなが
ら収縮する様が動物の筋肉に似ているところが人工筋
肉と呼ばれている所以である。
特徴としては，アクチュエーター自体が軽く，柔ら

かい。さらに，ゴムチューブの内面全体がアクチュエー
ターの収縮に寄与するため，断面積のみで圧力を受け
る構造になっている一般的なエアシリンダー等よりも，
パワー・ウェイト・レシオを大きく取りやすいことが挙
げられる。反面，動作にエアコンプレッサー等の空圧
機器を必要とするため，パワーアシストスーツのような，
移動しながらの使用が前提となる機器では，装置全体
の重さが問題になる。また，一般に空気圧による機器
制御は空気の収縮・膨張などによる，制御遅れが大き
く，素早い動作は苦手である。これに加え，ゴム人工
筋肉では，アクチュエーター自身が膨張・伸縮するため，
さらに遅れが大きくなり，制御性は悪くなる。他にも，
与える空気の量と収縮率が比例しない，荷重と収縮率
が比例しない等々，制御性が悪化する要因は多い。
しかし，アクチュエーター自身の構造が単純で，軽
量であることから，安価に大量生産できる可能性を
持っており，今後，制御方法が確立されればパワーア
シストに限らず，広く使われる可能性がある。
筆者らは，ゴム人工筋肉の，軽い，柔らかいという
特徴に着目し，人体に直接接触する機会が多いパワー
アシストスーツには，適当であると判断した。
また，この機器を開発していく中で，人間の力をア
シストするだけではなく，人間の力に逆らうように動
作するエクササイズスーツ（図─ 3），人間の動きを
矯正するように動作するスポーツトレーニングスーツ
（図─ 4）などを提案しながら用途開発を行った結果，
脳卒中による片まひ

4 4

のリハビリテーションに応用する
という用途がみつかった。
この用途に向けて開発した試作機が写真─ 3であ

る。これは，健常な腕の動きをセンシングして，まひ
4 4

した腕を健常な腕の動きに合わせて動かすことによ
り，リハビリテーションの効果を促進しようというも
のである。
この後，商品化に向けたデザインモデルを開発し，
マスコミ等で公開したところ，さまざまな分野の方々
から高い評価をいただき，米国TIME誌の The best 
inventions of 2006 に選出された（写真─ 4）4）。
このような用途展開はあったものの，ウェアラブル
タイプのパワーアシストスーツでは，構造上，大きな

力を出すことは困難であると判断した。なぜならば，
人間の関節は回転軸をずらしながら曲がるので，ウェ
アラブルなスーツタイプの機器が大きな力を出すと，
人間の関節に強い負荷がかかることになる。人間の力
を補助（アシスト）するだけでなく，大きく増幅する
ためには，人間の関節に負荷をかけない機構が必要で
あった。

図─ 4　スポーツトレーニングスーツ

図─ 3　エクササイズスーツ

写真─ 3　上肢リハビリ支援スーツ試作機
（出典：朝日新聞　2005/10/17）
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（2）パワー増幅装置
人間の力を大きく増幅する装置をパワーアシストと
区別するために，パワー増幅装置と呼ぶ。パワー増幅
装置の実用化の一例として，鍛造作業アシストロボッ
トを挙げる（写真─ 5）。

鍛造部品の製造を行う企業と共同で，エアハンマー
を用いた鍛造作業をアシストするロボットを実用化に
向けて開発中である。
ここで製造されるものは，主に，自動車の部品など
である。鍛造作業では，1,200℃以上に熱した鉄の棒
（ワーク）を先端に金型が装着された数トンのハンマー
で整形する。この作業は，3～ 4 mの高さまで空気圧
で押し上げられたハンマーを落下させて打ち付けるた
め，ワークの変形が毎回一定にならない。したがって，
ロボットを使って自動化することが極めて難しい。

現状では，作業者は「ハシ」と呼ばれる大型のヤッ
トコを使って，真っ赤に熱せられた約 20 kg の鉄の塊
を掴みあげて金型まで移動させ，ハンマーを打ち付け
る作業を行なっている。高熱と轟音の中で体力を使う
作業であり，建築・土木業界と同じく，国内の少子高
齢化が進む中で若い作業者が減り，作業者の高齢化が
進んできている。
現状では，20 kg あるワークの重量をキャンセルす
るように鉛直方向のみ制御している。水平方向は弱い
バネ・ダンパーで柔らかく回転を規制しているが，ア
クティブな制御は行っていない。
行動範囲が極めて限定される作業では，写真─ 5の
ように床に固定した支柱にアームを取り付けて作業を
補助することが可能である。しかし，動作範囲が広く
なると装置自身を動かす必要がある。
写真─ 6は，車輪で移動できるパワー増幅装置の
例である。

この装置は，手元のコントローラーに与える力の大
きさと向きにしたがって車輪とアームが適切に動作
し，移動しながら作業ができる。車輪にはオムニホイー
ル（写真─ 7）と呼ばれる全方位型車輪を使用してお
り，前後左右に自由に平行移動，及び回転動作が可能
である。

写真─ 4　リハビリ支援スーツが掲載された TIME誌

写真─ 5　鍛造作業アシストロボット

写真─ 6　車輪での移動を試みた例

写真─ 7　オムニホイールの例
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このような装置では，床面が十分平坦で車輪に巻き
込むようなものが放置されていないことが，使用上の
大前提となる。オムニホイールの代わりに，クローラー
を使えば，床面の形状には対応しやすいが，本体の回
転を伴わずに平行移動できる方向が前後方向に限定さ
れるため，直感的な操作は難しい。
そこで，操作者の直感的な動作に追従する脚による
歩行を試みた（写真─ 8）。

これは，文部科学省知的クラスター創成事業の「岐
阜・大垣地域ロボティック先端医療クラスター」の中
で立命館大学と共同で開発したもので 5），操作者の足
の下にある 6軸力センサーで脚の出す力の向きと大き
さを検出し，これに追従するようにロボットの脚を動
かすことにより，人間の約 7倍の力を出す装置である。
この装置はバランス制御を行わず，人間の出す力を増
幅し，人間の脚の動きにできるだけ忠実に追従するよ
うに制御されている。この制御方法で歩行を行うこと
に成功した。これにより，人間の直感的な操作にロボッ
トが十分追従することが確認できたと同時に，人間が
平常時に獲得した歩行に関するスキルを用いながら，
ロボットによって増幅された力を使いこなすことがで
きるという方向性が確認できた。

4．パワーローダー

これらの成果をもとに，人間の両腕・両脚の増幅を
行うパワー増幅ロボット（パワーローダー）の試作機
を開発した。
この試作機は，100 kg の重量物を床から 2 mの高
さまで持ち上げることを目標に設計されている。この

スペックは，過去に行った建築関連会社へのヒアリン
グに対する回答に由来する。建築現場で現場の作業
員が扱わなければならない重量の目安として，手ばら
しクレーンのパーツの重量を基準とした。手ばらしク
レーンは，建物の屋上で大型のクレーンを解体する際
に最終段階で用いられるクレーンであり，これ自体の
解体作業はすべて人力で行わなくてはならない。この
パーツ類がほぼ 100 kg 以下に設定されていることか
ら，これを作業員 1人で解体できるようになることを
将来の目標とし，まず 100 kg の重量を扱えることを
基準に，建築現場で汎用的に使えることを目指した。
現状では，試作機（写真─ 1）を用いて，片手で

25 kg のおもりを持ち上げる実験を行っており，ほぼ
安定した操作ができる段階まできている。

5．おわりに

ハイパワーを望まれる作業現場に向けたパワー増幅
装置の開発目標として，建築・土木分野での実用化を
想定し，開発を行ってきた。この活動の中で，建築・
土木分野以外にも，林業，災難救助，コンテナの荷積み，
工場での作業などの潜在的な需要があることがわかっ
た。例えば，トラックは荷物を運ぶだけでなく，荷台
を付け替えることによって，ミキサー車にもクレーン車
にもなる。部分を取り替えることによって，さまざまな
用途に使われている。現在，開発中のパワーローダー
も一部のパーツを交換することによって，さまざまな
分野に適用できるようなベースにしたいと考えている。
最後に，これまでの開発に多大なるご協力をいただ
いたパナソニック㈱殿，まこと工業㈱殿に，この場を
借りて感謝の意を表したい。
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写真─ 8　パワーペダル
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特集＞＞＞　建設機械

廃棄ゴムクローラ類のリサイクルの現状と将来の展望
─広域認定制度の活用─

清　水　一　城

㈳日本建設機械工業会では，2001 年 7 月に「使用済み建設機械のリサイクル推進行動計画」を策定し，
活動を行ってきた。その活動の一環として建設機械の部品の中でも約 50％が鉄鋼で構成された貴重な資
源であるにも拘らずその処理の困難さによりリサイクルが進んでこなかった廃棄ゴムクローラ類に着目
し，広域認定取得によるリサイクルの促進を目指し活動を行ってきた。
2007 年 12 月には，環境省より広域認定を取得し，2008 年 8 月よりその事業を全国へと拡大させて活動

を進めてきた。
廃棄ゴムクローラ類の紹介，これまでの処理の状況，本システムの有用性と今後の事業展開について紹

介する。
キーワード： 廃棄ゴムクローラ類，広域認定制度，リサイクル，産業廃棄物，環境省，ゴムクローラ，ゴ

ムパット，排出事業者

1．はじめに

近年，企業活動を行う上で環境問題は，非常に重要
な要素となっている。拡大生産者責任の考え方の社会
への浸透により，企業は製品の回収・リサイクルにま
で一定の責任を有し，循環型社会の構築などの目標達
成のため製品の環境負荷を低減させる施策を行ってい
ることは，周知の通りである。
当然，建設機械業界も例外ではなく，㈳日本建設機
械工業会では，2001年 7月 25日に『使用済み建設機械
のリサイクル推進行動計画』を策定し，活動を行ってき
た。この行動計画は，自走式建設機械を対象とし，建
設機械のリサイクル可能率 97％以上を目標としている。
その目標を達成する為にまず，建設機械製造事業者
が取組む事項として，
1）リサイクル可能率の維持・向上
2）リサイクルの容易化のための技術開発
3） 3R（Reduce，Reuse，Recycle）の推進と環境
負荷物質の低減

の 3つを挙げている。
そして次に関係者（製造事業者，ユーザ，処理事業
者，政府）全体で取組む事項として
1）リサイクル実行方法の提案と推進
2）部品，コンポーネントの再使用促進
3）リサイクル推進に関する情報提供

4） リサイクル率の評価とフィードバック方法の確立
の 4つを挙げている。
このような行動計画を策定し，活動を行ってきた。
この取組み事項の 1）リサイクル実行方法の提案と
推進の中で建設機械の部品を
①大物板金構造物（ブーム・アーム・フレームなど）
②自動車類似部品（内装・電装品など）
③ 建設機械特有の部品（カウンターウエイト，ゴム
クローラ，大型タイヤ）

の 3つに分け，その中の③建設機械特有の 3部品につ
いては，適正処理の確保に積極的に取組むとした。
その中の一つであるゴムクローラは自動車や家電製
品と比較してリサイクル困難な部品等の使用割合が少
ない建設機械の中で，処理が困難な部品とされてきた。
また重量比で 50％以上が鉄鋼で構成されておりマテ
リアルリサイクルできる貴重な資源である。
今回は，このゴムクローラを対象とした広域認定制
度を利用したリサイクルシステムの有用性と今後の展
望について記述する。

2．ゴムクローラ類とは

（1）概要
建設機械産業では，1980 年頃から舗装路面の保護
や走行時の騒音低減および乗り心地の向上を狙いとし
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てゴムクローラ類を装着した機械が開発された。その
後，下水道整備などの都市基盤整備事業に伴う都市型
土木の急速な成長と共に利用が広がり，汎用性のある
建設機械の足回りとして広く普及した。

（2）種類
建設機械に使用されるゴムクローラの種類は，以下
の 2種類に分けられる。
①一体型ゴムクローラ（ゴムシュー）
ゴムクローラを使用する目的である騒音や振動の低
減に大きな効果を出すが，一部が破断した場合など
は，修復や一部交換は困難であり基本的に全交換とな
る（写真─ 1）。

②分割型ゴムクローラ（パットシュー）
鉄製のクローラのシューの部分（板の部分）ごとに
取り付けるもの。一体型と比較すると騒音や振動の低
減の点では劣るが，廃棄の容易さや破断，磨耗の際に
部分交換が可能なため主に重量の重い油圧ショベルで
普及している（写真─ 2）。

（3）構造・成分
ゴムクローラは，張力を保持するスチールコードと，
それを補強する芯金，およびそれらを包み込むカバー
ゴムで構成され，加硫処理で固定されている（図─ 1）。
ゴムクローラ全体の成分の構成比率（重量比）は，良
質の鉄鋼が 55 ～ 66％（芯金部分 50 ～ 60％，スチー
ルコード部分 5～ 6％），カバーゴムが 35 ～ 45％で構

成され，いずれも貴重なリサイクル資源である（表─
1）。ただ，このような構造のため，各成分ごとに分
離し，リサイクルするということが非常に困難である。

なお，使用されている鉄鋼とカバーゴムは，基本的
にタイヤに使用されているものと同一の成分からなっ
ており『廃棄物の処理及び清掃に関する法律』におけ
る廃棄物分類では，廃タイヤと同じ『廃プラスチック』
に該当する。

3 ．廃棄ゴムクローラ類の発生状況とこれま
での処理の状況

（1）発生状況
廃棄ゴムクローラ類は，主に整備工場や現場での交
換時に発生する。また建設機械自体の廃車の際にも発
生する。建設機械用ゴムクローラの特徴として，その
使用条件が非常に厳しく，ゴムの損傷・磨耗，芯金の
剥離，スチールコードの切断等による交換が多いこと
が挙げられる。
ゴムクローラ類の耐用年数は，稼働時間にもよるが，
概ね 4～ 6年程度である。よって廃棄ゴムクローラ類
は，頻繁にかつ継続的に発生している。具体的な発生
量は，『平成 15 年度廃ゴムクローラの広域リサイクル
システム報告書』では，24,700トン／年と推定している。

写真─ 1　一体型ゴムクローラ（ゴムシュー）

写真─ 2　分割型ゴムクローラ（パットシュー）

構成材料 建設機械用ゴムクローラ
芯　　金 50 ～ 60％

スチールコード 5～ 6％
ゴム・カーボン 35 ～ 45％

表─ 1　ゴムクローラの構成材料重量比率

図─ 1　ゴムクローラの構造
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（2）処理の内訳
年間発生量 24,700 トンの処理の内訳は以下の通り
である（図─ 2）。

（a）鉄源再利用
電炉業者による鉄源としてのリサイクル。
（b）転用再利用（写真─ 3）
敷板としての代用品や路盤の養生用として使用。用
途はかなり限定的。

（c）積置（写真─ 4）
ストックヤードなどへの積置。不法投棄の温床とな
りやすい。
（d）最終処分
最終処分場（埋立施設）への埋め立て。最終処分場
の残余年数には限界があり，本来リサイクル可能な資
源を埋め立てていることになる。

（e）輸出等
中古建設機械として海外へ出て行く機械についてい
るゴムクローラ類。
このような処理状況であるが，このスキームに入ら
ない一部の廃棄ゴムクローラ類が不法投棄されている
こともある（写真─ 5）。

（3）これまでの対応状況の経緯
これまでの廃棄ゴムクローラ類の処理の経緯は下記
の通りである。
（a）ダイオキシン類特別処置法（1999 年公布）や
焼却炉規制の厳格化以前
サービス工場が下取・引取してきた多くの廃棄ゴム
クローラ類は，ガス切断機等を使用して焼却炉に入る
大きさに切断し，ゴム類を焼却した後，残った鉄くず
をスクラップとして処理していた。安価に処理できて
いたが，焼却に伴う黒煙やにおいの拡散が発生するな
どの問題もあった。
（b）ダイオキシン類特別措置法公布および焼却炉
規制厳格化以降
サービス工場や使用者自身が処理する適当な方法は
なく，産業廃棄物として業者に処理委託をするように
なった。業者に委託するために非常に手離れはよいが，

図─ 2　発生量と処理の内訳

写真─ 3　ゴムクローラの転用事例

写真─ 4　ゴムクローラの積置事例

写真─ 5　ゴムクローラの不法投棄事例
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処理コストの増大がネックとなり積置が増大する一因
となった。
（c）㈳日本建設機械工業会では上記のような状況を
踏まえ電炉でのリサイクルを全国的に拡大し，受け入
れ先の増大および回収量の増大によるコストダウンを
図った。しかし切断の困難さによる受入拒否や更なる
コストアップを受け新しい仕組みづくりが求められる
こととなった。
以上のような経緯があり，㈳日本建設機械工業会と
しては，更なるリサイクル促進を目指し広域認定制度
の取得を目指すこととなった。

4．広域認定制度の活用

（1）広域認定制度とは
広域認定制度とは，製造事業者が自社の製品に関し
て責任を持って処理（リサイクル）する場合，そのシ
ステムが環境省より認定されれば各都道府県知事の認
可がなくても全国で処理ができる（製造事業者自身が
みなし産業廃棄物業者として活動できる）ようになる
『廃棄物の処理及び清掃に関する法律』の特例制度で
ある。つまり通常，産廃処理を業とする場合は，その
営業範囲の各地方自治体の長の許可が必要であるが，
それを不要とし，製造事業者自身が責任を持って自

社の製造した製品をリサイクルできるというシステム
である。通常，製造事業者ごとに取得するものである
が，㈳日本建設機械工業会では，建設機械およびゴム
クローラ類の製造事業者 15 社を束ねた上で工業会と
いう単位での申請を行い，2007 年 12 月 19 日に認定
を取得した（写真─ 6）。

（2）回収のシステム
廃棄ゴムクローラ類の回収スキームは下図の通り

（図─ 3）である。

排出事業者とは，建機のエンドユーザ（建設業者，
レンタル会社等）であり，ここから排出された廃棄ゴ
ムクローラ類は，回収拠点（メーカ 15 社の販売店や
サービス工場などの拠点）に持ち込まれ，それは複数
の回収拠点を束ねる指定引取場所へ搬送される。そし
て一定数量が溜まると指定引取場所へ直接，収集運搬
事業者が収集に行き中間処理や二次輸送を経てリサイ
クル施設へと持ち込まれるシステムとなっている。
また，この廃棄ゴムクローラの流れは，必ず廃棄ゴ
ムクローラ類現物とマニフェストがセットになって動
くシステムとなっており，それが本システムで回収し
た廃棄ゴムクローラ類がリサイクル施設まで持ち込ま
れることを担保することとなる。

（3）リサイクル施設
本リサイクルシステムは，新日本製鐵㈱広畑製鐵所
の転炉を最終処分施設とし，下図の通り（図─ 4）燃
料ガスの回収によるサーマルリサイクルとマテリアル
リサイクル合わせてほぼ 100％のリサイクルを実現し
ている。

（4）本システムを利用することのメリット
①排出事業者の方がリサイクル費用を負担することと
なり，受益者負担の原則でリサイクルを行うことが
できる。写真─ 6　広域認定制度認定証

図─ 3　廃棄ゴムクローラ類回収スキーム
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② 100％リサイクルのシステムを利用することを通じ
て環境負荷の低減に貢献することができる。
③複数メーカを横断的に回収（ルート回収）すること
が可能となり，回収が効率化されることによって回
収量の増加が図れる。

5． 広域認定制度を利用した本リサイクルシ
ステムの今後の展望と課題

（1）今後の展望
本リサイクルシステムは，これまで困難とされてき
た廃棄ゴムクローラ類の適正処理を実現したものであ
る。今後は更なる回収量の増大を図り，建設機械業界
全体としての環境負荷低減を通じた社会貢献を更に推

し進める必要がある。そのためには，製造事業者だけ
でなく，建設機械に関る広範囲の関係者に本システム
を認識していただき，利用をしていただく努力を行っ
ていく必要がある。

（2）今後の課題
このようなリサイクルシステムを維持させるには 2
つの要素が必要である。それは，適正な処理方法の確
保と適正なコストレベルの維持である。本リサイクル
システムは適正な処理方法は確立しているのであるか
ら，適正なコストレベルを維持することが必須の課題
となる。
そのためには，廃棄ゴムクローラの回収量の増大を
図らなければいけない。今回の掲載により，本リサイ
クルシステムを多くの関係者に知っていただき，その
有用性を理解していただくことにより，少しでも多く
の関係者に利用していただきたいと考えている。

 

［筆者紹介］
清水　一城（しみず　かずしろ）
㈳日本建設機械工業会
リサイクル管理センター

図─ 4　廃ゴムクローラの処理方法
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特集＞＞＞　建設機械

建設機械の部品再生事業

矢　山　秀　樹

長期に亘って高い信頼性と耐久性が要求される建設機械の構成部品には，品質および量共に十分な材料
が使用されている。しかしながら摩耗や損傷によって交換されると，後はスクラップとして処分されてい
たこれら部品を回収してリサイクルプロセスを経ることで，資源の有効活用と環境への対応のみならず，
建設機械のランニングコスト低減にも貢献する再製造部品（リマン）の事業概要と仕組みについて紹介す
る。
キーワード：建設機械，部品，再生，リサイクル，コスト低減，環境対応

1．はじめに

昨今の米国発金融危機，円高，不況といった環境の
もとで様々な産業において，売上高減少に伴う企業体
質のスリム化，コスト低減を余儀なく課せられる中，
建設機械に求められる課題は，生産性向上や作業効率
の改善はもとより，燃費の向上やメンテナンス／修
理費用といったランニングコスト低減ばかりでなく，
環境への対応も以前にも増して強くなってきている。
ディーゼルエンジンの排出ガス規制強化や化石燃料か
らの代替／ハイブリッド化，生分解性オイルの適用な
どメーカにより様々な取組が進められているが，低コ
ストでの実現にはそれぞれ大きな課題が未だ残されて
いる。
本稿では「リマン部品」，つまり建設機械用部品の

リサイクルビジネスに焦点をあてて，そのコンセプト
や特徴からリサイクルの仕組みはもとより，ランニン
グコスト低減への寄与と環境への対応を如何にして両
立させるかを紹介する。

2．建設機械部品の現状

（1）国内の状況
バブル崩壊から長期に亘って低迷した国内経済は，
21 世紀になってからの BRICs を始めとする新興国の
急激な経済成長，莫大なインフラ整備への投資に伴っ
た外需主導によってその長いトンネルから脱け出し，
長期間の好景気に沸いた。また原油や鉄鉱石を初めと
した各種地下資源原材料調達に伴う設備増強への投

資拡大から，新興国のみならず先進国でも建設機械の
需要は増大し，世界的な機械不足は，東南アジアにお
ける中古車市場の拡大と取引相場の著しい上昇を招い
た。
このような状況のもと国内では，建設機械の下取価
格上昇に伴った代替サイクルの短縮と新車需要の拡大
をもたらした。
しかし今日の急激な景気悪化は，全世界的な金の流
れを停止させてしまい，特に製造業においては一瞬に
して在庫の山を築くこととなった。そして海外新興国
における建機中古車市場の急激な収縮が国内における
中古車相場の急落を誘発させることによって，代替サ
イクル／保有年数の長期化が自ずと予想されるように
なる。

（2）機械保有の傾向
前項で述べたように，「機械の保有年数が増加する」
ということは，それだけ保有に要するメンテナンスや
修理の頻度が増加することになり，今まで以上に機械
管理の品質向上を図ることによって，機械性能の維持
とランニングコスト低減を実現させなければならな
い。
例をあげれば，従来はオーバーホール等大規模な修
理を実施する前に機械を代替する方が投資効果を見込
めていたが，今後は保有期間を長くしても性能低下と
発生コストを最小限に抑えることで，その価値を最大
限引き出すことも経営の選択肢として考慮しなければ
ならないだろう。そこには修理方法や必要な部品の選
択肢が求められ，修理後の機械の用途や，修理による
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寿命延長方針，修理に費やすことのできる時間／日
数，もちろん修理予算も含めた選択肢が提供できると
共に，これを提供できるだけの能力（知識，技術，設
備，管理手法）が求められることはいうまでもない。

（3）建設機械部品の特徴
建設機械は製品種別にもよるが，様々な部品で構成
されている（写真─ 1）。

動力源 ：エンジン
動力伝達：トランスミッション，
 　ポンプ／モータ／バルブ，
 　ファイナルドライブ，油圧シリンダ
構造物 ：各種フレームやカバー，作業装置
制御装置：電装ハーネスや油圧ホース
運転室 ：キャブ，シート，操作機器

これら主要構成品は過酷な現場で長期に亘って稼働
する車両として，
・高い信頼性
・高い耐久性
・高い安全性
が求められることは必須であることから，高い負荷，
繰返し荷重や衝撃荷重，振動や熱にも長期間耐えられ
るよう，各構成品には品質，量共に十分な材料（鉄）
が使用されている。また［動力源］や［動力伝達装置］
の構成部品は高い性能を発揮する為に，高精度の機械
加工が要求される精密部品でもあると言える。
特に近年の建設機械は，排出ガス規制に代表される
法規制対応の強化，機械性能向上の実現手段として各
部に電子制御化が織込まれ，部品に求められる加工精
度は 1/1000 ミリレベルにまで及んでいるのが現状で
ある。その製造プロセスにおいて，多大な資源とエネ
ルギーを要する部品も，従来は性能低下や修理によっ
て機械本体から取外されたあとは，廃却もしくはスク
ラップ処理されていて，資源としてはリサイクルされ

ながらもその恩恵が直接，機械保有者に還元されるこ
とはなかった。
加えて修理方法，修理部品の選択肢も新品部品への
交換による処置が殆どであり，一部の再生品が提供で
きても現状（As is）で保証なし，廉価販売という程
度であった。

3．リマン部品

（1）リマン部品とは
リマンとは「リマニュファクチュアード・プロダク
ツ」を語源とした「再製造部品」を意味する。

部品交換の際に取外した部品を「コア」として回収
した上で，専用工場にて新品同様に再製造されて再度，
お客様に販売するリサイクルプロセスを実現すること
で，新品同様の性能・品質・保証付の部品を低価格で
提供できるようにしたものである。

（2）リマンの特長
①新品同様な品質，性能，および保証
回収されたコアは世界 17 の再生専用工場で，新品
製造と違わぬ技術と基準を適用することによって，新
品同様に再製造される。加えて新品と同じ保証も付与
される。
②リーズナブルな価格
新品同様かつ保証付であるにも拘らず，その価格は
新品部品の約 4割引
③充実したアイテム
エンジン，油圧ポンプ／シリンダ，トランスミッショ
ンを始めとした約 10,000 点の品揃え（写真─ 2）
④幅広いバリエーション
様々な修理方法に応じた部品供給単位のバリエー
ションを充実
アッセンブリ※1 ⇒ 休車時間短縮による迅速な現場

復帰
ピースパーツ※2 ⇒部分修理と修理費用の低減

※ 1：組立てられたコンポーネントの状態
※ 2：小部品の状態

写真─ 1　建設機械の主要コンポーネント
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（3）コア回収によるリサイクル（図─ 1）
前述の通り，リマンは販売時における「コア」の回
収が必要不可欠であり，100％のコア回収がリサイクル
プロセスの発端となるが，コアを効率的に回収した上
で高い再生技術による専用工場での集中再生，および
再製造部品として魅力ある価格で再び供給するには，
取扱うコアのボリュームとグローバルな物流ネットワー
クなくして実現することは不可能である。参考までに
2008 年度は，世界中から約 100 万トンのコアを回収。
資源の有効活用を通して環境保全にも貢献している。
①リマン販売時におけるコア回収
リマン販売時には取外した部品をコアとして回収する

ことが廉価提供の条件としている。実質的には現状で
ほぼ100％のコア回収を実現しており，コアの程度によっ
てリマン販売価格にも多少の増減幅を持たせている。
コア回収不可の場合はもちろん，販売価格も高くなる。
②回収における物流ネットワーク
世界中のディーラを通じて，迅速に部品供給できる
ネットワークは，言い換えれば世界中からのコア回収
を効率的に実施できることになる。リサイクルコスト
を最小限に抑えて，低価格でリマンを提供するには，
再生処理量を最大限にしなければならない。
従って，世界中で集められたコアを集中させるため
の物流ネットワークは既に構築されており，グローバ
ル企業としての強みであるとも言える。
③専用工場による集中再生
数多くのリマン部品を効率的かつ高度な技術で再製
造するには，部品の種類に応じた集中再生工場をグ
ローバルに展開することが求められる。
現在，15 カ国 17 箇所の専用工場では，エンジン，

油機，ミッション等といった部品種類別に世界中から
回収されたコアの集中再生が行われている。
尚，再製造技術およびプロセスについては後述する。
④リマンとしての供給
リマンとして生まれ変わった部品は，新品部品と同
じ物流ネットワークによって，再度世界中に供給され
る。新品部品と同一のロジスティクスおよびシステム
に載せることで，迅速な供給を可能としている。
このように，コア回収から再製造，そしてリマンと
して再び供給するまでのサイクルを，迅速かつ効率的
に回していくことが，再製造に要するコスト低減と均
一化された高品質，および低価格での提供を実現して
いることは，言うまでもない。

写真─ 2　色々なアイテム

図─ 1　リマンによるリサイクルのしくみ
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（4）再製造プロセス
リマンはリサイクルビジネスであり，今日では環境
問題が大きく取り上げられているが，既に 37 年前よ
りビジネスとして取組んでいる。
リマン販売時に回収されたコアは，部品配送ネット
ワークを活用し，部品センターに集められてリマン専
用工場に送られる。そこで再生され，新たなリマン部
品に生まれ変わり，また新たなお客様に提供するシス
テムとなっている。リマン専用工場に集められたコア
は，
①点検
②コンポーネントの完全分解
③スクラップ部品の再資源化
④部品洗浄と再生作業
⑤新品純正部品を使用しての製品アッセン化
⑥製品テスト，パッケージ化
のプロセスを経て再生されると共に，それぞれの工程
においても，廃棄材を最小限に抑える仕組が取られて
いる。
図─ 2は新品部品製造プロセスとリマン再製造プ

ロセスを示したものである。新品部品製作に必要な，
採掘／製錬／鋳造／機械加工プロセスを必要としない
リマン部品は汚染物質廃棄／エネルギー消費／原材料
調達を最小限に抑えて，環境への対応と資源の有効活
用を実現するばかりでなく，高品質の部品を廉価で提
供することで，お客様利益への貢献をも両立している。

（5）高度な再製造技術
リマン再製造専用工場における品質管理手法は基本
的に

・ISO9001-2000
・TS16949　*TS : Technical Specifi cation
・社内品質認証制度
・ CPI プロセス
＊CPI：Continuous Product Improvement

をベースとしており，第三者機関による認証に社内独
自制度を追加している。
再製造技術は基本的に新品部品と同様のプロセス，
同一の基準を適用しており，洗浄方法を一つとっても，
超音波洗浄，熱洗浄，非研磨性ブラスト，二酸化炭素
洗浄，塩浴洗浄，衝撃波洗浄，流動床洗浄といった部
品および材質に応じた最適な洗浄方法を適用している
（写真─ 3）。
また洗浄技術以外にも超音波／磁気探傷検査の
100％実施等，回収されたコアの徹底的な洗浄と見え
ない損傷状況のチェックを徹底的に実施している。

図─ 2　リサイクルによる環境対応

写真─ 3　衝撃波洗浄
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また溶射による表面加工（写真─ 4）や，蒸着によ
るコーティング，再鋳造プロセスや肉盛溶射加工，機
械加工等を経て組立工程，新品部品と同一基準の性能
試験，そして梱包（写真─ 5）に至るまで，徹底的な
品質管理のもと，再製造品として生まれ変わる。

（6）リマンの活用とリペアオプション
プロダクトサポートには，「リペアオプション（修

理の際の選択肢）」という考え方がある。
これはお客様の機械に不慮の故障が発生し，修理が
必要となった際に“お客様の機械状況や使用状況を考
慮して，最善の修理方法を提案／提供するという考え
方である。
例えば，休む間もない高稼働現場では生産活動に支
障をきたさぬ様，高品質の部品と十分なサービスで突

発的な故障を最小限に抑えたいお客様や，多少修理費
用が嵩んでも，早急な修理で機械の休車時間を抑えて，
早急な現場復帰を求めるお客様，修理に要する時間は
十分あるが修理費用は最小限に抑えたいお客様など，
様々なニーズに応じた修理方法の選択肢を用意するも
のである。
例えばエンジンの予防整備を実施する場合には

【修理方法の選択肢】
・オーバーホールによる摩耗部品交換
・アッセンブリ交換
・サブアッセンブリ交換

【修理部品の選択肢】
・新品部品
・リマン部品
・再生コンポーネント
・中古部品
といった修理方法および修理部品の組合せによって
・修理費用
・修理時間（休車時間）
・機械寿命の延長幅
・保証の有無
に幅広いバリエーションが生まれることから，以下に
示すお客様ニーズに叶った解決策を提供できる。
【お客様ニーズ】
・修理／整備に要する時間と費用
・機械寿命の延長方針
・機械代替方針
・機械稼働方針
・環境への対応方針
この中でも，廉価にも拘らず高品質で保証付となっ
ているリマンの役割は非常に大きく，今後さらにその
ニーズは高まっていくことが予想される。近い将来は
アフターマーケットにおける供給部品はリマンが主流
となる可能性も期待できることから，ワールドワイド
での連携を強化して，国内におけるリマンの本格展開
と部品アイテムの更なる拡充を図っていく。そしてよ
り一層お客様のランニングコスト低減のお手伝いと環
境への配慮を図っていく所存である。
 

写真─ 4　溶射による表面加工

写真─ 5　専用の梱包荷姿
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特集＞＞＞　建設機械

デジタルヒューマン技術の最新動向と建設機械への
適用可能性

持　丸　正　明

人間の機能をコンピュータ上にモデル化し，製品と人体の相互作用を，製品CADデータと人間モデル
とでシミュレーションするデジタルヒューマン技術が研究されている。本稿では，産総研で開発している
「Dhaiba」というデジタルヒューマン技術の概要を通じて，デジタルヒューマン研究の動向を紹介すると
ともに，建設機械設計への適用を展望する。
キーワード：人間工学，人間中心設計，デジタルヒューマン

1．はじめに

デジタルヒューマン技術とは，人間の構造や機能を
コンピュータ上に再現して，人間と製品の相互作用を
コンピュータ上でシミュレーションする技術である。
細胞，臓器，血管，筋骨格系の詳細構造をモデル化し
て，薬剤や医療機器と人体との相互作用をシミュレー
ションすることで医療に役立てる研究がある。また，
臓器，筋骨格構造と慣性特性をモデル化し，自動車衝
突シミュレーションに活用している研究もある。一方
で，人間の体形，運動，変形，感覚をマクロな機能レ
ベルで再現して，製品の人間工学評価に利用している
事例もある。産総研デジタルヒューマン研究センター
（以下，DHRC）では，主としてマクロな機能レベル
の人体モデルを研究し，製品の人間中心設計への活用
を進めている。本稿では，このような機能レベルでの
デジタルヒューマン技術に着目し，筆者らが開発して
いる人体機能モデル「Dhaiba」の概要説明を通じて
最新研究動向を紹介し，建設機械設計への適用を展望
する。

2．デジタルヒューマン技術の動向

機能レベルでのデジタルヒューマン技術は，1990
年代から本格的に研究され，実用化されてきた。これ
らはコンピュータマネキン（computer manikins）と
呼ばれることが多く，CADで設計された製品モデル
の空間に，人間モデルを持ち込んで到達域や視野など
をチェックする目的で利用が始まった。人間中心設計
における最大の困難性は，個人差対応にあると言って

良い。設計者自身も人間であるわけで，そもそも人間
にとって使いにくいように設計することはあり得な
い。それにもかかわらず，使いにくい製品が設計され
てしまうのは，設計者が自分以外の人間の特性を予測
しきれないことに原因がある。「そんなユーザがいる
とは思わなかった」という言葉に象徴される。デジタ
ルヒューマン技術とは，「こんなユーザがあり得る」
ことを，設計段階で設計者に知らせる効能を持ってい
る。
現在，市販コンピュータマネキンとしては，SIEMENS
社の Jack，Human Solutions 社の RAMSIS，Dassault
社の SafeWork の 3 つがよく利用されている。Jack
は，ペンシルベニア大学のBadler 教授らのチームが，
RAMSISはミュンヘン工科大学のBubb教授らのチー
ムが，SafeWork はカナダの Genicom Consultants と
いう企業が開発したものである 1）。それぞれ，CAD
と連携しており，CAEツールのひとつとして位置付
けられている。自動車，航空機産業で幅広く活用され
ており，工場のライン設計や福祉機器開発でも利用さ
れつつある。無論，人間のすべての機能を再現できて
いるわけではなく，デジタルヒューマン技術そのもの
は開発途上である。世界各国の大学や研究機関で，継
続して研究が進められている。上記の大学の他に，ミ
シガン大学（HUMOSIM），アイオワ大学（Santos），
オランダTNO，フランス INRETS，そして，DHRC
（Dhaiba）が拠点となり，研究開発を進めている。
市販コンピュータマネキンの現時点での技術課題
は，おおむね，以下のようなものである 2）。
①人体機能寸法の再現精度：集団を代表する体形モデ
ルに所定の姿勢を与えたとき，手先の到達寸法など
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の機能寸法が精度良く再現できないことがある
②運動の自動生成：製品を操作するときの運動を自動
生成する機能が乏しく，ユーザがいくつかのキーフ
レーム姿勢を構成して中間姿勢を自動補間したり，
モーションキャプチャで実測したデータを使うなど
の手間が必要である
③負担，快適性の仮想評価：操作負担，快適性の評価
機能が十分ではない
④詳細な手の機能の再現：手先による操作，把持な
どを再現できるだけの十分な精度の手のモデルがな
い，もしくは，上記の操作，把持姿勢を生成する機
能が乏しい
⑤認知行動機能の再現：人間が外部環境を認識して，
それに応じて行動を選択する機能が再現できていな
い

3．人体機能モデル Dhaibaの開発

DHRCでは，2節で述べた技術課題のうち，①から
④の課題を解決するための研究開発を進めてきた。セ
ンターでは，機能的にモデル化する（Functional），
科学的根拠とデータに基づいてモデル化する
（Authentic），個人差をモデル化する（Variational）
の 3つのコンセプトに基づいて開発を進めている。

（1）体形モデル
市販コンピュータマネキンは，ロボットのように
体節が関節で接続された外観を持つものが多い。一
方，近年，人体 3次元形状スキャナによって体表面形
状と解剖学的特徴点を簡便かつ大量に計測できるよう
になった。Dhaiba プロジェクトでは，このデータに
基づきアパレル分野などでも活用可能なリアルな外観
を持つ体形モデルを開発している。従来の体節モデル
の代表体形構成に用いられる人体寸法は，個人間で計
測項目が対応しており多変量統計がそのまま適用でき
る。これに対し，3次元形状データは個人によってデー
タ点数が異なり，単純な比較統計ができない。そこで，
実測した解剖学的特徴点を手がかりに，Dhaiba モデ
ルを実測した 3次元形状データにフィッティングする
技術（図─ 1左）を開発した。これにより，すべて
の個人の 3次元体形が解剖学的に対応付けられた同一
点数の多面体モデル（人体相同モデル）で表現される
ことになる。この頂点データを主成分分析することで，
3次元体形の個人差を 20 程度の主成分に圧縮して表
現できる。この主成分を用いて，日本人集団を代表す
る統計的な代表体形モデルを構成した（図─ 1右）3）。

（2）機能的関節構造モデル
先に挙げた技術課題①の機能寸法とは，手を前方
挙上したときの到達寸法など，特定の姿勢での寸法を
指す。市販のコンピュータマネキンでは，手足の寸法
や全身寸法を入力して体形モデルを生成する。この
体形モデルの手を前方挙上させ，その機能寸法をコン
ピュータ内で計測して，それを人間の実測寸法と統計
的に比較することで精度を検証した。この結果，＋ 40
から－ 80 mmにもおよぶ寸法誤差が生じていること
が分かった 4）。この主たる要因は，肩関節の構造を単
純にモデル化している点にある。そこで，DHRCでは，
上肢と体幹にそれぞれ 3点以上のマーカを貼り，その
運動から瞬間中心に準ずる考え方で生体内の機能的関
節中心を最適化計算する技術を開発した。体幹に対す
る機能的な肩関節中心の軌道曲面をモデル化すること
で，機能寸法を精度良く再現（誤差 10 mm以下）す
るモデルを提案した。この方法を全身の関節に拡張し
て全身機能的関節中心データを多数の被験者で計測し
た。これを，主成分分析することで，機能的関節構造
の個人差を代表するモデルを構成している（図─ 2）5）。

（3）運動生成モデル
人体モデルの運動を自動生成する研究は，コン
ピュータグラフィクス，バイオメカニクス，ロボティ
クスなどの分野で研究されている。エネルギ消費最小，
筋疲労最小のような評価関数を最適化することで運動
を生成する方法が提案されている。歩行などの基本動
作の生成には成功しているが，複雑な運動の生成は実
現できていない。そこで，DHRC では，実測した運
動データベースに基づいて中間的な運動を生成する

図─ 1　体形相同モデリングと代表体形モデル

図─ 2　機能的関節構造の代表モデル
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アプローチを選択した。製品の設計寸法を変えた場合
の運動を異なる人体寸法の被験者で実測し，時間軸に
キーフレームを設定して関節角度の対応づけを行い，
一連の運動をキーフレーム×関節数の多次元ベクトル
として表現する。これを設計寸法に対してマッピン
グし，任意の設計寸法について近傍の設計寸法の実測
運動データを重みつきで合成する 6）。運動データベー
スを蓄積しなければならないというデメリットはある
が，技術そのものは汎用性が高く，図─ 3に示す乗
車運動のみならず，ペダル操作，サイドブレーキ操作
などにも適用可能であることを確認している。これら
の技術は，複数の自動車会社の社内 CADシステムに
実装され，活用が始まっている。

（4）手の機能モデル
スイッチ操作などを模擬するには，全身モデルより
も解像度の高い精密な手の機能モデルが必要となる。
DHRC では，300 人の男女について 80 箇所の寸法を
独自に計測し，因子分析に基づいて日本人を代表する
手の表面形状モデルを構成した（図─ 4左）7）。さらに，
その関節構造をモデル化するために，異なる姿勢で取
得したMR画像から骨領域を抽出して，関節の屈曲
軸と関節中心を精度良く計算する技術を開発した。前
述の 300 人のうち 20 人についてMR画像から関節中
心を計算し，その関節間距離を外部寸法から計算する
回帰式を得た。これに基づいて代表手モデルの関節構
造モデルを構成した（図─ 4右）8）。

運動データベースを用いて，製品の操作姿勢を自動
生成することができる。（3）と類似した方法で，実測
した運動データを補間合成し，さまざまな中間姿勢を
計算した。図─ 5は自動車のステアリングスイッチ
操作姿勢を生成した結果である。運動データベースに
は，スイッチエリアの直方体の頂点に相当する 8つの
実測姿勢データが格納されており，この範囲内の任意
の位置での操作姿勢を計算によって推定した。さらに，
指先の到達可能性，および，操作姿勢における関節可
動域余裕を評価することで，スイッチの押しやすさを
仮想評価できることを示した。評価結果は，心理実験
の結果と合致した 9）。

指先がスイッチなどに触れたときの指先の変形と摩
擦の機能を再現するために，指先を 3次元の有限要素
モデルとして構成した。個人ごとの有限要素モデルを
簡便に構成するために，指先のMR画像間の空間相
違を歪み関数で表現し，それをモデル変形に適用する
技術を開発した。50 人の指先MR画像から個人ごと
の有限要素モデルを構成し，（1）と同様の技術で有限

図─ 3　設計寸法に応じて生成された乗車動作

図─ 4　手の代表形状モデルと代表関節構造モデル

図─ 5　ステアリングスイッチ操作姿勢生成と操作性評価

図─ 6　指先有限要素の代表モデルとプルタブ開封シミュレーション
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要素モデル構造の個人差を主成分分析し，日本人を代
表する指先モデルを生成した（図─ 6上）10）。これら
の指先モデルにより，製品操作時の指先に生じる摩擦
現象を精密に再現できるようになり，パッケージの操
作性向上などに活用されている（図─ 6下）。

（5）統合可視化ソフトウェア
DHRC では，上記のモデルを統合し可視化するソ
フトウェアの開発を進めている。体形と基本姿勢（立
位・座位）を選び，リーチターゲット位置を指定する
ことで，リーチ姿勢を生成，表示できる。可視化ソフ
トウェアには，製品オブジェクトをインポートする
ことができ，逆に生成した姿勢の体形データを多面
体データとしてエキスポートすることもできる。オブ
ジェクトとの衝突が起きた場合には，それを画面に表
示する。このDhaiba 可視化ソフトウェアは，2010 年
3 月に DHRCのWeb サイトから公開予定である。な
お，このソフトウェアは，要素技術のプログラムがバッ
クグラウンドで動作し，それらがプログラム間通信す
ることで可視化ソフトウェア上で統合表示する構造と
なっている。可視化ソフトウェアのプログラムインタ
フェース部分も開示する予定であり，ユーザが独自の
プログラムを追加することも可能となる。

（6）Active Marionetteインタフェース
（5）ではリーチターゲットの指定によってDhaiba
のリーチ姿勢を生成するというインタフェースに限定
されている。個々の関節を動かすことで任意の姿勢を
与えることも可能であるが，コンピュータの 2次元イ
ンタフェースで人体の 3次元姿勢を変更するのは容易
ではない。そこで，DHRCでは，小型ロボットを介し
て，Dhaiba の姿勢をコントロールするインタフェース
「Active Marionette」を開発している。ロボットの姿
勢をDhaibaに伝達するだけでなく，Dhaibaがオブジェ
クトと衝突した結果や，関節可動域の限界をロボット
側のサーボを使って力覚提示できる機能を備えている。

4．建設機械への適用に向けて

（1）設計支援
建設機械の市場はグローバルであり，かつ，女性労
働者も増えていることから，人体寸法や操作力限界な
どで，今まで以上に広範な個人差を考慮する必要があ
る。これらの背景から，建設機械設計におけるデジタ
ルヒューマン技術の潜在ニーズは大きいと思われる。
しかしながら，乗用車に比べ導入は遅れ気味である。
下記の技術的課題が障壁になっていると理解している。
第一の課題は建設機械のサイズに伴う計測困難性で
ある。通常の工事現場で見る建設機械も乗用車より大
きいが，特殊環境（たとえば鉱山など）では，さらに
巨大な建設機械が動いている。車両に乗り込むために
は階段のようなものをのぼることになる。これらの乗
車運動をモデル化するには，この運動を計測する必要
があるが，既存の光学式モーションキャプチャで計測
できるようなものではない。そこで，加速度計やジャ
イロセンサを併用した非光学的なモーションキャプ
チャ技術と人体モデルを組み合わせた計測技術の確立
が必要となる。
第二の課題は操作系の複雑さとダイナミクスであ
る。建設機械には多数の操作レバーがあり，その操作
性評価が重要となる。現在の人体モデルでも，可操作
性などを評価することで人体機構と機械機構の整合性
を評価することはできるが，人間が備える操作学習機
能まで踏まえて評価するのが難しい。人間の操作学習
系を一次遅れ系のシステム同定問題としてモデル化す
る研究も行われており，それらを，人体機能モデルと
統合する取り組みも必要となろう。

（2）機械操作データの収集と再活用
最後に前広な提案をしたい。建設機械が乗用車より
大きく進んでいる部分がある。それは，多くの建設機

図─ 7　Dhaiba によるリーチ姿勢生成

図─ 8　Active Marionette インタフェース
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械に GPS や操作モニタが搭載され，それらのデータ
が企業に集約される仕組み（コマツのKOMTRAXな
ど）が実装されている点である。これは「車両の運用
情報を収集し，顧客サービスに再活用する」仕掛けで
ある。車両を操作しているのが人間であることを考え
ると，これは人間の操作運動データを収集していると
も言える。操作者の人体寸法を取得できれば，デジタ
ルヒューマンモデルを用いて，車両操作情報を操作者
の運動情報に変換することは不可能ではない。世界中
のさまざまなユーザの乗降，操作運動データを衛星回
線を通じて大量に蓄積でき，これらのデータを分析し
て，より操作性の良い設計に活用するというサイクル
を廻すことができるのではないか。データは実験室だ
けで収集する時代ではない。サービスを介して，顧客
自身に参加いただいて，実環境で大規模データを集め，
それらをデジタルヒューマンモデルを用いて解析する
という視点もあって良い。

5．おわりに

デジタルヒューマン技術の動向を，特に，筆者らが
開発しているDhaiba の開発動向を通じて紹介した。
建設機械へのデジタルヒューマン技術の適用を検討
していただきたい。その上で，建設機械特有の課題が
あれば，それらを大学や産総研などに問題提起し，共
同研究をすることで問題解決し，適用場面を拡げてい
く取り組みが有効であろう。企業内での情報が不足し
ているようであれば，類似の取り組みをしているメン
バーのコンソーシアム（DHRC主催のデジタルヒュー
マン技術協議会など）に参加するのも一案である。
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特集＞＞＞　建設機械

モノづくりを通しての国際貢献
地雷除去に挑む　豊かで平和な大地への復興　～大地よ　蘇れ～

雨　宮　　　清

地雷は，世界 120 カ国に 1億 2 千万個も埋設されていると言われる。世界の 60％が地雷国である。世
界大戦が終結して 60 年以上も経った今も生き続けている地雷。手足が吹き飛ばされ全身に火傷を負った
わが子を抱きしめる父母の姿は言葉にならない。しかも手作業で地雷を除去する除去員の死傷者の数は毎
年 60 名を下らない。そんな地雷国が今，少しずつ蘇ろうとしている。
地雷を取り除いて平和を取り戻し，豊かで肥沃な大地に復興するために 1995 年に開始した対人地雷除

去機の開発は今年で 15 年目を迎えるが，この間，8機種を開発してきた。最新式の対人地雷除去機旋回
式ロータリカッタタイプ及びプッシュ式フレールタイプが完成した。生活を脅かし復興の妨げになってい
る地雷を取り除き，緑豊かな大地に復興する取り組みと対人地雷除去機の開発，それを通じて地雷埋設地
域に住む人々や子ども達と日本の子ども達の国際交流などモノづくりを通しての国際貢献を紹介する。
キーワード：地雷，対人地雷除去機の開発，農地復興，国際貢献，社会貢献，国際交流

1．はじめに

カンボジアを始めとする地雷原での人手による地雷
除去は，劣悪の条件下で行われている。気温が日中
40℃にもなるジャングル化した地雷原での植生除去は
地雷の危険に加え，蚊によるマラリアやデング熱，毒
蛇の危険も待ち受けている。そして雨季の氾濫で除去
した土地にまた地雷が流れ込む。極まりない悪条件で
ある。これらの状況を解決したのが油圧ショベル型の
対人地雷除去機（ロータリーカッタタイプ─ RC式）
とプッシュ式フレールタイプ─FH式で小型タイプか
ら大型タイプまでの 8機種である。
RC式は地雷処理の前工程の潅木除去には絶大な力
を発揮し，伐採した潅木を排除し，同時に対人地雷を
除去する機材である。

FH式は前方に地雷除去用のフレールハンマーを装
着し，人手の約 100 倍以上の能力で除去でき，さらに

除去後の農地復興のため後方にリッパー（鋤）を装着
している。開発にあたり地雷国で繰り返し実証試験と
研究，改善に取り組み，除去能力，安全性・耐久性に
優れた製品となった。

これらは，カンボジア，アフガニスタン，アンゴラ，
ニカラグア，ベトナムで 68 台が社会復興及び国際貢
献に活躍している。

2．開発の成果

①世界トップレベルの性能をもった対人地雷除去機
地雷国に納入実績を持つ油圧ショベル（建設機械）
を改良した対人地雷除去機の稼動実績と技術ノウハウ
を基にしてNEDOの研究支援等を受け，高い耐久性，
安全性，効率性を追求した世界トップレベルの製品と
なった。

ロータリーカッタ式　V33フレール式　V33

FH式　FV30
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②国際的に認められた高い評価
既にこの対人地雷除去機を採用しているカンボ
ジア地雷除去センター（CMAC），アフガニスタン
（UNMACA），アンゴラ政府（INADO）等での稼動
実績で日本初，高性能対人地雷除去機は高い評価を受
けている。
③モノづくりをとおして地雷埋設国への国際貢献及び
社会復興
今回，開発したRC式，FH式対人地雷除去機は，地

雷国を安全な大地に復興するだけでなく，復興した大地
は農耕地や学校，道路などに利用され，地元農民の自立
や国の復興の平和及び経済支援に大いに役立っている。

3． 新型地雷除去機プッシュ式フレールタイ
プ FV30（FH式）

FH式FV30は1995～2000年の研究開発実績をベー
スに新規に開発したもので，開発期間は 2001 ～ 2007
年の約 6 年間を要した。2007 年 2 月から実用化し，
カンボジア，アンゴラで使用されている。
主な特徴を紹介する。

（1）新規性
地雷処理だけでなく処理後の探査の容易化と農地復
興をスムーズに行い，さらに地盤の凹凸に機敏に対応
する自動制御機能を持っている。
①農地復興のためにリッパー（鋤）を装備
②フレールハンマー装置両下部にレベルプレート（ソ
リ型）を装着し，地盤に応じて処理深さを調整する。

③大型地雷による足回り損傷に対する復元性を向上さ
せたユニット構造とし，トラックフレームとメイン

フレームを分割構造としトラックフレームの交換を
容易にした。

（2）独創性（世界の地雷原での耐爆・耐久テスト）
地雷原は埋設状況が様々で不発弾や対戦車地雷が混
在している場所も多い。万一それらに遭遇した場合，
オペレーターや機材の安全確保に重点を置いた機材の
開発は必至である。この難易度の高い耐爆評価試験に
関しては，国内で経済産業省，防衛省の協力や外務省
研究支援無償などの協力により耐爆性能の確認と改良
を行った。また，カンボジアやアフガニスタンなどで
実施した実証試験に積極的に参加し，困難な課題につ
いて克服してきた結果，カンボジア，アフガニスタン，
アンゴラなどにおいてその耐爆性，安全性と耐久性が
評価，実証されている。

（3）独自のアイディア
不発弾や対戦車地雷に万一遭遇した場合，機材の損
傷を最低限に防ぐためシャーシフレーム部を湾曲型に
し，下からの爆風を逃げ易くすることで本体下部への
損傷を防ぐ対応を施し，アタッチメントは独自の衝撃
吸収機能や飛散物防止カバーの開発など多くのアイ
ディアを盛り込んだ。

対人地雷除去機による対人地雷除去及び農地復興

①リッパー（鋤） ②レベルプレート

③履帯の分割化

アフガニスタンでの耐爆・耐久性テスト

カンボジアでの耐爆・耐久性テスト
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（4）従来製品との差
①スライド式昇降キャブ採用により視界性を向上
安全性向上のためにキャブを後部に配置し，キャブ
に昇降機能を加えることで視界性を向上させた。

②爆風衝撃を吸収する独自の衝撃吸収機能を装備
フレールハンマー装置の取り付け部に独自に開発し
た緩衝材（ショックアブソーバー）を装備した。
③防弾性の高いキャブ採用により安全性を確保
強化プラスチック（ポリネード）板の重ね合わせと
特殊鋼材の適用によりキャブの防弾性を格段に向上し
た飛散物防止キャビンを開発した。

（5）オンリーワンの特徴（多様性）
①ブッシュ（潅木）地帯でも対応可能
②泥濘地帯でも使用できる軽量大出力　
③礫の多い現場でも耐磨耗性が高いハンマー
④リッパーの装着

（6）機材故障時の復元性追求
不発弾や対戦車地雷による損傷や，油圧システムの

故障に対して，現地スタッフが早期に復元できる構造・
機能とし，さらに部品入手性を考慮した装置構成とした。

（7）現地の除去員に対し徹底した教育を実施
すべての納入国のオペレーターを含む関係者を国内
に招いて教育を実施し，現地での納入指導に関しては
当社の指導員がいなくても確実な使用が出来るように
なるまで徹底した教育を行っている。これが現地から
の高い評価に繋がっている。

シャーシフレーム部を湾曲型にし，下からの爆風を逃げ易くすることで，
本体下部への損傷を防ぐ。

飛散物防止カバーの装着により機材への損傷を最小限に抑える。

ハンマーの対磨耗性の向上のため，直接地雷を処理するハンマー部の形状
と材質については，現地の実証試験が必須であった。そこで様々な種類・
材質・形状のハンマーを製作し，ハンマー及びチェーンは現地の技術者に
も肉盛り再生ができるようにしたため維持コストの軽減に繋がった。

降ろした状態 上げた状態

ショックアブソーバー 飛散物防止キャビン

ブッシュ（潅木）地帯の地雷除去 泥濘地帯での軽量大出力

日本にアンゴラ人を招き，実機指導 アンゴラ国にて実機運転指導
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3．復興された地雷原

現在，対人地雷除去機が納入された地雷原は復興が
進み，少しずつ豊かで平和な大地へと蘇っている。肥
沃な大地が蘇り，そこに種を蒔き，お米や野菜，果物
を作り，それを売ってお金に換え，衣類や靴を買い，
薬も買えるようになっている。地雷原に住んでいた
人々が平和で安心して暮らせる日々を取り戻し，子ど
もたちが学校へ通える普通の暮らしが始まった。

4．第二のふるさとカンボジア

カンボジアでは 2000 年から機材の供与を開始し，
地雷原の中にある住居や小学校の地雷除去を行った。
彼ら農民がバナナやサトウキビなどを植えて農民とし
て自立できるまでに約 5年間を要した。その後，日本
の援助によって小学校が建てられ，運動場もでき，子
どもたちの笑顔は溢れている。
カンボジア国は特に思い入れが強い国である。カン
ボジアでは 1970 ～ 1990 年の 20 年間内戦が続いた。

1975 ～ 1979 年，ポルポトとクメール軍の戦いでは最
も多くの地雷が埋められた。パリ平和協定にもかかわ
らず 1991 年からポルポトが亡くなる 1989 年まで山の
中では内戦が続き，地雷が埋められた。現在でもカン
ボジアには 500 万個とも 600 万個と言われる地雷があ
る。長く続いた戦争で何百万人もの人がタイへと逃げ
たがカンボジアに戻る途中，地雷を踏んで多くの人が
亡くなったり負傷したりした。被害に遭った人々の多
くは，兵士ではなく民間人であり，今も彼らは地雷事
故に遭っている。また，ベトナム戦争により 240 万個
の不発弾がカンボジアに残っている。これらを重ね合
わせるとカンボジアにはとてつもない数の地雷と不発
弾という負の遺産が残っているのである。地雷や不発
弾の被害者は現在，年間 300 名と言われているが住民
統計が取れない地雷原や山中に住んでいる人々を加え
るとその数は実に 1,000 名以上と言われている。地雷
は，どこに埋まっているか分からないため畑仕事の最
中に爆発して被害に遭う。地雷が爆発したときの瞬間
温度は 800 ～ 1,000℃になるため一瞬にして顔が焼け
ただれ，重傷を負って出血多量で亡くなってしまう。
対人地雷による子どもへの被害は極めて残虐である。

山中の地雷原で負傷すると村から町の病院まで 7時間
から 8時間かかり，地雷を踏んだ子どものおよそ 85％
は病院へ着く前に出血多量で亡くなってしまうそうで
ある。しかも被害者の内 40％が子どもである。埋まっ
ている地雷の数は実に子ども1人に対して 2個の割合
で，これはアフリカのアンゴラでも状況は同じである。
負傷した子どもは，成長が止まる二十歳位まで繰り
返し手術と戦わなければならない。成長に伴って伸び
た骨が肉を突き破ろうとするので痛みがひどく，神経
に触れて痙攣を起こすこともある。伸びた骨を数年に
一度切り取る手術を受けなければならないが手術がで
きる人はまだいいほうで，山の中に住んでいる子ども
の多くは，お金がないので手術を受けられないのが現
状である。

アフガニスタンでの地雷処理指導アンゴラ国にて実機運転指導

カンボジアで地雷除去後，農地復興を地雷除去機で行い現地の農民たちや
子どもたちと畑作業を行う。

地雷で左腕を失い，骨の切断手術ができないため，
異様に伸びてしまった少女
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5．企業にとっての CSR活動

CSR（Corporate Social Responsibility）が非常に大
事な時代に入って来た。日本においては CSR に対す
る取り組みは諸外国に比べてもその歴史は古く 1970
年代から CSR という言葉が使われてきた。これは古
くから日本人特有の助け合い文化によるところが大き
い。CSR とは社会的な存在としての企業が存続に必
要不可欠な社会の持続的発展に対して必要なコストを
払い，未来に対する投資として必要な活動を行い，人
間にとって本当に必要なモノを作り，物や技術を共有
しあうという考え方だと思う。日本企業が CSR に期
待する社会的責任は企業の社会的貢献や企業イメージ
の向上を図る諸活動ではなく，企業収益の実現は，人
に役立つモノづくりの活動の上に成り立っているもの
である。調和を尊ぶ日本社会は，このような助け合い
の伝統であり，成長段階で経験的に会得され，実践さ
れ，ひいては日本の伝統的企業経営の姿に集約されて
いくものであった。私は地雷除去機の開発をとおして
企業と社会及び世界，日本と世界，人間と自然が共生
できる社会を実現していきたいと思っている。社会貢
献及び国際貢献は元来，日本の伝統的な考えであり人
の心を豊かにしてきたのである。CSRの理解を深め，
一人ひとりが人のために何かをしていくことにより心
の豊かさが家族や周囲に伝わって行くように活動を広
めて行きたいと思っている。

私は，これまで地雷除去機の納入国，地雷埋設国及
び日本国内における技術の指導，機材供与，地域学校
支援，地雷除去の復興支援，そして地雷被害者の慰問
活動などできる限りを行ってきた。ここ数年は日本国
内で学校・企業・団体に自分の体験をもとに講演活動
を行っている。小中高・大学を中心に北海道から九
州，沖縄まで講演活動に奔走し，昨年は 83 回を数え
る。時には実際に地雷除去機を持ち込み，模擬地雷を
地中に埋め地雷の怖さを伝えるデモンストレーション

を行うこともある。手作業で地雷を除去する危険と大
変さ，地雷国の人々の苦しみを知ることの大切さ，特
に「命の大切さ，人の気持ちを分かり合うことの大切
さ」を伝えている。特に“いじめ”は絶対にいけない。
親にありがとうの気持ちを言葉にして出すことで家族
みんなが幸せな気分になれることを学生たちに話して
いる。
講演やテレビを観て日本全国の小学生からお年寄り
まで幅広い年齢層の方からたくさんの手紙を戴く。そ
の数は昨年で 9,856 通に及ぶ。その文面で全国の皆様
から励ましのお言葉を頂戴し，感謝の気持ちでいっぱ
いである。ある中学生は，「世界の人々のために生き
ていく自分を見つけ出したい。」，高校生や専門学校生
の中には「今後の進路に対してまじめに取り組み，少
しでも人のためになれる仕事がしたい。」と書いてあ
る。こういった言葉を見るとうれしくて目頭が熱くな
る。
また，アフガニスタンでは地雷除去後の土の上を裸
足で歩いて確かめたり，ニカラグアでは地雷原に持ち
込んだ機械の下でドアを開けた瞬間，地雷が爆発して
右耳が聞こえなくなったり，考え事をしていたら足を
踏み外して大腿骨を折ったり。ボロボロの体になって
しまったが，今でも地雷原で新開発の機材を試運転し
たり，初めて地雷除去機を納車する地雷国では自ら運
転し，その安全性を実証してみせる。使命だと思って
やっていることだから何が起きても観念している。し
かし，日本に帰って来るとこうして生きているのが不
思議に思うことがしばしばある。

6．子ども達の国際交流

日本の子どもたちから現地に向けた手紙，絵や版画
などを持参して被害に遭った地雷原に暮らす子どもた
ちを励まし，子ども達の国際交流を行っている。日本
では今，人の命の大切さが失われつつある。毎日のよ
うに親が子を殺し子が親を殺す事件が報道されてい

大腿骨を骨折し車椅子で

日本の小学校で地雷講演したときの児童とのひとコマ
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る。なぜ日本はこれほどまでに狂ってしまったのだろ
うか。一方，発展途上国へ行くと家族や住民の絆が強
い。世界第二位の経済大国になった代わりに心の豊か
さを失ってしまったのだろうか。カンボジアやアフリ
カでは生きるのに精一杯で人が人を殺すなんてことは
考えられない。地雷原で暮らす人々は貧しいが家族や
友達の絆，命の大切さを知っている。そういう姿，地
雷原に暮らす人々の生き様を日本の子どもたちに伝え
たい。

7． 「技術者はモノづくりの挑戦者であり，技
術の根源はモノづくりと人づくりにある。」

これは，私の座右の銘だ。今の日本は，モノづくり
と人づくりがアジア諸外国にとって代わられてきた。
情けないことだ。さらに日本は少子化が進み，人手，
すなわち技術者の数は減る一方だ。企業はこれまで人
を大切にし，技術者を育成し今の日本を作ってきた。
「職人の魂」をもう一度振りかえってみる時ではないか。
今，これらの地雷除去機が稼動する地雷国では，少

しずつではあるが復興が進んでいる。地雷で冒された
大地に住む人々が蘇った農地で額に汗して働く喜びの
声やグラウンドではしゃぐ子どもたちの声は聞こえな
くなった私の右耳にも聞こえてくる気がしてならない。
私は，すでに 62 歳を過ぎた。天命と思っているこの
事業を全うするに時間が足りない。今，こうしている
間にも地雷原のどこかで誰かが，もしかして子どもた
ちが被害に遭っているのかと思うと胸が苦しくなる。
 

［筆者紹介］
雨宮　清（あめみや　きよし）
山梨日立建機㈱
代表取締役

日本の子どもたちが描いた絵を海外の地雷国へ届け，喜んでくれる子ども
たち。アンゴラの子どもたちは日本の子どもたちに絵を描いてくれる。
子どもたちの国際交流のひとコマ
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特集＞＞＞　建設機械

建設機械を応用した国際貢献事業
（地雷除去から地域復興まで）

柳　樂　篤　司

地雷を取り巻く問題については，過去にいくつかの誌面で報告し，対人地雷除去機の開発についても述
べてきた。しかしながら，地雷除去機を供与するだけで良いのだろうか？　除去跡地を農地化し，農業用
の溜池を造り，収穫した農産物を市場へアクセスする道路を整備して親の収入を増やし，子ども達が教育
を受けやすい環境を造る。そこまですれば，何か見えてくるものがあるのではないか？　日本地雷処理を
支援する会（JMAS）と共に，まず我々“民”が動いて，その支援をパイロット的に行い，“日本らしい
意義ある国際貢献とは何か”について，実証すべく開始した活動を本稿にて報告する。
キーワード：地雷除去，地域復興，コミュニティ開発，社会貢献，官民合同，カンボジア，アンゴラ

1．世界の地雷被害

紛争により地雷が埋設された国々は，報告されてい
るだけで 40カ国以上にわたり，毎年約 2万人の人々が
犠牲に遭い，その多くは一般市民であると言われてい
る。その内の少なくとも16カ国では，一人当たりGDP
が US $1,500 を下回り，貧困の中で生活をしている環
境でもある。東南アジア以外に，アフリカ，中近東も
地雷被災国が多い。地雷被災国の状況を表─ 1に示す。

2．対人地雷除去機 D85MS－ 15の開発

D85MS － 15 は，27 トンの中型ブルドーザをベー
スに，2003 年から経済産業省と（独）新エネルギー・産
業技術総合開発機構 NEDO の助成金事業で開発し，

アフガニスタンとカンボジアにおいて，外務省と㈶日
本国際協力システム JICS の研究支援無償プロジェク
トで，現地実証テストを行い，両国の国際機関から
Acceptance Certifi cate を得た対人地雷除去機である
（写真─ 1）。

人力での地雷除去は一人当たり 10 ～ 20 m2/h とい
われるが，この除去機を使うと 500 m2/h で人手の 25
～ 50 倍もの作業速度で，かつ安全に除去作業を遂行
できる 1）。
何故，対人地雷のみを対象とするかと言うと，実
は，過去においては地雷除去機は武器扱いであり，
2002 年 8 月以降になってようやく，輸出管理令のリ
ストから対人地雷除去機が武器扱いから外れた。（な
お，対戦車地雷除去機は今でも武器扱いである。）そ

写真─ 1　D85MSとカンボジアの子ども達

表─ 1　地雷被災国の地雷とGDP

地雷埋設国例 地雷の数（万個）※ GDP/ 人
アジア カンボジア 400 ～ 600 818

ベトナム 350 1,040
ラオス 不明 841

中近東 アフガニスタン 1,000 429
イラク 1,000 2,989
エジプト 2,300 2,161

アフリカ アンゴラ 1,000 ～ 2,000 4,961
モザンビーク 300 465
スーダン 100 1,519
エチオピア 50 324

※ ICRC／国連地雷除去データベース［1997 年 3 月現在］より
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れ故，対人地雷除去機は 2003 年から本格的に開発さ
れ，2007 年にアフガニスタンへ 1号機が納入された。
機械の特徴は，土漠地域でも，急斜面のある地域で
も，潅木のある地域でも，多様な現場で使える足回り
と牽引力を発揮できるブルドーザがベースであるこ
と，かつ深さ 30 cm までを確実に掘削できる除去ア
タッチメントの構造である。

3．復興のために必要なハードとソフトの支援

地雷除去が進むのは良いが，その結果，人々の生活
が向上するのか？　ODAで機材を納入するのも必要
だが，地雷除去から地域復興まで，つまり，連続した
支援を実現できれば，その地域が復興し，マクロ的に
生活が向上し，生産性の向上と子ども達への教育と発
展するのではないか？　復興するためのツールは，地
雷除去機であり建設機械であり，我々はハードを提供
できる。しかし，その土地に入って，コミューンと対
話をし，被災地を復興させるためには，プロのパート
ナーが必要であり，そのための知識とKnow-How（ソ
フト）をもっているのが，認定特定非営利活動法人“日
本地雷処理を支援する会（以下，JMAS）”である 2）。
JMASは，自衛隊のOBが中核となり，カンボジア，
ラオス，アフガニスタン等で，各国政府の不発弾・地
雷除去機関と共同し，技術・人材等を援助している
NPOである。

４．カンボジアでの復興プロジェクト

2008 年 1 月から，JMASを支援する形で，プロジェ
クトが発足した。対人地雷除去機と油圧ショベルと
小型ブルを JMASに無償貸与し，活動費 5,000 万円を
寄付して，カンボジアの Battambang 州にある Reak 
Smey Sanha Village（以下，Sanha 村）にて，地雷除
去から地域復興までのコミュニティ開発を開始した。
この Sanha 村の現状と要望，そして JMAS の復興計
画（図─ 1）を以下に記す。
［現状の問題］
・73 家族，300 人が暮らすが，道路以外は全て地雷原
にある村。地雷原と判っていても，地元の農民がト
ウモロコシを育てて生計を立てている。世帯当りの
年収はUS $ 600 ～ 1,000。
・2007 年度には 4件の人が地雷の被害にあった。
［地元の要望］
・道路 3.5 km に沿った，幅 100 m の範囲での地雷除
去

・藁葺き屋根の小学校の改善，凸凹の激しい道路の補
修，農業用池や井戸の造成，等々。
［JMASの復興計画］
・35 ha 以上の地雷除去
・道路の 1.3 km以上の補修
・約 10 箇所の農業用池の造成
・小学校の改築 1クラス（30 名）× 3クラス
日本人 3名の JMAS スタッフが，2008 年 5 月から
約 1年間，現地に滞在し，機材の管理や土木施工につ
いて，現地の人々にOJT教育を実施した（写真─2，3）。

図─ 1　JMASの復興計画

写真─ 2　灌漑工事を見守る子ども達

写真─ 3　側壁成型施工方法の実施訓練
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弊社スタッフは，機材の現地組立，操縦，メンテナ
ンスまでの技術指導（写真─ 4）を実施した。
復興状況を図─ 2に示す。実施した直後にアンケー
トも 16 家族から取得し，その結果，全家族が復興に
満足していることが判明した。約 40 ha の地雷原が農
地に変わると，1家族当り 0.5 ha の作地面積が増える
ことにつながり，これで将来にわたり，毎年一家族当
り約 US $140 の増収となる計算である。これにより
子どもが労働から解放され，学校で授業を受けること

ができる。アンケート結果で感心したのは，最も住民
が喜んだのが“学校の改築”であったことだ。村民が
子ども達の将来にかける意気込みが強く伝わってき
た。その他，道が改善されたので，近隣村から農作物
を買いに来る，子どもの登校時間が短縮される，地雷
被災家族や母子家庭の近辺に農業用池を造成したの
で，重労働である水くみ作業から解放され，かつ農地
が活性化される，等々の社会レベルの向上につながっ
たのは言うまでもない。今後も，この村を適宜調査し，
開発の影響や改善点をモニターする。

5．アンゴラでの復興プロジェクト

2008 年 5 月は，日本で第四回アフリカ開発会議
TICAD Ⅳが開催され，アフリカへの支援が見直され
た年と言っても過言ではない。地雷除去から地域復興
までのコミュニティ開発を，アンゴラにも拡張する機
運が官民で生まれ，日本政府，住友商事㈱，豊田通商㈱，
コマツの 4社で，JMASを支援する“官民合同”の枠
組みが形成された。各企業が機材を持ち出し，過酷な
現地での労働環境を整備し，社会貢献を実施した。場

写真─ 4　組立作業訓練

図─ 2　カンボジア 2008 復興状況（“オヤジたちの国際貢献（4）”2009 JMAS発行より）
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所はアンゴラ北部にあるBengo 州のMabubas にある
元軍の駐屯跡地である。そこには約 1,300 名の人々が
住み着き，周囲には約 100 ha 以上の地雷原が広がり，
2007 年度には 2名の小学生が地雷の被害に遭ってい
る。機材の通関手続きや，活動許可に時間がかかった
が，2009 年 4 月から，地雷除去活動を開始した。こ
こにも JMAS 日本人スタッフ 3～ 4 名が常駐し，プ
ロジェクト遂行の任務にあたっている（写真─ 5，6）。

6．もう一つの地雷除去活動

地雷問題を解決するには，世界中で地雷被害がある
現状を知ってもらうこと，JMAS 等の NPOが活動し
ていること，そのための支援を募ること，が必要であ
る。そのためには，世論にこの現状を知ってもらうこ
とが必要であり，そこで社員からの発案で，㈱タカラ
トミーに賛同を頂き，㈱タカラトミーが，トミカ対人
地雷除去機 D85MS を 2008 年 9 月から発売した。街
中の玩具屋で買える 1 個 300 円程度のトミカである

が，仕掛けがある。1個販売されるごとに約 10 円を
JMAS に寄付することにした（2008 年度）。発売前か
らメディアで話題に取り上げられ，その結果，2008
年度は実質半年間で約 15 万個が販売された。玩具を
欲しがる子どもを通じて，親が地雷問題を知り，それ
を子どもに伝える。その循環教育に一役買っていると
確信する 3）（写真─ 7）。

7．今後について

2009 年度は，カンボジアでは新たな村で，アンゴ
ラでは 2008 年度に引き続きMabubas にてプロジェ
クトを実行している。継続し，活動地を広げることに
より，“安全で，安心な村”が増えるはずである。建
設機械メーカとして，そして対人地雷除去機を開発し
た我々の取組んでいる活動が，微力ではあるが地雷被
災国への支援の一助となり，日本らしい国際貢献とし
て，認知されれば本望である（写真─ 8～ 10）。

写真─ 6　アンゴラ地雷原

写真─ 5　アンゴラにて地元チームと共に

写真─ 7　トミカ対人地雷除去機

写真─ 8　旧校舎の整地
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特集＞＞＞　建設機械

AC駆動式ブルドーザ D7E

福　岡　大　輔

近年，BRICs（ブラジル・ロシア・インド・中国）の著しい経済発展，人口増加により，世界のエネル
ギー消費量は増加の一途を辿っており，これに起因する環境汚染が国際的な問題となっている。特に温室
効果ガス（CO2：二酸化炭素，CH4：メタン，N2O：一酸化二窒素等）による地球温暖化は国際的な深刻
な問題として取り上げられており，削減が強く求められている。我が国は温室効果ガスの排出を 2020 年
までに 1990 年比で 25％削減するとの中期目標を打ち出しており，今後この目標達成に向けた取組みとし
て，我々建設機械業界は高いハードルの目標数値が課せられる事が想定される。また，温室効果ガス以外
にも，NOx（窒素酸化物），HC（炭化水素），CO（一酸化炭素），PM（微粒子物質），黒煙といった排出
ガスに対して，更なる削減が求められている。今回，こうした状況下に対応した革新的な技術 エレクトリッ
クドライブシステムを搭載した次世代型AC駆動式ブルドーザD7Eについて紹介する。
キーワード： エレクトリックドライブシステム，CAT C9.3ACERTエンジン，センターポスト＆チルトキャ

ブ，電動エアコンディショナシステム，ハイドロリックシステム，クーリングシステム

1．概要

D7Eはエンジン定格出力 175 kW（238PS），排気量
9.3 L，特定特殊自動車排出ガス規制法（オフロード法）
に適合する能力を備えた27トンクラスの中型ブルドー
ザである。パワートレインは，従来のメカニカルドラ
イブシステムに変えて，新たにエレクトリックドライ
ブシステムを搭載し，クリーンな排出ガスによる環境
への配慮は言うまでもなく※，燃費，ランニングコスト

等を削減しながら，生産性の向上を図っている。その
他にも，随所に新機能を盛り込んでおり，視認性，操
作性，居住性，サービスメンテナンス性，安全性が飛
躍的に向上している。図─ 1に新機能一覧を紹介する。
※  EPA（U.S Environmental Protection Agency：米
国環境保護局）から 2008 年 Clean Air Excellence 
Award 受賞

2．エレクトリックドライブシステム

ブルドーザの動力伝達装置は，中・大型ではトルク
コンバータとパワーシフトトランスミッションを組み
合せたメカニカルドライブが，小型では油圧ポンプ＆
モータのハイドロスタティックが主流で，中・大型の
一部には，左右の履帯の駆動に油圧モータを採用した
ディファレンシャルステアリングを導入し，更なる
操作性の向上を図っている。D7Eブルドーザは図─ 2

のドライブシステムに示すように，現行のディファレ
ンシャルステアリングと次世代の動力伝達機構である
エレクトリックドライブを組み合せたもので，エンジ
ンで発電機を駆動し交流電力（AC480V）を発生させ，
パワーインバータで一旦直流（DC650V）に変換し，
ACモータを駆動する時に再度交流に変換し，動力を
ファイナルドライブに伝達する。ディファレンシャル図─ 1　D7E新機能一覧
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ステアリングにより，左右の履帯に動力を伝えながら
の旋回（パワーターン）や左右の履帯を正逆転させて
のその場旋回（スポットターン）が行える。搭載エン
ジンは，出力 175 kW（238PS），排気量 9.3 L で特定
特殊自動車排出ガス規制法（オフロード法）に適合
する能力を有している。ACモータは無段変速で，メ
カニカルドライブのようなギヤシフトは不要である。
パワーインバータで一旦変換された直流は，アクセ
サリー用パワーコンバータで，車両用電源（DC24V）
を供給すると共にエアコンのコンプレッサ駆動，ラジ
エータやパワートレインオイルを冷却するウォータポ
ンプの駆動にDC320V を供給する。これにより，従
来はエンジンからベルト駆動で行っていたのがベルト
レスとなり，燃費低減，サービス性の向上に寄与して
いる。また，パワートレインの部品点数は従来機比の
60％と少なく，機械経費の低減を図っている。社内テ
ストでは，メカニカルドライブのD7R2 ブルドーザ（重
量 28.4 t，出力 179 kW）に比べて，ドージング作業
において作業量（m3/h）で 10％アップ，燃料消費量
（L/h）で 20％低減，燃料生産性（m3/L）で 25％アッ
プという結果が得られている。

3．CAT C9.3 ACERTエンジン

D7E は，特定特殊自動車排出ガス規制法（オフロー
ド法）に適合する能力を備えたCAT C9.3 ACERTエ
ンジン（定格出力／回転数 175 kW/1,700 rpm，排気
量 9.3 L）を搭載している。このエンジン動力を利用
し，発電機で高効率なAC480V を発生させている。
尚，前述したエレクトリックドライブの採用に伴い，
エンジンベルト，オルタネータを不要としている。エ
ンジンの制御は，エレクトロリック ･コントロール ･
モジュール（ECM）にて行い，噴射量・タイミング・
圧力をシリンダごとに，正確に制御し，マルチ ･イン
ジェクション ･システムの多段噴射，最適な燃焼効率

を実現することで，NOx，HC，CO，PM，黒煙の発生
を抑制するとともに低騒音・低振動化も実現している。

4．オペレータステーション

（1）センターポスト＆チルトキャブ
運転環境の心地良さ，視認性，操作性，サービスメ

ンテナンス性を追求したセンターポスト＆チルトキャ
ブを採用しており，オペレータ ･ステーションは最新
技術の粋を集めたものとなっている。このセンターポ
ストキャブの採用とセンターライン上に視界の妨げと
なるシングルリフトシリンダ（1本タイプ）とマフラー，
エアクリーナを配置する事により，前方の視認性を従
来機比 35％増加させており，左右コントロールレバー
とシートをそれぞれ独立して調整可能なシートマウン
トコントロールとともに比類のない操作性を提供して
作業性向上に寄与している。また，キャブが手動でチ
ルトアップできることから，油圧やエレクトリックド
ライブの機器類へのアクセスが容易に行える為，休止
時間を大幅に短縮する事が可能となっている。尚，オ

図─ 2　エレクトリックドライブシステム

写真─ 1　CAT C9.3 ACERT エンジン

写真─ 2　オペレータステーション
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ペレータ騒音は 73 dBと従来機比 50％低減している。

（2）モニタリングシステム
ダッシュ ･パネル ･ゲージ（エンジン回転数，燃料
計，エンジン冷却水，ハイドロリックオイル温度，ト
ランスミッションオイル温度）と液晶モニタとの組合
せにより，オペレータ及びメカニックが車両の運転，
故障診断イベント，整備間隔，操作モードなどを監視
する。このモニタリングシステムを通してオペレータ
の好み，運転パラメータを変更することも可能で，こ
れによりオペレータは車両の運転効率を高める更なる
手段を得ることになり，休車時間の短縮と車両性能を
最大限に引出すことができる。

（3）ディファレンシャルステアリングレバー
オペレータの親指だけで車両の前後進，速度の操作
を行うことが出来るようにまとめられており，オペ
レータの疲労を軽減している。また予めよく使用する
速度を記憶させ，ボタンひとつで速度を呼び出すこと
ができる速度メモリ機能を備えており，オペレータの
操作性を向上している。

①前後進切替えスイッチ
②速度調整ホイール
③速度メモリボタン
④パーキングブレーキ　

（4）電子油圧制御式（E&H）コントロールレバー
従来の油圧パイロット式から電子油圧制御式

（Electronic ＆ Hydraulic：E&H）に変え，レバー操

作力を軽減している。また安全面に配慮し，従来機同
様に作業機装置ロックスイッチをブレードコントロー
ルレバー脇に配置している。

（5）オートシフトダイヤル＆スロットルダイヤル
オートシフトダイヤル，スロットルダイヤル機能 

（詳細は後述）と前述した速度調整ホイール，速度メ
モリボタンを組み合せることで，オペレータは様々な
状況や用途に応じた速度調整をスムーズに行え，作業
機の操作に集中する事ができる。
オートシフトダイヤル①は，前後進の速度について
4種類のセッティングを可能としている。
セッティング 1─後進速度が前進速度より30％速い
セッティング 2─前進 1.5 後進 2.5
セッティング 3─前進 2.1 後進 2.5
セッティング 4─ 任意設定（モニタリングシステム

上で設定）
スロットルダイヤル②は，エンジン回転数を5段階に調
整（800 rpm，1100 rpm，1300 rpm，1550 rpm，1800 rpm）
可能となっている。

（6）トラベルコントロールペダル
エンジン回転数を調整する従来機のデセルペダルと
異なり，パワーインバータからACモータへ供給され
るAC（交流電気）を調整する事で車両を減速させ，
最終的にサービスブレーキを利用し停止させる機能を
備えたトラベルコントロールペダルを採用している。
この機能により，エンジンの負担軽減を図っている。

写真─ 3　モニタリングシステム

写真─ 5　電子油圧制御式（E&H）コントロールレバー

写真─ 6　オートシフトダイヤル＆スロットルダイヤル写真─ 4　ディファレンシャルステアリングレバー
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（7）電動エアコンディショナシステム
D7E に採用しているエアコンディショナは，アク
セサリー用パワーコンバータから供給されるDC（直
流電気）で稼動されるため，エンジン回転数が低い場
合でも，エアコン機能を十分発揮し，燃費を抑えなが
らキャブ内を適温に保つことができる。加えて，エン
ジンベルトが不要となり，従来エンジンフード内に配
置していた構成部品（コンデンサ，コンプレッサ，ア
キュムレータ，ドライヤ，配管等）を集約し，エンジ
ン周辺の高温度の影響を受けないキャブ後方へ配置し
ている。これにより，簡単に脱着可能となり，メンテ
ナンス時における休止時間を短縮する事ができる。

5．クーリングシステム

効率性，耐久性を重視した設計が成されており，支
柱にアルミニウムを使用し，耐熱性，防錆性を向上さ
せたラジエータ，エア ･トゥ・エア・アフタークーラ
とアクセサリー用パワーインバータから供給される
DC320V で稼動する電動ウォータポンプの組合せによ
り，各々の構成品の冷却を行っている。またエンジン

冷却の必要性に応じて，ファンの速度を自動的に調整
し駆動する，ハイドロリックデマンドファンを装備し
ており，エンジンへの負担軽減と共に冷却の効率向上
を図っている。また必要に応じてファンを駆動させる
ことで騒音低減にも貢献している。

6．ハイドロリックシステム

前後の作業機に油圧を供給するコントロールバル
ブをそれぞれの作業機近くに別々に配置し，ハイドロ
リックオイルが循環する時間を30％速くする事で作業
機応答性の向上を図っている。これにより，シングル
リフトシリンダは従来機同様の能力を有する一方，部
品点数を半減しメンテナンス性向上に貢献している。

7．アンダーキャリッジ

大型ブルドーザと同等の部品，窒素ガス充填式リコ
イルシリンダなどを採用する事により，耐久性の向上
を図っている。尚，現場状況に応じて，足回り経費を
35 ～ 70％低減することが可能なローリングブッシュ
トラックをオプションとして設定している。

8．メンテナンス性

従来機同様に日常点検は全てエンジンフード左側に集
約している。今回，エレクトリックドライブシステムを始
めとする新機能の採用により，パワートレインオイル／

写真─ 7　トラベルコントロールペダル

写真─ 9　クーリングシステム

写真─ 10　ハイドロリックシステム

写真─ 8　電動エアコンディショナシステム

写真─ 11　ローリングブッシュトラック
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フィルタとハイドロリックオイル／フィルタの交換時間が
大幅延長され，メンテナンスコストの削減を図っている。

9．安全性

D7E はオペレータ，周囲の作業員，メカニックの
安全を配慮した様々な設計，機能を施している。新た
な特徴として下記 3点を紹介する。

（1）エレクトリックドライブセーフティ
エレクトリックドライブシステムが，万が一異常を

きたした場合，診断システムがこれを速やかに感知し，
モニタリングシステムを通じてオペレータに通知する。
その後，メカニックがアクセスする場合，同システムは
個々に完全密閉されており，且つ各システムを繋ぐケー
ブルには絶縁体素材を使用，コネクターには米軍規格

を満たした部品を使用している為，仮に雨などの水に
浸かった場合でも，メカニックは安全に作業を行える。
その他安全装置として，ディスコネクトスイッチを設置
しているが，サービスマンが確実に電流がシャットダ
ウンされたことを確認できるLEDランプを備えている。

（2）オペレータ感知システム
オペレータ感知システムはエンジン稼動時，オペ
レータがシートから離れた際，自動的にハイドロリッ
クロックがかかるシステムである。これによりステア
リングレバー，コントロールレバーはロック状態とな
る為，オペレータは安全に乗降する事ができる。

（3）後方監視カメラ（オプション） 
広角視界を持つカラーカメラをオプションとして設
定している。オペレータステーション内には，周囲の
明るさに応じてディスプレイの輝度やコントラストを
調整することが出来る 7インチカラーモニタを用意。
極端に後方視界が悪い場合や，さらに後方の安全を確
認したい場合に有効活用する事ができる。

10．おわりに

D7E の最大の特徴は，革新的なエレクトロリック
ドライブシステムとCAT C9.3 ACERTエンジンが生
み出す高効率エネルギーシステムに因る生産性の向上
と排出ガス環境対策である。
今後も環境対策を初めとした，時代とともに変化す
る様々な市場要求に応えうる製品開発に努力する所存
である。

 

写真─ 12　エンジン左側サービスドア内部

表─ 1　サービスドア時間比較表

D7E 従来機
パワートレインオイル 2,000 時間 1,000 時間
 同　　フィルタ 2,000 時間 500 時間
ハイドロリックオイル 4,000 時間 2,000 時間
 同　　フィルタ 1,000 時間 500 時間

写真─ 13　ドライブトレイン内部

写真─ 14　D7E外観

［筆者紹介］
福岡　大輔（ふくおか　だいすけ）
キャタピラージャパン㈱
市場開発部　トラクタ商品課
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特集＞＞＞　建設機械

大型ハイブリッドホイールローダの開発

伊　藤　徳　孝

化石エネルギの枯渇，地球温暖化，鉱物資源・燃料価格の高騰，バイオ燃料に端を発した食料問題等か
ら，建設機械にも環境対応型の製品開発が求められている。このような背景の下，エネルギ回生が可能な
電機駆動式大型ハイブリッドホイールローダを開発した。
主な特徴は①大幅な燃費向上，②走行性能および作業性能向上，③メンテナンスコスト削減，④環境負

荷低減，等である。主要コンポーネントはエンジンは排気量30,500 cc，出力735 kW，発電機は625 kVA，モー
タは 110 kW× 4基で構成されており，車載コンピュータシステムによって走行系・荷役系が最適制御さ
れている。
キーワード：ハイブリッド，ホイールローダ，省エネ，電機駆動，キャパシタ

1．はじめに

化石エネルギの枯渇，地球温暖化，鉱物資源・燃料
価格の高騰，バイオ燃料に端を発した食料問題などか
ら環境対応型の製品開発が強く求められてきており，
建設機械も同様である。
大型ホイールローダにおいては油圧機器やエンジン
の損失低減などに取り組んではいるものの，それだけ
では大幅な燃料消費量の低減には限界があり大胆なシ
ステムの見直しが必要であった。その低減対策として
近年，注目されているのが電動化とハイブリッドシス
テムおよびエネルギの再利用である。
以上のような状況下，以前より電動化に取り組み
1997年にバケット容量11 m3の大型電機駆動式ホイー
ルローダ（以下電動機と呼称）を開発し，市場に投入
して稼働データを蓄積してきている。
本報では，この電動機に対して，さらなる環境負荷
低減を目指し，キャパシタを搭載してエネルギの再利
用を図った大型ハイブリッドホイールローダを開発し
たので，本報ではこの開発機について報告する。

2．ホイールローダの現状

ホイールローダとは，主に掘削，運搬，積み込みを
行う建設機械で，車輌本体が移動して前記の作業を行
う構造であり，車輌本体を移動するために多くのエネ
ルギを消費している。

さらに，ホイールローダによる環境負荷としては，
燃料消費の他，排ガス，振動・騒音，作動油・使用済
みフィルタ類の廃棄，グリース等潤滑油の垂れ流し，
タイヤ摩耗紛による土壌汚染などがあげられる。
ホイールローダの開発に対しては省エネを含む環境
負荷の低減と同時に，顧客に受け入れられる魅力ある
車輌であることが必須条件となる。魅力ある製品であ
るためには車輌の性能・装備はもちろんであるが，運
転経費が低い事が重要となる。 現状のホイールロー
ダを 20,000 時間使用したときの運転経費の一例を図
─ 1に示す。保有経費の他に修理費と燃料費および
油脂・消耗品費が大きな割合を占めている。

これらの経費をいかに低減できるかが魅力ある製品
としての大きな要素となる。
従来の駆動装置にトルクコンバータを採用したホ
イールローダ（以下トルコン機と呼称）の動力伝達系
統を図─ 2に示す。

図─１　20,000 時間稼働時の運転経費の割合

図─ 2　トルコン機の動力伝達系統
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エンジンの出力は主にタイヤを駆動する走行系，シ
リンダを駆動する油圧系および電装品等補機類の動力
として使用される。走行系に採用されているトルクコ
ンバータはエンジンの回転数とトルクを流体力により
伝達し，回転速度比で 0からおよそ 1まで，トルク比
で 3程度まで変換することができる優れた機能を持っ
ておりホイールローダには古くから使用されている。
しかし，伝達効率が低い欠点がある。
油圧系で使用される，ポンプは安価で信頼性の高い

ギヤポンプが多く使われているが，ギヤポンプの吐出量
はエンジン回転数に比例して増減するため，作業機に必
要な流量をコントロールバルブで絞って，制御している
ことからエネルギ損失が多い。そこで，近年は省エネを
目的として可変容量ポンプを使用し，必要な時に必要な
部位に吐出する構造としたものが採用されてきている。
図─ 3に従来のトルコン機でV字掘削作業を行っ
た時のエンジン出力に対するエネルギ消費割合の一例
を示した。走行系，および油圧系のエネルギ損失が大
きいことが判る。

3．大型電機駆動式ホイールローダ

（1）電動機の特徴
1997 年に電動機を開発し，市場に投入して稼働デー
タを蓄積してきている。
電動機の走行系には従来のトルコン機に比べて伝達
効率の高い電機駆動式を採用した。動力伝達系統を図
─ 4に，主要機器の配置を図─ 5に示す。駆動モータ
は効率が高く，メンテナンスの容易なACモータを採用
し，インバータにより制御する構造とした。発電効率を
上げるために作業時のエンジン回転数は1,800回転とし，
作業待ちの時は自動で回転数を下げる機能を追加した。

駆動モータおよび減速機は，図─ 5に示す通り4輪
に配置し，左右のモータ間に差動機を設け，前後の差動
機をプロペラシャフトで連結する構造とした。この差動
機とプロペラシャフトによる連結で作業時のタイヤの空
転を防止すると同時に，旋回時の内外輪差による回転数
の差に対して，効率よく動力を伝達できるようになった。

エンジン出力を従来のトルコン機と同等としたとき
の走行性能を図─ 6に示す。

トルコン機と比較して伝達効率が高く，モータの出
力範囲が広いことから変速機を使わずに必要な駆動力
と走行速度を得る事ができる。本車輌では，作業現場
の状況に合わせて最高速度を制限するために速度段を
設定しているが最大駆動力は全ての速度段で発揮でき
る。オペレータは作業現場に適した速度段を運転開始
時に一度設定するだけで，その後は変速操作すること
なく安全な速度で作業を続けることができる。
油圧系には可変容量ポンプを採用し，運転席のコン
トロールバルブからの信号で必要に応じて油圧ポンプ
の吐出量を制御する構造とした。この構造により作業
時の運転席のコントロールレバー操作だけで，アクセ
ルペダルでエンジン回転数を操作することなく作業機
を最大速度で動かすことが可能となり，実作業時の作
業量を増やす事ができた。
可変容量ポンプを採用したことで，油圧によるエネ
ルギ損失を低減し，作動油温度の上昇を抑え油圧機器

図─ 3　V字掘削作業時のエネルギ消費割合

図─ 4　電動機の動力伝達系統

図─ 5　主要機器の配置

図─ 6　走行性能
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の寿命を延長する事ができた。
さらに，メンテナンスコストを低減するためにグ
リース給脂が不要なメンテナンスフリーピンを採用
し，摩耗の激しいバケット部分には 1300 N/mm2 級耐
摩耗鋼を採用するなどの改善を図った。

（2）電動機の評価と課題
電動機は 1997 年から稼働を開始し稼働時間は
20,000 時間を超えている。表─ 1にバケット容量
11 m3 級ホイールローダの時間当たり燃料消費量を比
較した。時間当たり燃料消費量は従来のトルコン機と
比較すると約 15％減少している。

さらに，メンテナンス費用では駆動部分のオーバホー
ル費用の低減，タイヤ交換時間の延長，グリース使用
量の低減など当初目標とした成果が確認されている。
しかしながら，負の評価として次の項目が残った。
1） ペダル操作による車輌の動き出しがトルコン機
と比較すると 0.5 秒ほど遅れる。

2） 加速は良いが車速をアクセルペダルでコントロー
ルする事が難しい。

これらの問題点は，トルコン機ではエンジンの出力
により駆動力が決定されるが，電動機ではエンジンの
出力に関わりなく，モータの出力が設定されエンジン
の出力が後追いになる事に起因している。エンジンは
負荷に応じた動力を出力しており，燃料もこの出力に
応じて供給されている。
通常 1,800 rpmで無負荷運転しているところに突然

大きなトルクを加えると燃料の供給が追いつかず必要
な出力を発揮する前に回転数が低下してしまう。特に，
近年の排ガス対策型エンジンでは，急激な燃料噴射量
の増加を押さえる傾向にあり，急な負荷変動に対応で
きなくなってきている。
電動機ではエンジン回転数の低下を防止するため，
駆動モータ出力の増加特性を制御して，エンジンが回
転数低下を起こさない範囲でトルクを変化させ，急激
なトルク変動を抑えており，車輌速度がアクセルペダ

ルの指令速度に達するまでの時間に遅れが発生し，運
転者が車速をコントロールする事が難しいという結果
となっている。

4．大型ハイブリッドホイールローダ

そこで，キャパシタを搭載してエネルギの再利用す
ることでさらなる省エネを図り，電動機の欠点を改善
した大型ホイールローダを開発することとなり，バケッ
ト容量 13 m3 の大型ハイブリッドホイールローダ（以
下ハイブリッド機と呼称）を開発し，2008年に発売した。
ハイブリッド機の外観を写真─ 1に，ハイブリッ
ドシステム構成を図─ 7に，主な仕様を表─ 2に示す。
ハイブリッドシステムは既に実績のある電動機の電
機駆動システムにキャパシタを追加し，車輌が減速す
るときに，モータで発生した電気エネルギを回収できる
ようにした。回収されたエネルギは，発進および加速
の動力としてエンジン出力の不足分を補うようにした。
減速時のエネルギを有効に回収するために，フート
ブレーキ操作時に，機械式ブレーキと連動して電気ブ
レーキが働く構造とした。さらに，通常のブレーキ操
作時ブレーキペダルの踏み込み角が少ない範囲では電
気ブレーキが作動し，その後踏み込み角が増え，電気
ブレーキの制動力が不足する時はフートブレーキが作
動する構造とした。
この結果ブレーキパッドの摩耗を軽減することがで
きた。
通常のバッテリ・キャパシタを用いたハイブリッド
システム構成では負荷変動に対するエンジンパワーの
不足分をバッテリ・キャパシタで補いエンジン負荷を
平滑化し，従来機より小さなエンジンを用いる事が一

機種
燃費

（L/hr）
測定期間

11 m3 電動機 57.0 ユーザ I　’97/12 ～’02/2
11 m3 トルコンA 70.1 ユーザ I　’93/1 ～’94/12
11 m3 トルコン B 64.8 ユーザ I　’93/1 ～’94/12
11 m3 トルコン C 68.0 ユーザ I　’98/1 ～ 12
11 m3 トルコンD 64.1 ユーザ I　’96/1 ～ 12
11 m3 トルコン E 65.0 ユーザ I　’96/1 ～ 12

表─ 1　時間当たり燃料消費量

写真─ 1　ハイブリッド機の外観

図─ 7　ハイブリッドシステム構成
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般的である。
ここでホイールローダに必要なエネルギを検討して
みると走行系と油圧系を同時に最大出力で操作する
と，エンジン定格出力の 150％程度の出力が必要とな
り，トルコン式の場合はエンジン出力に合わせて機械
的に負荷が分担されている。
電動機の場合，負荷の分担はコントローラにより制御

され，エンジンおよびキャパシタからのエネルギが大き
いほど走行系および油圧系に大きな負荷を与えることが
可能となり，時間当たりの作業量を増やすことができる。
そこで，本システムでは，エンジン出力は従来機と
同等とし，キャパシタに蓄えられたエネルギは，発進・
加速のエネルギとして利用することで時間当たりの作
業量を増やし生産量の増加をはかることとした。
キャパシタ容量は以下の制約もあり，発進・加速に
必要な最小限の容量に抑えることとした。
1） キャパシタを配置するスペースが限られている
こと。

2） キャパシタが高価であること。
将来的に，小型・大容量で安価なバッテリ，キャパ
シタが開発されたときは，エンジンを小型化しさらに
燃料消費を抑えることが可能である。
ホイールローダの標準的な作業は，前進で掘削後，
荷を積んで後進した後，後進から前進に切り換えて前
進，荷を放出する。減速時の電気エネルギを回収する
機会は後進から前進に変換する時であり，最低 1回の

減速・停止のエネルギを回収できることが必要である。
キャパシタの仕様を表─ 2に示す。
本車輌では，さらに燃費を低減するために温度感応
型の冷却ファンを採用し，荷役用に加えてステアリン
グ用にも可変容量ポンプを採用するなど，油圧系の省
エネを同時に実施している。

5．実証試験

本研究開発では，キャパシタの効果を実証するために，
実機による各種試験により，電動機およびトルコン機と
の比較試験を行った。ここでは，キャパシタによる操作
性の改善，作業量および燃料消費量について報告する。

（1）操作性改善効果
実証試験ではまず，当社試験オペレータによる官能
評価を実施し，電動機で問題となった 2項目について
改善効果を確認し，良好な結果が得られた。
図─ 8でアクセルペダルを瞬時に踏み込んだときの

キャパシタの有無による発進・加速性能を比較する。ア
クセル操作に対する車輌の追従性能は電動機が 0.8 秒後
に動き出しているのにたいしてハイブリッド機は約0.2 秒
となり約0.6 秒改善している，さらにキャパシタの有無で
は0.3 秒の差があった。同時に加速性が改善されている。

（2）エネルギ回生
車輌の前後進を繰り返して行い，キャパシタの有無
による充放電の状態および燃費の差を検証した。充放
電の状態を図─ 9に示す。
図─ 9において下方が減速時の回生電流を，上方
が発進および加速の放電を示している。減速時に電気
エネルギがキャパシタに充電され，発進時および加速
時に放電されていることが確認される。
前後進走行時の時間当たりの燃料消費量を図─ 10

に示す。キャパシタの有無で 13％の差が見られる。
作業時の燃費試験は I字掘削作業の模擬試験により
行った。結果を図─ 11に示す。時間当たりの燃料消

図─ 8　キャパシタの有無による発進・加速性評価

車輌 型式 L130
バケット容量 13 m3

常用荷重 23,400 kg
車輌総重量 110,000 kg

エンジン メーカ Cummins
型式 QST30
出力 735 kW

発電機 メーカ Hitachi
型式 YEFC10UP-RD
出力 625 kVA

走行モータ メーカ Hitachi
型式 YEFFZO KK
出力 110 kW
個数 4

キャパシタ 型式 600L1-70C-DL
定格電圧 800 V
最大電圧 875 V
最大電流 100 A
静電容量 8.2 F

通常のバッテリ・キャパシタを用いたハイブリッドシステム

表─ 2　ハイブリッド機の主な仕様
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費量は同等であったがキャパシタ有りの時の時間当た
り作業量は 3.8％増加した。
社内試験終了後，ユーザに納車して，実作業時のデー
タを計測した。試験方法はロード＆キャリ工法で行い，
燃料消費量は満タン法で，作業量は設備に装備されて
いる計量器から読みとった。運転操作はユーザのオペ
レータにお願いした。
試験結果を図─ 12および図─ 13に示す。これら
の結果から燃料 1リットル当たりの作業量を比較する
と図─ 14の通りとなりトルコン式の従来車と比較す
ると 32％作業量が増加した。
これらの結果と 20,000 時間余稼働している電動機
の修理費および油脂・消耗品費の実績を用いて，ハイ
ブリッド機を導入し 20,000 時間使用したときの運転
経費を推定すると図─ 15となり，ユ―ザにも大きな
利益となる事が想定できる。

6．おわりに

今回のハイブリッド機は「L130」として市場投入
したが，キャパシタを採用することで，車輌の負荷変
動に対してエンジンパワーが追従できない不足分を補
い，燃費低減と作業量の増加および作業性を改善でき
ることが確認された。
今後，電動化技術，ハイブリッド化技術，キャパシ
タおよびバッテリなど蓄電技術の進歩により，さらに
多くのエネルギの回収および蓄積が可能となり，エン
ジンの小型化，油圧系の電動化を含め大幅な省エネが
進むことを確信して本文を終わる。
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建設の施工企画　’10. 1 55

特集＞＞＞　建設機械

グレーダの技術動向

坂　井　幸　尚

国内では除雪機械というイメージの強いグレーダだが，海外の建設現場では作業機自由度の高さから汎
用機械として多用されており，各社の技術競争も盛んである。
海外市場向けに導入した最新機械 GD555-5，GD655-5，GD675-5 では大幅に視界を改善した新型キャブ

を搭載し，パワートレインの制御改善により操作容易化と燃費向上も実現した。中心機種となるGD655-5
を例にこれら技術について解説し，グレーダの技術動向を紹介する。
キーワード：グレーダ，技術動向，6角キャブ，トルコン，自動変速，燃費

1．はじめに

グレーダは走行することで地面（時には雪）を削り，
均す機械であるため，走行機能の改善や走行時の安全
確保を行ってきた。
近年の車両開発では「環境」や「安全」に加え，「燃
費」への要求が急速に高まっているが，この社会変化
への対応も，従来の改善の延長であり，排ガス規制を
はじめとする各種規制対応を順次進めてきている。
また，熟練オペレータの不足という問題に対して，
グレーダの整地作業習熟をアシストするという意味で，
運転操作を容易にするトランスミッションのトルコン化
などを早くから継続してきた。その結果，独特の車体
構成は古くから大きく変わらないものの，その走行機
能については革新的な進歩をとげたものとなっている。
そこで本稿では海外向けとして発売した最新の機械
を例にグレーダの技術動向を解説する。

2．技術概要

表─ 1に改善技術のねらいと本稿で解説する項目
を示す。

（1）エンジン
グレーダのエンジンは特殊な例を除き，機体の大き
さによらず，6気筒ターボディーゼルエンジンが一般
的である。
精密な仕上げ作業が要求され，その際にはローアイ
ドル付近の低回転でも作業を行うグレーダにおいては

エンジンの低速トルクが重視される。近年の高圧噴射，
電子制御化により低回転トルクを改善しながら，低排
気量化も可能になり，低燃費化に貢献している。
表─ 2に近年の同車格での排気量，出力変遷を示す。

①VHPC（可変出力）
エンジン出力は生産性向上と，回送時の速度向上を
目的に近年上昇傾向にある。ただし，タイヤ式のため
トラクション限界が低いグレーダでは，単純な出力増

表─ 1　ねらいと達成手段

表─ 2　同車格での排気量，出力変遷

機種名 排気量 定格出力（kw） 発売年
GD605A-5 11.0 L 115 1990 年
GD655-3 8.3 L 134/149 2002 年
GD655-5 6.8 L 108/134/149/163 2009 年
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加は燃費の悪化のほか，コントロール性の低下から作
業性の悪化を招く。
これを解決する手段として，近年は可変馬力（以下
VHPC）が一般的になっている。
90 年代になって一般化したVHPC は，速度段によ
り最高出力を切り替える機構で，メカガバナの世代で
はHI・LOW2 段制御であった。電子制御化により出
力設定自由度が増した現在では 4段の出力カーブを設
定し，上側 3段，下側 3段をそれぞれ P，Eの 2モー
ドとして設定し使用している。
これにより，通常使用するEモードでは，トラクショ

ンに見合った出力で燃費と作業性を向上し，回送性能
を重視した Pモードでは，高出力を生かした速度維
持性能を発揮できる。
②回転数制御
グレーダの整地作業においては，低速度段でアクセ
ル全開のまま，エンジン最高回転で走行することがよ
く見られた。
低負荷作業では不要な高回転でエンジンにとって，
不経済な領域を使い続けることになるが，オペレータ
にとってはアクセルコントロールを行わずに操作がで
きるため，無意識に行っていると考えられる。
速度段に応じてエンジンの最高回転を制限すること
で，燃費効率の良い領域を使用し，速度低下分はオペ
レータが 1段高い速度段を使用することで燃費と作業
量を両立する制御を追加した。
制限は燃費改善と，自動変速への影響，最高速度の
維持を勘案し，速度段別に変化する。図─ 1に概念
図を示す。また，走行性能の低下は避けなければなら
ないため，この機能は作業時の Eモードに設定し，P
モードでは回転制限は行わない。
この機能を搭載した車両では他の改善効果も合わ
せ，燃費は 20％向上した。

（2）油圧駆動ファンシステム
排ガス規制対応により，エンジンからの発熱量は増
加し，クーリングユニットへの負担は増している。さ
らに熱帯地域での連続稼動も可能にするため，従来の
熱帯地仕様相当のクーリング能力を標準車に折り込ん
でいるが，一方で寒冷地での暖気時間短縮や除雪作業
時の暖房能力を両立するため，油圧駆動ファンを採用
している。
従来のエンジン直動ファンの場合，ファン回転数は
エンジン回転数に比例するが，油圧駆動では回転制御
が可能なため，高温時の高負荷稼動など必要時には中
高速域でファンを最高回転数に保つことができ，逆に
寒冷時にはエンジン回転数にかかわらず，ファン回転
数を最低回転に保つことができる。このため，寒冷時
にはファンで消費する不要な馬力をカットすることが
でき，燃費を向上することができる。
構造上も油圧駆動化することでエンジンとの機械的
な結合がなくなるため，エンジンルーム内に隔壁を設
ける事ができ，ラジエータグリル開放部からの騒音発
散を抑制することができる。
また，油圧ファンはスイッチ切換えによりファンを
逆転することでラジエータの清掃を行うことができ
る。図─ 2に示すとおり，ファンはラジエータ後方
にあり，通常は車体後方に風を吸い出すレイアウトだ
が，逆転により前方に向けて風を吹き付けることで，
堆積したほこりを落とすことが可能になる。
従来，ラジエータ清掃はサービスホールを開いて，
エアブローする必要があったが，ファン逆転を使用す
ることで，工具を使用することなく 3分程度で十分な
清掃効果を得ることができるため，クーリングユニッ
トの効率低下を防止することができる。

図─ 1　エンジン回転制限
図─ 2　油圧駆動ファン
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（3）デュアルモードトランスミッション
他建機ではオートマチックが主流であるが，グレー
ダではいまだにパワーシフトマニュアルトランスミッ
ションによるダイレクトドライブが主流である。この
グレーダにあって，トルコンを備え，オートマチック
走行が可能な「デュアルモードトランスミッション」
を展開している。
これはロックアップトルコン付多軸式パワーシフト
トランスミッションに 3ペダル，8ポジションのシフ
トレバーによるコントロール系を組み合わせたもので
ある。
このシステムは，図─ 3に示すスイッチにより「マ

ニュアルモード」と「トルコンオートモード」を任意
に選択することができる。前者ではトルコンを常時
ロックアップし，3ペダルのパワーシフトとして機能
し，完全なダイレクトドライブで作業することができ
る。後者では，トルコンオートマチック車として 2ペ
ダルで運転することが可能である。トルコンオート
モード時にもクラッチに相当するインチングペダルは
使用することができ，半クラッチ操作による速度コン
トロールも可能である。このデュアルモードトランス
ミッションは前世代から採用され，好評を得ているが，
最新機種では，表─ 3に示す後進時自動変速や後述
するエンスト防止機能を追加し，オペレータにとって
より扱いやすいものとしている。

①クリープ制御
仕上げ作業や，障害物周囲の整正作業では，1速半
クラッチを使って，極低速で作業を行うことが一般的
である。このような作業は経験的に時速 1 km/h で行
われることが多いため，この速度を半クラッチ操作無
く維持できるクリープ制御が搭載されている。マニュ
アルモードではオペレータの意思を重視するため，従
来と同じように半クラッチ操作に委ねているが，ト
ルコンオートモードでは作業の容易化をねらい，時
速 1 km/h 一定で走行する制御を行う。トルコンオー
トモード時に前進 1速，アクセルオフ，ブレーキ開放
などの条件が揃うとコントローラはクリープ制御に入
り，トランスミッションを制御して 1 km/h を維持す
る。この制御中はある程度まで，走行抵抗が増加して
も，速度を維持し，逆に下り勾配等により走行抵抗が
減少しても速度は維持される。アクセルを踏み込めば
通常通りの加速に移行する。
この機能により，オートモードでは，極低速の仕上
げ作業でも作業機操作に専念でき，初心者でも安全に
作業を行うことができる。
②エンスト防止制御
当初のデュアルモードトランスミッションではク
ラッチ操作が必要なマニュアルモード時は，「完全な
マニュアル」を優先したため，インチングペダルを踏
まずに停止した場合や，エンジン低回転での重負荷作
業時に過負荷によりエンストする心配があった。
しかし，現在の仕様では，マニュアルモード時に負
荷によりエンストが予想される場合はエンスト前にト
ルコンモードに切り替える「エンスト防止制御」が追
加され，心配は解消された。
この制御によりトルコンモードに移行した後には，
①安定した速度まで加速をする，または
②一旦クラッチを切って再発進を行う，または
③モード切替スイッチを再操作する
ことでマニュアルモードに復帰する。
この機能により，インチング性能を重視したマニュ
アルモードを初心者でも容易に使用することができる
ようになった。

（4）新型 6角 ROPSキャブ
新機種では作業視界を最大限に確保する新型 6角
ROPS キャブを採用した。従来からグレーダでは運転
席前方の視界を最大限確保するために努力を続けてい
るが，一般的な 4角形キャブでは，その構造上前側柱
（以下Aピラー）が作業機視界を横切ってしまう。そ
のため，構造から見直した 6角形キャブを採用し，左

図─ 3　T/Mモード切替スイッチ

表─ 3　シフトパターン
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右ドアガラスからブレードを一望する形状を実現した
（図─ 4）。
この 6角構造の実現にはフロア上の機器配置の工夫
だけでなく，油圧回路の変更も必要となった。従来の
構造では，床下左右に油圧コントロールバルブがあり，
キャブ前面の幅がバルブ幅の制約を受けるため，大幅
な形状変更ができない。そのため，新たに開発した，
一体式多機能バルブをキャブ前に搭載し，フロア，キャ
ブ形状の自由度を上げることに成功した（図─ 5）。

さらにグレーダでは前傾斜が一般的なフロントウィ
ンドを後傾斜とすることでAピラーをY字配置とし，
運転席前方のリフトシリンダと視点を重ねることで，
通常時の圧迫感を緩和した。このAピラー形状によ
りドア形状も上方に向かって幅が狭くなることにな
り，ドア解放時の上部張り出し量が減少した。これに
より，実作業時の使い勝手の改善にも繋がっている。
従来のグレーダは現在でも立って作業するオペレータ
が多いが，新型のキャブではシートに着座した状態で
の視界確保を重視しており，室内高も着座を前提とし
て見直している。この視界改善により，シートベルト
を着用し安全に作業を行うことができる（図─ 6）。

（5）電子モニタ
グレーダのモニタパネルは，独特の作業機操作レ
バーに挟まれ，他の建機に比べて小さくまとめられて
いる。この中で必要な情報を表示する努力をLCDディ
スプレイで行っている（図─ 7）。

確認頻度の高い，速度，エンジン回転，アーティキュ
レート状態を中央に配し，周囲に各種インジケータ，
メータを配置している。
この機種ではエコインジケータが装備される。これ
はエンジン始動で点灯し，エンジン高回転使用により
燃費効率が低下すると消灯する。停車時には設定が変
わり，無用な空ぶかしでも消灯するので，これを目安
に運転することで経済運転を行うことができる。
また，その結果はキャラクタディスプレイで，時間
あたり燃費，距離あたり燃費として確認することがで
きる。このディスプレイにはメンテナンス時期なども
表示され，サービス管理を確実にしている。

図─ 4　運転席からの作業機視界

図─ 5　バルブ配置変更

図─ 6　新型 6角 ROPSキャブ形状

図─ 7　モニタパネル
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（6）地上給油可能な燃料タンク配置
グレーダは道路整備や除雪で多用されるため，一般
の給油施設で燃料給油を行うことが考えられ，地上か
ら容易に給油できることは重要である。従来は足場を
使用し，フード上面から給油を行っていたため，地上
給油化により，大きく安全性が向上する。そのため，
順次地上給油化を進めてきた（図─ 8）。

地上給油可能とするためには，従来エンジンルーム
上部の空間に収めていた燃料タンクを車体最下面に移
動するために，大幅なレイアウト変更が必要となる（図
─ 9）。GD655-5 の例では，レイアウト変更と同時に
燃料タンク大型化も同時に実現し，燃費向上とあわせ
て給油回数削減も実現している。

（7）その他の整備性改善
①クラッチ式サークル回転機
グレーダブレードを水平面上で回転させるサークル
回転機には，従来安全装置としてシャーピンを装備し
ていた。シャーピンは外力による衝撃から車体やオペ
レータを守る確実な方法ではあるが，作業中にブレー
ド衝突等で外力を受け，一旦ピンが折損した場合には
復旧作業が必要となり，改善が望まれてきた。

最新の機種ではシャーピンに変えて回転機クラッチ
を標準装備としている（図─ 10）。
これは回転機の軸上に多板クラッチを装着したもの
で，外力を受けた場合にクラッチが滑ることで，ブレー
ドが回転して衝撃を逃がすことができ，車体の破損を
防止する。シャーピンと異なり外力回避後はそのまま
作業を継続できるため，シャーピンの折損を恐れず，
最大能力を発揮することができる。また，復旧作業が
不要のため，除雪作業時などは道路上でのシャーピン
交換がなくなるため，オペレータの安全性の向上に貢
献することができる。
②摺動部グリスレス化
グレーダの作業機は可動部分が多く，給脂箇所が多
い。この中でも露出して触れる機会の多い摺動部分は
無給脂化されている。
図─ 11に示すサークル上面，スライドレールは摺

動部分に耐磨耗用強力合金を使用するなどして無給脂
化している。この部分は露出しており，メンテナンス
時などに乗ってしまうことも考えられるため，グリス

図─ 8　地上給油

図─ 9　タンクレイアウト

図─ 10　クラッチ式サークル回転機

図─ 11　作業機摺動部



60 建設の施工企画　’10. 1

によって滑ることが防止でき，メンテナンス箇所の削
減に加え安全性の向上，更には飛散グリスを削減する
ことで環境にも配慮した。
その他の部分についても今後は給脂箇所の削減を行
うことが今後の課題である。

3．機種紹介

最後に本技術紹介に題材として取り上げた車両を図
─ 12に紹介する。

4．おわりに

本稿では環境，安全の観点から現在のグレーダの技
術の一部を紹介したが，今後の技術開発は一層資源を
有効活用し，より安全性を高める方向に向かっていく
ことは言うまでもない。
環境保全が望まれる時代にあって，地球に対して働
きかける建設機械は，何より環境に配慮されていなけ
ればならないだろう。
今後も技術の発展により建設機械と地球のより良い
関係が作られていくことを期待する。

 

図─ 12　GD655-5

［筆者紹介］
坂井　幸尚（さかい　ゆきひさ）
コマツ
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特集＞＞＞　建設機械

大型油圧ショベル用モニタ

高　橋　　　　豊

建設機械用モニタの多くがカラー液晶ディスプレイを使用したものになり，燃料残量計や水温計などの
表示だけでなく後方カメラ映像も表示できる多機能タイプになったが，機械に何か異常が発生したときに
は故障診断ツールを接続して故障箇所を探すことが一般的である。ここでは故障診断ツールを組み込んだ
車載モニタを紹介する。
キーワード：建設機械，油圧ショベル，モニタ，故障診断

1．はじめに

土木・採石・鉱山などでは土砂，岩石の掘削および
積込作業に油圧ショベルが数多く利用されている。掘
削・積込・均しなど多くの作業を 1台でこなすことが
できる油圧ショベルは便利な機械であるが，環境性能
向上と作業性能向上を両立するためエンジン，油圧の
制御は複雑になってきている。エンジンは排ガス規制
をクリアするため電子ガバナを搭載したディーゼルエ
ンジンが主流である。エンジン制御の電子化が始まっ
た初期の頃，制御情報はブラックボックスと化し，エ
ンジンコントロールユニットが出力する故障情報は赤
と緑の LEDの点滅や故障コードと呼ばれる英数字の
表示のように専用の辞書がなければ解読できないもの
が多かった。専用の故障診断ツールの開発が進み，メ
ンテナンススタッフによる故障診断は容易になった

が，専用の故障診断ツールをもたないオペレータに
とっては相変わらず故障箇所を見つけることは困難で
あった。作業中に機械のモニタに警報が出たときに迅
速な対処ができるようにするため，オペレータが確認
できる車載型の故障診断装置が求められていた。

2．予防保全のためのモニタリングと故障診断

大型油圧ショベルに搭載されるモニタに故障診断機
能が必要になった背景には，大型油圧ショベルが稼働
する環境が関連する。石炭，金，銅，鉄などを採掘
する大規模鉱山で稼働する運転質量 190 t 以上の大型
ショベルの多くは，1日 20 時間以上稼働し，運転手
の交代と燃料，油脂類の補給および鉱山の非稼働日以
外は機械が止まることがない。採掘現場は地下数百
メートルの深さのすり鉢の底であったり，海抜数千
メートルの高地であったりする。広大な鉱山では，鉱
山入口の事務所から良く整備された広い鉱山内道路を
四輪駆動のオフロード車で 20 分以上走った先が採掘
現場というところも珍しくない。稼働時間は月間 500
時間，年間 6,000 時間。大型油圧ショベルを長時間連
続稼働させるには，機器に不具合が発生しないように
する予防保全とそのための機器のモニタリングが必要
となる。

（1）電気・電子部品の信頼性確保
モニタリングを行う上で，電気・電子部品が正常に
機能し，センサ情報が正しく伝わることが重要である。
鉱山という粉塵と振動が多い環境の中で電子機器の耐
久性と信頼性を確保するために，コントロールユニッ図─ 1　鉱山で稼働する大型油圧ショベル
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ト自体の耐久性とケーブル接続方法の確立を図った。
大型油圧ショベルはエンジンを制御するコントロー
ルユニットと油圧機器を制御するコントロールユニッ
ト，運転室内のディスプレイとディスプレイに各種情
報を表示するコントロールユニットを搭載している。
これら最重要部品であるコントロールユニットには埃
の浸入を防ぎ，耐震性，放熱性を確保するためアルミ
の鋳物をベースにした筐体を使用した。コントロール
ユニットに接続するケーブルのコネクタには信号の寸
断防止を図るため，振動に強いコネクタを採用した。
エンジンの熱で温度が上がる部位には耐熱性の高い電
線および電線保護チューブを使用し，車体の振動で電
線が振れやすい部位はケーブル固定方法を工夫し，セ
ンサ情報がコントロールユニットに確実に伝わるよう
にした。

（2）稼働記録の集計と稼働状況のモニタリング
大型油圧ショベルに装着したセンサ情報をコント
ロールユニットに取り込み記憶し，データをダウン
ロードすることで機械がどのように稼働したかを知る
ことができる。
Windows パソコン（以下 PC）の小型高性能化と携
帯情報端末（以下 PDA）の普及が進み，モニタリン
グ機器として使用されるようになり，油圧ショベルの
コントロールユニットのデータをサービス員が専用
ソフトをインストールした PDAでダウンロードして
PCに取り込むことができるようになった（図─ 2）。

これにより，エンジン稼働時間，作業時間，走行時間，
作動油温度，平均燃費，警報履歴やフォルト履歴（セ
ンサの故障や通信異常の情報）などの稼働記録は PC
上で数値データとグラフで見ることができるように
なった（図─ 3）。衛星通信を利用した方法でも主要
な稼働データを見ることができるようになり，稼働記
録の集計は容易になった。

しかし，故障診断を行うためには，稼働中の機械の
状況をモニタリングする必要がある。一般に使用され
る PCや PDAは粉塵や振動に弱いため，機械が停止
している間にデータをダウンロードする作業では支障
はないが，稼働中の機械の状況をモニタリングするに
は防塵・防振対策が必要となる。そこで，機械が停止
している間に過去の稼働データをダウンロードする際
は PCや PDAを使用し，稼働中のデータ記録と故障
診断は車載モニタで行うよう機能分担を図り，粉塵や
振動が多い大型油圧ショベル特有の環境の中でもモニ
タリングと故障診断が行えるようにした。

（3）車載型故障診断装置の技術的な背景
大型油圧ショベルに車載型の故障診断装置を搭載す
るにあたり，警報発生部位を分かりやすく示すことが
重要と考え，文字だけでなくイラストや図を組み合わ
せた表示を行うことにした。イラストや図などの画像
データは文字データに比べてデータ量が多いため，大
きなデータを高速処理することが必要であり，イラ
ストや図に示した線 1 本 1 本がきれいに見えるよう
にするためには，解像度の高いディスプレイも必要で
あった。コントロールユニットに使用される電子部品
の高性能・低価格化が進み，処理速度の速い演算装
置（CPU），大容量のデータの読み書きが可能なメモ
リ（RAM），高精細のカラーマルチ液晶ディスプレイ
などが入手しやすくなり故障診断画面がイラストや図
などの画像入りで表示できるようになった。車載型の
故障診断装置を搭載したことにより，通常サービス員
以外は持つことがない専用ソフトをインストールした
PDAを使用しなくとも，稼働中に表示された警報の
詳しい内容を故障診断画面で確認することができるよ
うになった。

図─ 2　PDAによるデータダウンロード

図─ 3　PC上のグラフデータ（作動油温度）
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3．モニタリングシステムの特徴

（1）コントロールユニットのネットワーク接続
大型油圧ショベルはエンジンコントロールユニッ
ト，油圧コントロールユニットなどいくつかのコント

ロールユニットを搭載しており，図─ 4に示すよう
に，コントロールユニット間で通信を行えるような
ネットワークを構成している。Data Logging Unit（図
─ 4ではDLUと表記）と呼ぶコントロールユニット
は，各コントロールユニットと通信してデータを随時
取得・記録する機能をもつ。運転席内には表示システ
ムとして図─ 5のような 10 インチカラー液晶マルチ
ディスプレイを搭載した。このディスプレイは通常は
エンジン回転数やラジエータ水温などの基本情報を表
示し，モード切り替えによって警報箇所と警報内容，
対処方法を図と文書で表示する。また，警報発生前後
の不具合に関するデータを表示できるようにし，従来
のように記録データをDLUから PDAでダウンロー
ドしなくてもデータの確認を行える構成とした。ディ
スプレイが座席から離れているため操作キーは別置き
にして着座位置での操作をしやすくした。

（2）警報と故障診断画面
ディスプレイの表示画面として，図─ 6の例では通
常画面の画面下部分に左エンジンの冷却水がオーバー
ヒートしていることが表示されている。画面を切り替え
ると，イラストと写真で点検場所，文書で点検内容を見
ることができる。メカニック向けにさらに詳しい点検要
領を表示した例を図─ 7に示す。図─ 7は冷却水レベ
ルが低いことを示す警報画面で，さらに画面を切り替え
ると，電気系統の点検要領を絵と文で見ることができる。

図─ 4　コントロールユニットの配置とネットワーク接続

図─ 5　運転席内の配置

図─ 7　点検場所と点検内容説明画面（左）と故障診断画面（右）

図─ 6　通常の画面（左）と警報内容表示画面（右）
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オペレータまたはメカニックが運転室内のモニタ画
面で警報内容と点検箇所，点検作業内容を確認できる
ようにすることで，警報の原因を突き止めるまでの時
間短縮を図った。

（3）スナップショット
大型油圧ショベルにはエンジンや油圧機器の状態を
検出するためのセンサが取り付けられており，以前は
10箇所程であった検出箇所が現在は50箇所を超える。
車載型故障診断装置を使用し，オペレータならびにメ
カニックが運転室内のディスプレイで警報部位と対応
方法を確認できるようになったが，不調に陥った機械
の修理を行うためには警報発生の原因を特定すること
が必要である。
機器の異常が起きてモニタ画面に警報が出る前には
何らかの兆候が現れているものと考えられ，機器の異常
が起きる前後の情報を分析することで何故異常が起きた
かを知る手がかりが得られる。異常が起きたときの前後
の情報を記録するスナップショット機能は重要である。
スナップショット機能として自動と手動の 2種類を
設定した。どこかの部位で何か異常が起きたときに
異常の前後の状況を自動保存する機能が自動スナッ
プショットである。異常が発生したときに，その異常
に関係するセンシング項目のデータを異常が発生する
前 5分間と発生後 1分間自動的にDLUに保存し，後

からデータを呼び出して液晶ディスプレイに表示させ
ることができるようにした。図─ 8のように液晶ディ
スプレイには記録時間内の最大値，最小値およびデー
タの変遷を再生することができ，異常の原因を判断す
るための参考にすることができる。
手動スナップショットでは，図─ 9のように故障
診断を行いたい項目を選択し，その項目に関係するセ
ンシングデータを液晶ディスプレイにリアルタイムに
表示させるとともにDLUにデータを記録させること
ができるようにした。故障診断部位と診断項目を指定
し，自動スナップショットよりもさらに詳しいデータ
を取ることができる。
自動スナップショットと手動スナップショットの機
能を活用することで，特殊なツールを接続することな
く機器の状態を数値で確認でき，故障診断を迅速に行
うことができる。
例えば，作動油のオーバーヒートが起きた場合，原
因がどこにあるかを特定しなければ修理は行えない。
作動油タンクの油温度をモニタリングすることで，油
温上昇からオーバーヒートを予想することはできる
が，作動油温度が上昇した原因を特定することはでき
ない。オイルクーラを油圧駆動ファンで冷却している
油圧ショベルでは，表─ 1に示すような項目をモニ
タリングすることでオーバーヒートの原因を特定する
ことができる。

図─ 9　 手動スナップショット画面（項目選択画面（左）と選択した項目
の表示）

図─ 8　自動スナップショット画面

センシング項目 用途

外気温度
不具合の予兆を特定するための
基本温度

作動油タンク油温度
不具合の予兆を特定するための
基本温度

オイルクーラ出口油温度 オイルクーラ効率判定
オイルクーラ前面空気温度 オイルクーラ効率判定
オイルクーラ入口圧力 バイパスバルブの作動状態判定
ファンモータの制御状態 ファンモータの駆動状態判定

表─ 1　作動油オーバーヒートに関連するモニタリング項目
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オイルクーラ前面空気温度，オイルクーラ出口油温
度，外気温度からオイルクーラの効率をモニタリング
し，さらに，オイルクーラを保護する目的で設置され
ているバイパスバルブ（オイルクーラ回路の圧力が一
定圧力以上になると作動油タンク側へバイパスする機
能をもつ）が正常に作動しているかどうかを判定する
ために，オイルクーラ入口圧力を検出。オイルクーラ
冷却用のファンモータの不具合を判定するためファン
モータの制御状態をモニタリングすることで，オイル
クーラ本体，バイパスバルブ，ファンモータのどの部
位がオーバーヒートの原因か特定することができる。
このようなモニタリングを特別な計測機器を装着す
ることなく，運転室内のディスプレイを使用して行う
ことができるようになり，サービス員にとって有効な
ツールとなった。

4．おわりに

油圧ショベルの作業環境は，熱帯地から寒冷地まで
さまざまであり，使われ方も顧客ごとに異なる。この
ため，油圧ショベルを構成する部品の通常使用温度の

範囲やダストの状況，エンジンおよび油圧機器への負
荷の大きさと負荷変動量も異なる。部品の設計寿命だ
けでは交換時期を適正化することは難しいため，機械
が正常に稼働している時のデータとの違いを追跡調査
して，致命的な故障が発生する前に異常の前兆を見つ
けて部品交換を行うことが，機械の高稼働率維持と維
持修理費低減，コスト／トン低減につながる。機械に
搭載されるモニタは単に今の状態を表示するだけでな
く異常を検知し致命的な故障を未然に防ぐツールとし
てますます重要になっていくものと考える。
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古野：車両モニタシステム，油空圧技術，Vol.43, No.10, 2004, 18/22
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夢を追う
松　岡　義　之

バンクーバーオリンピックの開催を間近に控え，ス
ポーツ界は益々活気に満ち溢れているように思えます。
4年に一度のスポーツの祭典，オリンピック。世界中
のトップアスリートたちが繰り広げる熱い戦い。その
中で，私が人生を懸けて情熱を注いできた競技が「柔
道」です。競技者として，指導者として，常に夢を追っ
て戦ってきた人生についてお話したいと思います。
私が柔道を始めたのは中学生の頃でした。当時の私
は小柄でしたが，自分より体格の大きい者を倒した時
の快感は何とも言えないもので，柔道の魅力にどんど
んのめりこんでいきました。高校・大学時代は，個人
戦というよりも団体戦での活躍に重点を置いていたこ
ともあり，自分自身にとってオリンピックというもの
は，夢のまた夢というような存在でした。しかし，兵
庫県警へと就職し，日々レベルの高い仲間たちと稽古
に没頭していくうちに，実力も付き，自然に世界へ意
識が向いていきました。
26 歳で初めて出場した世界選手権で 2位となり，オ

リンピックへの手応えを掴み，そして翌年のロサンゼル
スオリンピックへの切符を手にすることができました。
念願のオリンピック代表になってから，大会本番の
当日を迎えるまで，今までにないプレッシャーとの戦
いが始まり，眠れない日々も多々ありました。しかし，
それまでの誰にも負けない稽古量が，揺るぎのない自
信となって，私を支えてくれました。夢だと思ってい
たオリンピックの舞台で金メダルを獲得し，「何事も，
自分を信じて貫けば，達成する事ができる」と，この
時強く感じました。
その後，現役を引退し，全日本のコーチとして幾つ
かのオリンピックに同行し，そこで活躍する選手を間
近で見るうちに，自分自身味わったオリンピックでの
あの感動や興奮を教え子たちにも味わってもらいたい
という想いが強くなり，18 年間勤務した兵庫県警を
退職し，心機一転，「コマツ女子柔道部」の監督に就
任しました。
コマツ女子柔道部の監督に就任してからの 13 年間
は，苦労の連続でした。
就任した直後のチームは，お世辞にも世界を目指せ
るようなチームとはいえませんでした。選手をスカウ

トし，意識改革からのスタートで，オリンピック代表
を育てるには，時間を必要としました。そんな苦労が
報われたのが，谷本歩実選手との出会いです。コマツ
に入社する前の谷本選手は，一本を取る魅力に溢れた
選手でしたが，その反面，波があり，調子の浮き沈み
が大きい選手でした。しかし，コマツ入社後，安定し
た力をつけ，思い切りのいい柔道で，見事に金メダル
を獲得しました。この瞬間は，指導者として，最高の
感動を選手から与えてもらいました。その 4年後，谷
本選手や私にとって，2度目の挑戦となった北京オリ
ンピックでは，直前の腰の怪我もあり，常に不安を抱
えながらの調整でしたが，大会本番では，怪我の影響
などまったく感じさせず，宿敵であるフランスのデコ
ス選手に，決勝戦で見事な内股を決め，見事 2連覇と
いう偉業を達成してくれました。
共に夢を追い，幾つもの苦労を乗り越えてきた選手
と一緒に味わう喜びや感動は，私の人生での最高の瞬
間です。
監督という仕事は，一つの大きな試合が終わっても，
また新たな試合が迫り，気持ちを心底休める余裕は無
く，精神的にも肉体的にも大変な仕事です。
しかし，10 人の選手がいれば，10 人分の夢を一緒
に追う事ができる，そんな夢のある仕事でもあります。
コマツという最高の環境で柔道に打ち込めることへ
の感謝の気持ちを忘れずに，今後とも応援して頂いて
いる多くの皆さんと感動を共有できるよう，また，勇
気や元気を届けられるようなチームにしていきたいと
思います。

─まつおか　よしゆき　コマツ女子柔道部　監督─
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『サッカーへの想い』
三　浦　和　明

『サッカーへの想い』と大袈裟に書きましたが，私
自身はサッカーに本格的に取り組んだことはなく，ま
た，熱烈なファンということもありません。しかしな
がら，息子を通じて，今年で約 8年間，サッカーに関
わってきました。その想い（まだ現在進行形ですが）
を書かせて戴きます。
学生時代に遊びでサッカーを楽しんだことはありま
すが，サッカーに関してはズブの素人である私のサッ
カーとの関わりは，仙台に住んでいた時に長男がサッ
カースポーツ少年団へ入団した時から始まり，次男・
三男と続き，足掛け約 8年になります。
前述の通り，私には 3人の息子がいます。残念なが
ら 3番目も「ついて」産まれた為，男 3兄弟です。こ
の息子 3人が（決して意図したものではありませんが）
共にサッカーワールドカップの開催年に生まれまし
た。長男はドイツが 3度目の優勝を果たしたイタリア
大会の 1990 年，次男は初めてアメリカで開催された
1994 年（優勝はブラジル），そして三男はジダンが活
躍しフランスが地元開催で初優勝を遂げた 1998 年に
生まれました。サッカーの上手な 3兄弟なら，因縁も
感じますが，親の贔屓目で見ても残念ながら 3人とも
にセンスがあるとは思えません。たまたま長男がサッ
カーを始めたので，次男・三男も見ているうちに，な
んとなくやり始めたのではないかと思います。
スポーツ少年団は，監督・コーチはいますが，父兄

（一番重要なのは母親）のサポートがなくては成り立
たない団体です。当初はそれとは知らず，練習・試合
は監督・コーチ任せで，父兄による練習当番も家内に
任せきりでした。何がきっかけかは忘れましたが，父
親の参加を求められ，息子と一緒に練習に通うように
なり，「練習試合にも審判が必要であり，講習を受け
るだけで取得出来るから」と言われ，いつの間にか審
判資格を取得し，審判もするようになりました。
サッカー経験のある方はご存知かと思いますが，最
低ランクの 4級審判は，講習を受け，登録料を支払う
だけで 12 歳以上であれば誰でも資格が取得出来ます。
今では，講習もパソコン（Eラーニング）でも可能と
なっており非常に便利です。簡単に資格を取得出来る
のは良いのですが，有効期間は 1年間なので，毎年更
新講習と登録料が掛かるのが少し不満？（ルールも変

わるので講習は必要だし，協会運営には金も掛かると
思いますが。）
また，北海道では冬期間は外でサッカーすることが
難しい為，屋内のフットサルに切り替わります。フッ
トサルは 5人制での対戦となり，ルールもサッカーと
は大きく異なります。よって，審判資格もサッカーと
は別にフットサル審判の資格が必要となります。これ
もサッカーと同様に 4級は誰でも取得でき，更新は毎
年です。
前述の通り，審判資格の取得は簡単ですが，実際の
審判は大変です。4級審判ですから，練習試合を除い
てほとんど副審（ラインズマン）しかしませんが，こ
れが中々大変です。オフサイドを判定する為に，最後
尾の守備に合わせて動かなくてはならず，上手なチー
ムになるほど，ラインの上げ下げが早く，子どもとは
言え同じように動くのは体力的にキツイものがありま
す。また，判定が得点に絡むこともあり微妙な場合は
ドキドキします。
フットサルの審判はサッカーに比べてフィールドが
狭く，オフサイドも無いので体力的にはサッカー程キ
ツクはありませんが，バックパス・4秒ルール・反則
等見るべきことが多いので，気は遣います。審判は（自
分にとっては）大変ですが，子どもとスポーツ少年団
を通じての触れあいを続けたいと思いますので，ス
ポーツ少年団にいる限りは続けようと考えています。
スポーツ少年団の良いところは，子どもがスポーツ
を通じて成長することが出来ることが第一ではありま
すが，親も充分楽しめることだと思います。試合での
我が子の（少ないのが残念な）活躍，チームの勝利を
見ることも楽しいのですが，子ども達と同じように体
を動かすことで，子どもの成長を肌身で感じる（自分
の体力の衰えを痛感することでもある）こと，また，
汗をかくことで美味しいビールを飲むことも非常に楽
しいことです。親同士，コーチと子ども達のサッカー
の試合を肴に飲むことも「また楽しからずや」です。
三男も小 5なので，この楽しみも残り 1年程になり
ました。『サッカースポーツ少年団は子どものためな
らず（自分の楽しみのため？）』　老体にムチ打って審
判も頑張ります！

─みうら　かずあき　コマツ建機販売㈱　北海道カンパニー　社長─
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1．はじめに

トンネルを施工法によって分類すると，山岳工法，
シールド工法，開削工法に大別される。このうち山
岳工法は，わが国における山岳部のトンネル施工に
おいて標準的に用いられる工法で，NATM（New 
Austrian Tunnelling Method）という名称で呼ばれる
ことが多い。
NATMは，施工時に確認される地山の性状に応じ
て適宜施工法等を見直すことができ，また，トンネル
内での断面形状に対してもシールド工法に比べて柔軟
な対応が可能である。さらに，一般に開削工法では施
工が困難となるような土被りを有するトンネルでも，
施工が可能である等の優位な点がある。
NATMの基本的な施工法は，掘削と支保工（主と
して吹付けコンクリートとロックボルト）を繰り返し
てトンネルを構築する。NATMでは，掘削後，支保
工の施工が終了するまでは切羽が素掘りの状態で自立
する必要がある。しかしながら，地山の性状によって
は素掘り状態での切羽の自立が期待できないこともあ
り，このような場合は一掘進長の短縮や切羽安定対策
などの補助工法による対策がとられる。
切羽安定対策は，一般に切羽近傍の安定を確保する
ための対策を総称したものであり，対象箇所によって
「天端補強工」，「鏡補強工」，「脚部補強工」に分類で
きる。現在，鏡補強工として用いられる工法には，核
残し，鏡吹付け，鏡ボルト工がある 1）。当研究所では，
これらのうち，鏡ボルト工を対象として新しい材料で
ある生分解性プラスチックを利用した鏡ボルト工につ
いて研究を行っている。

なお，本報告では，本研究の方針と生分解性プラス
チックを利用した鏡ボルト工の概要について述べる。

2．鏡ボルト工の現状と課題

本研究で対象とする鏡ボルト工は，その打設長に
よって短尺と長尺に分類される。短尺と長尺に明確な
分類はないが，前者は打設長が 3～ 6 m，後者は 6 m
を超えるものを指すことが多い 1）。その施工方法は，
短尺，長尺に関わらず，ドリルジャンボ等によって鏡
面を適当な間隔で削孔し，鋼管やグラスファイバー系
のボルトを打設するのが一般的である。
鏡ボルト工を施工する対象とその目的は，2種類に
分類することができる。一方は破砕帯区間などで，鏡
ボルトの縫付け効果により，切羽の崩落を防止するこ
とを目的として施工する場合であり，もう一方は，未
固結地山等のように，鏡ボルトを介して注入材を注入
し，鏡ボルト周辺を注入改良することにより，掘削す
るまでの切羽の自立性を確保することを目的として施
工する場合である。このように鏡ボルト工は不良地山
での補助工法として用いられているものの，以下のよ
うな課題があると考える。
①鏡ボルト工の材料選定，打設長，配置などの設計方
法が確立されていない。
②鏡ボルトはトンネル掘削と同時に除去する必要があ
るが，鋼管によるボルトを用いた場合，除去に要す
る労力が大きい。
③グラスファイバーによる鏡ボルト工では，トンネル
掘削時の除去作業においてファイバーの飛散による
作業員への影響が懸念される。
④鋼管およびグラスファイバーのボルトは産業廃棄物
として処理する必要があるため，トンネル掘削時の
ずりとの分別が必要である。
鏡ボルト工の施工性や坑内環境を保全するために
は，以上の課題を改善することが必要である。

3．研究の方針

都市部で多くみられる砂質土系の未固結地山では，
図─ 1（a）に示すような応力状態および破壊線であ
ると想定される。すなわち，無対策で掘削すると，切
羽前方に緩みが生じ，容易に破壊に達する応力状態に
なる。そこで，図─ 2に示すように鏡ボルト工の施
工による改良効果と拘束効果によって鏡周辺の応力状
態を図─ 1（b）に示すような三軸状態とし，さらに
注入改良によって地山のせん断効果を高めて破壊線

生分解性プラスチックによる
鏡ボルト工

安井　成豊・寺戸　秀和・鈴木　健之

CMI報告
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を移行させることで切羽の安定が確保できる可能性が
ある。特に，土砂地山のように元々の地山強度が小さ
い箇所に対しては，天端補強工の適用を含めて天端の
緩み抑制を図りながら施工が実施されることが多いこ
と，大きな地圧を受ける地山とはなりにくいことから，
切羽に発生する応力（σ 1’）も特殊なケースを除い
ては大きな値になることは想定しにくい。そのため，
そのような施工条件下においては，適切な改良効果を
発揮できれば，それに見合った拘束効果を発揮させる
ことで切羽安定に必要な状態を確保できる可能性が高
く，鏡ボルトそのものに高い強度や剛性を必要としな
い可能性も考えられる。

また，未固結地山では，一般に自由断面掘削機や油
圧切削機等の掘削機械を用いて掘削作業を行う。その
ため，現在多く使用されている鏡ボルト（鋼管，グラ
スファイバー製）を除去・切削する場合の施工性や注
入材（シリカレジン等）を含む材料の産業廃棄物処理
問題が生じている。
そのため，本研究では，土砂地山の切羽安定に必要
かつ十分な性能を把握するとともに，掘削時の施工性
や産廃問題への対応を考慮した新しい材料を用いた鏡
補強工について検討を行う方針とした。
そうした中で，従来多く使用されている鏡ボルトに
比べて材料強度は小さいが，材料そのものが土壌中の

バクテリアにより分解される生分解性プラスチックを
新たなボルト材料（エコボルト）とし，1日強度で 1.0
～ 1.5MPa の圧縮強度が発生する浸透性の良い生分解
性の注入材（グリーングラウト）を使用することに着
目した。これらの新しい材料を使用した鏡ボルト工は，
切羽を早期に自立させることが可能であり，自由断面
掘削機や油圧切削機等の機械での施工性が良く，ずり
も産業廃棄物にならない鏡ボルト工になるものと期待
される。
そこで，本研究は，要素実験や実現場における試験
施工等によって，新しい材料の鏡ボルト工の未固結地
山に対する適用性の検討を行うものとした。

4．新しい材料を用いた鏡ボルト工

（1）生分解性プラスチックの概要
生分解性プラスチック 2）は，微生物が元々持って

いる分解能力を利用して造られたプラスチックであ
り，言い換えれば，微生物が分解可能な物質から作ら
れた新材料のことである。
生分解性プラスチックの大きな特徴としては，上で
述べたように，微生物の働きにより分子レベルまで分
解し，最終的には水と二酸化炭素に分解され自然界に
循環していく性質が挙げられる。しかし，生分解性プ
ラスチックは，コストが高いため，量産体制が整えら
れず，ますますコスト削減が進まないといった悪循環
に陥っており，なかなか普及しないということが現状
である。

（2）エコボルトの概要
本研究で使用するエコボルトの特徴を以下に示す。
①表─ 1に示すように材料の強度が低いため，自由
断面掘削機や油圧切削機での掘削が容易であり，施
工性が良い。

②コンニャクを製造する際に，不要となる「飛び粉」
という材料と生分解性プラスチックを原料としてい
るため，生分解性プラスチックと同様に土壌中のバ

図─ 1　注入改良の効果

図─ 2　鏡ボルト工の作用効果

表─ 1　強度比較

名称
引張強度
（kN）

せん断強度
（kN）

エコボルト
φ 31 mm中空タイプ

12 10

ファイバーボルト
φ 30.5 mm

176.5 39.2

（エコボルト　パンフレットより抜粋）
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クテリアにより分解される性質がある。
③バクテリアにより分解されるため，ずりを産業廃棄
物として分別する必要がなくなり，コストや作業の
手間が縮減される。
④エコボルトは 1年程度の期間にて生分解される（図
─ 3参照）。

⑤掘削時に GFRP のようにファイバーが飛散し，作
業員に悪影響を与えることもない。
以上のような特徴を有するため，エコボルトは，2
章で挙げた鏡ボルトの課題②③④を解消することが可
能な材料であるものと考えられる。

（3）グリーングラウトの概要
本研究で注入材として使用するグリーングラウトの
特徴を以下に示す。
①グリーングラウトはバクテリアによって生分解され
るため，注入して固化した土の残土処分は，一般土
として処分可能である。
②粘性が低い（A液：100 mPa・s，B液：1.5 mPa・s）
ため，浸透性が良く，広範囲かつ微細な間隙に注入
が可能である。
③1日強度で1.0～ 1.5 MPaの圧縮強度が得られる（豊
浦砂とグリーングラウトの重量比　85：15）。
④配合の選定によって瞬結から緩結まで対応が可能で
ある（表─ 2参照）。
以上のような特性を有するため，グリーングラウト
をエコボルトの注入材として用いることにより早期に
切羽の自立性が確保できると同時に，エコボルトと共
に使用することにより一般土として処分することが可
能となる。

5．おわりに

今回の報告では，研究の方針および生分解性プラス
チックを利用した鏡ボルト工についてのみ述べたが，
現在，地山と鏡ボルトの付着強度試験等を行っている。
今後は，これらの試験結果を解析に用いる物性値に反
映し，鏡ボルト工の最適な配置を検討するとともに，
実現場にて試験施工を行い，新しい材料の鏡ボルト工
の施工性や適用性を確認したいと考えている。

謝辞：本報告は，社団法人日本建設機械化協会 施
工技術総合研究所と新日本開発株式会社の共同研究開
発の成果である。ここに記して，本共同研究の関係者
の方々に謝意を表す。
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図─ 3　 生分解日数データの例
（エコボルト　パンフレットより抜粋）

表─ 2　グリーングラウトの配合と特性

（エコボルト　パンフレットより抜粋）
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アスファルトフィニッシャの変遷（その 7）

第 7章　スクリード締め固め装置の変遷（仕上げ性能）
スクリードによる締め固めはフローティングスク
リードの持つレベリング作用の効果を高めると同時に
ローラによる転圧時にできる変形を少なくすることを
目的としている。本章では，その種類と変遷および締
め固め性能との関連について述べる。

（1）タンパ式スクリード
（a）初期のアスファルトフィニッシャとタンパ装置
昭和30年代前半は国内アスファルトフィニッシャの
黎明期で，この頃は各社とも最大施工幅員 3.2 ～ 3.6 m
が主流であり締め固め装置はタンパ式であった。国産
1号機の東京工機㈱のTK6，住友機械工業㈱のHA32，
㈱新三菱重工業のAF1，㈱新潟鐵工所のNF35（写真
7─ 1）等各社の初代アスファルトフィニッシャはす
べてタンパ装置を装備していた。当初はベルト駆動式
タンパもあったがほどなく油圧式に統一された。

（b）タンパの基本構造と機能
タンパは，スクリード前部に配置され，上下往復運
動を行い，アスファルト合材を一定の高さにカットし
締め固めると同時にスクリードの下に押し込む働きを
する。通常油圧駆動でストロークは 3～ 5 mm，回転
数は 1,200 ～ 1,300 rpm で調整可能である。通常タン
パは図 7─ 1に示すように中央で左右に分割されてお
り左右逆位相で，スクリード全体の振動を抑えている。
（c）タンパ式スクリードのデフレクタ
通常タンパの前には，タンパ部にスムースに合材を
導入するためにデフレクタ（写真 7─ 1）が装着され

ており，現在でも同様である。しかし昭和 30 年代後
半から，寒冷地ではトペカのような耐摩耗性合材が使
われるようになり，これらの合材は前述のデフレクタ
とタンパのみでは流動性が悪く満足のいく仕上げ面が
得られなかった。そこで合材の流入をスムースにする
ためにタンパ前部に先端の尖ったストライクオフ式
デフレクタが装備された。またタンパそのものの先端
形状もこの合材にマッチするよう改良された。写真 7

─ 2は昭和 39 年（1964 年）に発売された三菱重工業
㈱AF4S のスクリードである。

（d）タンパ式の問題点
タンパ式では，後述のバイブレータ式に比べ高密度
の締め固めが期待できるが，回転数，ストローク，突
き出し量の調整が適正でないとスクリードが異常振動
し，仕上げ面に亀裂やほうき目と呼ばれる縦すじが発
生することがある。またタンパ前後の隙間からアス
ファルトモルタル（アスファルトと微細骨材の混合物）
が侵入するため，清掃，維持管理に手間がかかり，さ
らにタンパエッジの摩耗にも注意が必要であった。こ
れらの点は，その後改良が加えられている。しかし，
国産機ではタンパのみを装備したスクリードは姿を消
している。

機械部会　路盤・舗装機械技術委員会　舗装機械変遷分科会

写真 7─ 1　㈱新潟鐵工所NF35　タンパ式スクリード

図 7─ 1　タンパ構造の一例

写真 7─ 2　三菱重工業㈱　AF4S
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（2）バイブレータ式スクリード
国産機では昭和 40 年代前半頃まではタンパ式のみ
が生産されていたが，当時国内に輸入されたアスファ
ルトフィニッシャの多くはすでにバイブレータ式で
あった。国内機においてもその後の工事の大型化，舗
装条件等の多様化に伴い最大施工幅員 4.0 m 以上のア
スファルトフィニッシャが開発されるようになった
が，これらにはタンパに代わりバイブレータが装備さ
れるようになった。バイブレータ式スクリード（図 7

─ 2）は，高い密度を得ることより全体を均一に締め
固め，所要のきめと平坦性を得ることを主な目的とし
ている。

（a）バイブレータの基本構造と機能
バイブレータは偏心体を取り付けたシャフトを油圧
モータで回転させるものが多く，締め固め効果に寄与
するのは，振動数と振幅である。振幅は偏心体の質量
と偏心量によって決まり，振動数は通常 30 ～ 50 Hz
で使用されることが多い。起振力の調整は，振動数の
調整により可能である。当初は電磁式のものも開発さ
れたが現在ではほとんどが油圧駆動式である。写真 7

─ 3にバイブレータの一例を示す。

（b）バイブレータ式の導入と変遷
①輸入機のバイブレータ
昭和 38 年（1963 年）に輸入されたセダラピッド（米）

BSF-2 には電気制御式のバイブレータが装備されてい
た。昭和 40 年（1965 年）より輸入され当時のベスト
セラーとなったバーバーグリーン SA41 は，油圧バイ
ブレータ式であった。その後，国産機においてもバイ
ブレータは油圧式が主流となった。
②国産機のバイブレータ
住友重機械㈱は，昭和 44 年（1969 年）に SAF400
さらに昭和 45 年（1970 年）には HA45C を発売した
が，これらのアスファルトフィニッシャには本体に搭
載された交流発電機を動力源とした電磁式バイブレー
タ（写真 7─ 4）が採用された。

③バイブレータ構造の変化
昭和 48 年（1973 年），三菱重工業㈱のMF45 や㈱
新潟鐵工所のNF50 には油圧バイブレータが搭載され
た。このバイブレータは二軸式で前後方向の振動を相
殺し垂直振動のみを発生させるタイプであった。二軸
式バイブレータは構造が複雑でコストが高い割には，
垂直運動という特長が舗装性能において評価されず，
現在では姿を消し，バイブレータ式スクリードのほと
んどが写真 7─ 3のような油圧一軸式バイブレータ
である。
④油圧バイブレータが主流に
昭和 50 年代中頃には，伸縮式スクリードが登場す
るが，構造のシンプルさ，メンテナンスの容易さから
当時はこのスクリードにも油圧バイブレータが採用さ
れた。
（c）バイブレータ式スクリードのデフレクタ
①初期のデフレクタ
バイブレータ式スクリードはタンパのようにそれ自
体で合材の流入を助ける機能が弱いためスクリードの
前部に，合材の流入をスムースにするためのストライ
クオフと呼ばれる飲み込み部分を持ったデフレクタが
装着され，初期の頃はエッジ型と呼ばれる先端の尖っ
たものが一般的であった。ストライクオフ型デフレク
タ（図 7─ 3）は合材の種類により高さ，角度を調整
できるようにした。

図 7─ 2　バイブレータ式スクリード

バイブレータ

写真 7─ 3　バイブレータの一例

写真 7─ 4　住友重機械㈱　電磁式バイブレータ付スクリード

バイブレータ

中継ボックス

バイブレータ制御箱
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②一体型のデフレクタ
小型機においてはバイブレータが主流でありデフ
レクタは通常調整の不要な固定式である。写真 7─ 5

は昭和 52 年（1977 年）の三菱重工業㈱MF30 のスク
リードで，スクリードフレームの前部にストライクオ
フ型デフレクタの形状を持たせている。

範多機械㈱では，スクリードの形態によりデフレク
タのストライクオフ形状をストレート（エッジ）型と 
R 型（写真 7─ 6）に使い分けている。一段伸縮スク
リードにはエッジ型，比較的フローティングしにくい
二段伸縮スクリードには R型のデフレクタを採用し
ている。

③最近のデフレクタ
近年，中型機の締め固め装置は，各社とも幅広い
ニーズに応じて選択できるようバイブレータタイプと
タンパ・バイブレータタイプの両方を提供するように

なっている。一方，締め固め装置と密接な関係にある
デフレクタの形状・方式については，これまでメーカ
ごとに前述のごとく種々変遷してきたが，近年の熟練
作業者不足や作業時間短縮指向により，調整の容易な
R型デフレクタが主流となっている。
（d）特殊バイブレータ
①可変式バイブレータ
昭和 51 年（1976 年），㈱新潟鐵工所から発売され
たNF220 や NF130，また，昭和 57 年（1982 年），住
友重機械工業㈱から発売されたHA45C3 等には可変
式バイブレータ（写真 7─ 7）が搭載された。寒冷地
においては冬期合材の硬化が早く，ローラでの転圧を
補助するようアスファルトフィニッシャでの初期締め
固め密度をできるだけ高めるべく開発された。バイブ
レータ軸に装備されたバランスウエイトの位置を変更
することにより起振力を強・中・弱の 3種類に調整す
ることができる。

②打撃式バイブレータ
昭和 54 年（1979 年）に大成道路㈱が導入したフェー
ゲル（独）S-1502（写真 7─ 8）には，締め固め装置
が装備された本格的な油圧伸縮型スクリード（475 型
エキステンシブルスクリード）が装着されていた。こ
のスクリードには回転式バイブレータではなく，打撃
ピストン（油圧ハンマー）式バイブレータ（写真 7─ 9）
が採用され，電気式のスクリード加熱ヒータと共に伸
縮式スクリード下部構造をシンプルなものにした。こ

図 7─ 3　ストライクオフ型デフレクタ

写真 7─ 5　三菱重工業㈱　MF30スクリード

写真 7─ 6　 範多機械㈱ストレート（エッジ）型デフレクタ（左）と R
型デフレクタ（右）

写真 7─ 7　住友重機械工業㈱　可変式バイブレータ

バランスウェイト

写真 7─ 8　フェーゲル（独）　S-1502
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のスクリードの打撃力調整は，打撃サイクルは一定
（68 Hz）で油圧の圧力（40 ～ 150 bar）を変化させる
ことにより行った。これが後のプレッシャーバー付き
タンパ・バイブレータ式スクリード（HPCスクリード）
の開発に繋がったと思われる。
③水平振動スクリード（写真 7─ 10）
昭和 63 年（1988 年），範多機械㈱は，仕上げ性の

向上と同時に騒音・振動を和らげ環境に配慮した水平
振動スクリード（写真 7─ 10）を開発した。振動の
方向が水平方向のため表面をなでるように締め固め引
きずりがでにくくまた，振動音が低くさらにスクリー
ドマンの足への疲労も軽減できるのが特長である。

④タンピング・バイブレータスクリード
この方式は，図 7─ 4に示すように，1つのバイブ

レータスクリードから構成されるものである。通常の

バイブレータスクリードが上下のみ振動するのに対し
て，このスクリードは上下に振動するのと同時にスク
リード前方のみが別途上下動し，両者が合成された挙
動を示す。これにより，このスクリードは，振動しな
がら踏み固めるような動作を行い，締め固め能力を向
上させようとするものである。
このスクリードは，輸入された実績はあるが，輸入
年代や台数は不明である。

（3）タンパ・バイブレータ式スクリード（図 7─ 5）
1970 年代後半になると，道路交通量の増加に対応
すべく強度・耐久性の高い舗装が必要となり，その結
果アスファルトフィニッシャにこれまでより高い締め
固め能力が要求されるようになった。これを受けバイ
ブレータとタンパを併用したタンパ・バイブレータ方
式（以降TV式）が導入された。TV式スクリードは
上層路盤材の施工にも対応できるようにとのニーズに
も応えることができた。この時期には，タンパの清掃
性も改善されると共に条件に合わせた調整も可能とな
り，一段と高い締め固め性能が安定的に得られるよう
になった。

（a）TV式の導入と変遷
①輸入機が先鞭をつける
昭和 47 年（1972 年）に TV式のフェーゲル（独）
S-2000 が輸入された。その後これを皮切りに他の海
外メーカのTV式アスファルトフィニッシャも国内に
導入された。
②国産機での開発
三菱重工業㈱では昭和 58 年（1983 年）に初めて
TV式スクリードを開発，MF45VSTV に搭載して市
場導入した。これに引き続き，当初バイブレータ式と
して開発されたMF60，MF90（写真 7─ 11）もそれ
ぞれその後TV化された。
③機能の進化
㈱新潟鐵工所では昭和 60 年（1985 年），TV式デュ
アルマットスクリードを開発，NF220ATV-DM（写
真 7─ 12）を発売した。このスクリードの特徴は，

写真 7─ 10　範多機械㈱　水平振動スクリード

図 7─ 4　タンピング・バイブレータスクリード

写真 7─ 9　フェーゲル（独）　打撃ピストン式バイブレータ

図 7─ 5　TV式スクリード

バイブレータ

タンパ
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タンパを完全に止めて，バイブレータ式としても使え
ることであった。
④効果の促進
住友建機㈱では昭和 61 年（1986 年），HA45C5TV

（写真 7─ 13）を発売した。この機種には，締め固め
効果をさらに高めるため前述の可変式バイブレータも
装備された。

⑤小型機での導入
範多機械㈱では平成 12 年（2000 年），小型機では
国内初めてのTV仕様機 F40C-TV（写真 7─ 14）を
開発した。
（b）特殊なTV式スクリード
①三菱重工業㈱DF-1 高締め固めスクリード
昭和 44 年（1969 年），当時の建設省関東地方建設

局では，アスファルト舗装工事の締め固め工程におい
て，ローラによる転圧を省略する目的でアスファルト
フィニッシャによる高密度の締め固め装置の研究が行
われた。室内試験の結果に基づき締め固め装置を開発，
強力締め固め型アスファルトフィニッシャとして当時
の三菱重工業㈱に製作を依頼したものがダブルタンパ
仕様のDF-1 である。DF-1 のスクリードには図 7─ 6

のように前後二基のタンパと一基のバイブレータが装
備され，タンパはそれぞれ独立してストローク調整が
可能。種々の舗装テストの結果，タンパの締め固め効
果が高く，アスファルトフィニッシャのみで約 95％
の締め固め密度が得られることがわかった。ただし，
エキステンション部の密度が低いこと，走行速度，敷
き均し厚，合材の種類に適切な振幅，振動数を見出す
ことができず，平坦性，騒音の問題についての課題が
残り，1台製作しただけにとどまったが，後の日本に
おける締め固め装置の開発に貢献した。

②  ABG（独）TAITAN　ダブルタンパ型TV式スク
リード（図 7─ 7）
昭和 62 年（1987 年），国内では初めてダブルタンパ
型TV式スクリードを装備したABG（独）TAITAN
411 が鹿島道路㈱へ納入された。ダブルタンパ型TV
式スクリードは，一本の駆動偏心軸で前後 2基のタン
パを駆動する。アスファルト舗装のみならず厚い層の
セメント処理ベースおよび転圧コンクリート（RCCP）
の施工に適している。スクリードでの締め固め密度が
高く，したがってローラ作業による不陸の発生を最小

写真 7─ 11　三菱重工業㈱　MF90TV

写真 7─ 12　㈱新潟鐵工所　NF220ATV-DM

写真 7─ 13　住友建機㈱HA45C5TV

写真 7─ 14　範多機械㈱　F40C-TV

図 7─ 6　三菱重工業㈱　DF-1 高締め固めスクリード
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限度に抑えることが可能となり均一かつ高密度・高精
度な舗装を可能にした。通常のTV式スクリードに比
べ 5～ 7％高い密度が得られる。
③ フェーゲル（独）　プレッシャバー付きTV式スク
リード
昭和 60 年（1985 年），国内で初めてフェーゲル製
プレッシャバー付きTVスクリード（HPC スクリー
ド）を装備したフェーゲル（独）S1700 が大成道路㈱
へ納入された。プレッシャバーはスクリード後部に装
備され，油圧で毎分 3,000 ～ 4,200 回の高速振動をす
る装置で，国内には二本式（図 7─ 8）が多く入って
いる。アスファルト舗装のみならず厚い層のセメント
処理ベースおよび RCCP の施工に適している。舗装
の厚さにかかわらず平坦性と高密度が達成でき，交通
量の多い道路でのひずみの防止や合材の短時間転圧等
に威力を発揮する。

 

参考文献
建設の機械化（建設の施工企画）
建設機械
舗装
日本建設機械要覧

写真提供
鹿島道路㈱
大成ロテック㈱
東亜道路工業㈱
日本道路㈱
㈱NIPPO
前田道路㈱
ヴィルトゲンジャパン㈱
キャタピラージャパン㈱
住友建機㈱
範多機械㈱

❶

❷ ❸

❶ タンパ
❷ バイブレータ
❸ プレッシャバー

図 7─ 8　フェーゲル（独）　HPCスクリード
図 7─ 7　ABG（独）TAITAN　ダブルタンパ型 TVスクリード
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新工法紹介　機関誌編集委員会

03-161 後方組立方式スパンバイスパン工法 三井住友建設

▶概　　　要

支間割が比較的均一に計画された都市内や市街地の大規模高

架橋の建設には，プレキャストセグメントを1支間ごとに架設す

るスパンバイスパン工法が，高品質化や工期短縮などの点で有

利と考えられ，多く採用されている。この工法は，架設径間の

真下にセグメントを搬入し，架設ガーダーで吊り上げて架設を

行うが，桁下で別工事が行われている場合や，交差道路，地形

上の制約などがある場合は，セグメントを 1個ずつ橋面に上げ

て架設箇所まで運搬する必要があった。また，全てのセグメン

トを架設ガーダーで空中に吊り下げた状態で，プレストレスを与

えて主桁を一体化させるため，接合作業などに多くの時間と手

間を必要としていた。さらに，工程短縮のためには架設ガーダー

が複数必要になり，コストアップの一因ともなっていた（図─ 1）。

今回開発した「後方組立方式スパンバイスパン工法」は，従

来のスパンバイスパン工法に比べ，工程を大幅に短縮するとと

もにコストを縮減できる新しい橋梁架設工法である（図─ 2）。

架設ステップを下記に示す。

STEP 1　1本目の主桁セグメントを，架設径間の後方で組

み立て（写真─ 1），橋面運搬し，架設ガーダーにて架設する（写

真─ 2）。

STEP 2　1本目の主桁を横移動装置で受け替えて所定位置

まで横移動した後，PC鋼材を緊張する。並行して 2本目の主

桁を後方で組み立て，運搬して架設する。

STEP 3　3本目，4本目の主桁を同様に架設し，PC板を敷

設した後，架設ガーダーを前方の径間に移動する。

STEP 4　後方の径間で PC板を埋設型枠として床版の後打

ちコンクリートを打ち込む。

▶特　　　徴

○架設済みの主桁上でセグメントを組み立て，橋面運搬して

架設するため，桁下の制約条件に左右されない。

○架設ガーダーで主桁を架設した後，直ちに横移動装置で受

け替えて架設ガーダーから開放し，PC鋼材緊張作業等を行う

ため，次の主桁の組立や架設作業を並行して行うことができ，

従来のスパンバイスパン工法に比べて，1/3 の日数での架設が

可能となる

○急速架設できるため，従来工法より架設ガーダーの基数が

少なくて済み，コストを縮減できる。

▶実　　　績

大阪府交野市「第二京阪（大阪北道路）青山地区高架橋工事」

（国土交通省近畿地方整備局浪速国道事務所発注，平成 21 年

12 月竣工予定）にて採用

▶問 合 せ 先

三井住友建設㈱　土木本部　土木技術部

〒 164-0011　東京都中野区中央 1-38-1

Tel：03-5337-2132　　Fax：03-3367-4762 

図─１　従来のスパンバイスパン工法の例

図─２　後方組立方式スパンバイスパン工法

写真─ 1　既設主桁上での組立て 写真─ 2　主桁のガーダー架設
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新工法紹介　機関誌編集委員会

04-310
保温，湿潤養生台車による
コンクリート養生工法 熊谷組

▶概　　　要

覆工コンクリート打設後の初期養生に起因して供用後，コン

クリート表面にひび割れが発生したり，表面の劣化が起きたり

などコンクリート表層の品質に大きな影響が懸念されている。

そこで，覆工コンクリートの品質向上による耐久性の確保，維

持管理費の低減を目的として覆工コンクリート打設後の養生を

『外気遮断養生』と『湿潤養生』の二種類に分けてそれぞれ専

用の台車を用いて養生する『保温・湿潤養生台車によるコンク

リート養生台車』工法を開発し，鳥取自動車道のトンネル工事

で適用，効果を確認した。

▶ 養生台車システムの構成

台車のシステムは，外気遮断養生台車 1台と湿潤養生台車 2

台で構成され，それぞれレール上を電動移動装置によって覆工

の進行に伴い移動する（図─ 1）。コンクリート打設後，ひび割

れが出やすい 2日間は外気遮断の養生期間とし外気遮断養生台

車が担当する。コンクリート温度がある程度下がる3日目からは，

湿潤養生台車により湿潤養生を4日間行う。これにより合計 6日

間の打設後の初期養生をする施工サイクルとなる（図─ 2）。湿

潤養生台車には，保水マットが取り付けてあり湿潤状態を維持

している。保水マットは，吸水性に優れ養生中のメンテナンス

が不要で，耐久性にも優れた不織布などを使用している（図─ 3）。

▶ 効　　　果

脱型直後から機密性の高い外気遮断・湿潤養生ができるので

以下のような効果が期待できる。

・ 打設した覆工コンクリート面全体でほぼ均一な養生効果が確

保できる。

・ コンクリート表面の乾燥を防止して収縮に伴うひび割れの発

生を抑制し，表層組織の緻密化が期待できる。

・ 膨張剤や乾燥収縮低減剤を使用することなく品質の向上を図

ることができる。

▶実　　　績

・ 西日本高速道路中国支社発注：鳥取自動車道智頭用瀬トンネ

ル南工区（平成 18 年 12 月完了）

▶工業所有権他

・特許出願中

・NETIS 申請中

▶問 合 せ 先

㈱熊谷組　土木事業本部　トンネル技術部

〒 162-8557　東京都新宿区津久戸町 2-1

TEL：03（3235）8649　FAX：03（3266）8525

図─ 1　保温・湿潤養生台車概要図

図─ 3　外気遮断部の詳細と湿潤養生マットの表面構造

覆　　工
セントル
L＝10.5m

進行方向

図─ 2　養生施工サイクル順
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▶〈01〉ブルドーザおよびスクレーパ

09-〈01〉-02

コマツ
ブルドーザ　（リッパ付）
 D375A-6

’09.10 発売
モデルチェンジ

鉱山，土木工事などで使用されている大形のブルドーザについて，

低燃費生産性，環境対応性，操作性，居住性，安全性，耐久性，メ

ンテナンス性などの向上を図ってモデルチェンジしたものである。

エンジン出力のアップや，ブレード形状の改良などと同時に，フ

ルパワーを発揮するP作業モードや軽負荷作業で燃費優先のE作業

モードを設定して効率的な省エネ運転を可能にしている。搭載のロッ

クアップ機構付自動変速装置は，スイッチ操作で簡単にマニュアル

変速への切換えが可能で，一般的なドージング作業などの自動変速

モードにおいては，負荷に応じてトルコンロックアップが作動し，

オートシフトダウン⇔オートシフトアップ機能によって，設定され

た最高速度段が自動的に選択される。また，不整地ドージングなど

負荷変動の多い作業で使用されるマニュアル変速モードにおいては，

トルコンロックアップ機構は作動せず，負荷がかかると自動的にシ

フトダウンはするが負荷が抜けても自動的なシフトアップはしない。

さらに，速度段プリセット機能があり，一旦変速モードを設定すると，

走行レバーを前・後進に入れるだけで自動的に変速が行われるので，

往復繰返し作業を容易にしている。リッピング後や岩盤ドージング

後などにおける後進車速をダウンさせる後進スローモード，リッピ

ング作業時に状況に応じてエンジン回転を自動的にコントロールす

るシュースリップコントロール（岩盤の硬さにより 5段階のモード

から選択）が設けられており，デクセル操作のわずらわしさから解

放している。トランスミッションのクラッチ係合においては，速度段・

回転数・変速状況などに応じて自動的に電子制御式調整弁・ECMV

（Electronic Controlled Modulation Valve）が働き，最適に調整され

て，ショックの少ないスムーズな係合を実現している（特許出願中）。

また，ステアリングクラッチとブレーキにおいては，車両の状態に

応じてECMVにより最適に調整され，スムーズな押し回し作業や傾

斜地作業を可能にしている（特許出願中）。作業機用油圧ポンプに

は可変ポンプを採用し，制御の容易化と効率的な操作性を図ってい

る。足回り機構においては，8個の下転輪にボギー構造（特許出願中）

を採用しており，けん引力の増大，走行安定性や乗り心地の向上を

実現している。キャブには運転状態が一目で分かるエコゲージ付の

7インチ液晶マルチモニタを装備しており，車体前後傾斜角度など

各種情報のグラフィカル表示や，オペレータ 5人分の設定後進速度

の記憶などを可能としている。また，対処方法を示す故障診断機能や，

オイルやフィルタ類の交換時期表示の機能も有する。オペレータシー

トは，正面方向と15度右方向に回転できる 2ポジション式で，回転

に応じて走行コンソールも自動的に回転するようになっており（特

許），リッパポイントの視認を確実にしている。油圧駆動ラジエータ

ファンの採用，エンジンの日常点検整備箇所を左側に集中配置，イ

コライザバーサイドピン給脂のリモート化，エンジンオイル交換間

隔 500 hに延長などによりメンテナンス性を向上している。

▶〈02〉掘削機械

09-〈02〉-13

コマツ
ミニショベル
 PC05-1A

’09.11 発売
モデルチェンジ

狭所作業や小規模作業に対応するコンパクトなミニショベルで，

環境適合性，操作性，メンテナンス性などの向上を図ってモデルチェ

ンジしたものである。

機体全幅は 0.69 m で狭所進入性が良く，機械質量は 0.5 t として

輸送を容易にしている。走行操作レバーは 2本で，1本レバーに比

して狭所作業における操作を確実にしている。エンジンフードは板

金製を採用して補修などを容易にしている。

オプションとして，ロングアーム（0.775 m 長さ），狭幅バケッ

ト（0.25 m幅），アタッチメント用油圧取出口などを確立している。

機械質量 （t） 72.23

定格出力 （kW（PS）/min－ 1） 455（618）/1,800

排土板　幅×高さ （m） 4.775 × 2.265

排土板　最大上昇量／下降量 （m） 1.66/0.715

排土板　チルト量 （m） 1.065

リッパ最大切削深さ （m） 1.14

リッパ最大上昇量 （m） 1.135

リッパシャンク個数／切削角（標準） （個）／（度） 3/45

最高走行速度　（F3＋ 3L）/（R3 ＋ 3L） （km/h） 0 ～ 11.8/0 ～ 15.8

登坂能力 （度） 30

最小旋回半径 （m） 4.2

最低地上高 （m） 0.657

接地圧 （kPa） 146

全長×全幅×全高（ROPS 上端） （m） 10.195 × 4.775 × 4.285

価格 （百万円） 110.55

（注）　（1）特定特殊自動車排出ガス基準適合車。
　　　（2） セミ Uドーザ，可変式マルチリッパ，ROPS，密閉加圧式キャ

ブ，エアコンを装備。
　　　（3）高さ関係数値は履帯突起高さを含む。
　　　（4） 排出ガス対策エンジン（ecot 3形），ロックアップ機構付自

動変速パワーライン（特許出願中），パームコマンド形操作
レバー（Palm Command Control System）（特許・出願中），
車両管理システム（Vehicle Health Monitoring System）な
どを搭載。

　　　（5） 走行速度における＋ 3L 速度段は，エンジン回転制御により
設定されたもので，高速整地作業などに適する。

表─ 1　D375A-6 の主な仕様

写真─ 1　コマツ　D375A-6　ブルドーザ



80 建設の施工企画　’10. 1

▶〈12〉モータグレーダ ,路盤機械および締固め機械

09-〈12〉-02

日立建機
ロードローラ（マカダム式）
 CS125-3

’09.10 発売
モデルチェンジ

路盤工事，舗装工事などで使用されるロードローラ（マカダム式）

について，環境対応性，操作性，居住性，安全性などの向上を図っ

てモデルチェンジしたものである。

走行はHST駆動方式を採用して，滑らかな変速，発進・停止を

可能にしている。車体姿勢が真っ直ぐになるとインジケータランプ

が点滅する直進インジケータ，走行レバーが中立時には散水を停止

して撒き過ぎを防止する走行連動スイッチ付散水間欠タイマ，夜間

作業時に便利なサイド転圧作業灯や後方作業灯などを装備して効率

的な作業性を確保している。運転席からの視認は欧州視界基準 1 m

× 1 mをクリアして安全性を高めており，巻取り式シートベルト

を備えたオペレータシートは，固さ調節が可能なサスペンション付

として長時間運転に配慮している。安全装備として，車両左右の乗

降口に設けたロックレバーが開の位置にあるとパーキングブレーキ

が作動して走行ができないゲートロックレバーシステム（パーキン

グブレーキスイッチがOFFの状態でもゲートロックレバーが開の

位置にある時は走行できない），前後進レバーを後進に入れると常

時作動する赤外線利用の後方ガードセンサ（後方の人物や障害物を

検知してブザーと回転灯で知らせる），電気式パーキングスイッチ

がONで前後進レバーが中立位置でのみ始動できるニュートラルエ

ンジンスタート機構，電気式パーキングブレーキスイッチをOFF

にしないと走行できないパーキングロックアウト機構，前後車輪に

装着した 4個のアンダミラー，モニタ・スイッチ類を保護するモニ

タカバーなどを備えて安全作業を確実にしている。鉛レスの電線や

アルミ製ラジエータの採用，樹脂製部材に材料名を表記，リサイク

ルしやすい鉄製エンジンカバーの採用などで環境保全対応に配慮し

ている。

標準バケット容量 （m3） 0.011

機械質量 （t） 0.5

定格出力 （kW（ps）/min－ 1） 3.5（4.8）/2,250

最大掘削深さ×同半径 （m） 1.30 × 2.39

最大掘削高さ （m） 2.2

作業機最小旋回半径／後端旋回半径 （m） 0.96/0.70

バケットオフセット量　左／右 （m） 0.38/0.32

走行速度 （km/h） 1.6

全長×全幅×全高（輸送時） （m） 2.30 × 0.69 × 1.23

価格 （百万円） 1.8165

（注）　（1）ブームスイング機構付。ゴムクローラを装着。
　　　（2） 日本陸用内燃機関協会・排出ガス自主規制（2次規制）適合

エンジンを搭載。
　　　（3）国土交通省・超低騒音型建設機械（申請予定）。
　　　（4）全高は運転席シート高さを示す。

表─ 2　PC05-1A の主な仕様

写真─ 2　コマツ　PC05-1A　ミニショベル

運転質量（前軸質量／後軸質量） （t） 10.155（5.180/4.975）

締固め幅（オーバラップ） （m） 2.10（0.05）

運転質量線圧　前輪／後輪 （N/cm） 462/443

輪径×幅　前 2輪／後 1輪 （m） φ 1.64 × 0.55/
φ 1.64 × 1.10

軸距 （m） 3.4

散水タンク容量 （L） 670

定格出力 （kW（PS）/min－ 1） 53.7（73.0）/2,200

最高走行速度（前後進共）　低速／高速 （km/h） 7/15

最小回転半径 （m） 6.2

登坂能力（作業質量時） （度） 25

最低地上高 （m） 0.3

全長×全幅×全高 （m） 5.04×2.10×3.15（2.61）

価格 （百万円） 10.71

（注）　（1）折りたたみ式キャノピ装着。HST駆動。
　　　（2）全高はキャノピ天端高さ（キャノピ折りたたみ時高さ）で示す。
　　　（3）特定特殊自動車排出ガス基準適合車。
　　　（4）国土交通省・超低騒音型建設機械。

表─ 3　CS125-3 の主な仕様

写真─ 3　日立建機　CS125-3　ロードローラ（マカダム式）
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▶〈14〉維持修繕・災害対策用機械および除雪機械

09-〈14〉-02

KCM

除雪ドーザ　（マルチプラウ付）
 55DV-2

’09.08 発売
モデルチェンジ

迅速な現場移動と多様な除雪作業に対応する高速型の除雪ドーザ

（マルチプラウ付）で，低燃費生産性，環境対応性，居住性，安全性，

信頼性などの向上を図ってモデルチェンジしたものである。

エンジン出力においては，フルパワーを発揮する P（パワー）モー

ドと負荷が比較的小さく燃費優先の FE（エコノミー）モードの 2

作業モードを設けており，また，オートマチックトランスミッショ

ン内蔵のロックアップ付トルクコンバータを採用して，49 km/h の

高速走行を可能にするとともに効率的な省エネ運転を実現してい

る。ステアリングシステムには直動式オービットロールを採用して

機敏なステアリング操作と直進走行性を確保しており，走行振動抑

制装置を標準装備して走行安定性と乗り心地の向上を図っている。

走行ブレーキには全油圧乾式ディスクブレーキを，タイヤはラジア

ルスノータイヤを採用して寒冷地対応を図っている。車両状態やメ

ンテナンス情報，故障履歴などを表示する故障診断機能・MODM

（Machine Operation diagnostic Module）を搭載しており，異常発

生時の迅速な処置を可能にしている。

スノーローダ（スノーバケット付）を標準とし，オプションとし

て，アングリングプラウ，サイドスライドアングリングプラウ，マ

ルチプラウなどの豊富なアタッチメントを用意している。

除雪ドーザ
（マルチプラウ付）

スノーローダ
（スノーバケット付）

マルチプラウ　全幅×全高 （m） 3.28 × 1.315 －

プラウ・アングリング角度　前／後 （度） 39/32.5 －

スノーバケット　容量 （m3） － 1.6

運転質量 （t） 9.83 9.08

定格出力 （kW（PS）/min－ 1） 93（126）/2,200 93（126）/2,200

ダンピングクリアランス×
　同リーチ（バケット 45 度前傾） （m） － 2.79 × 0.955

最大掘起力（バケットシリンダ） （kN） － 56

最大けん引力 （kN） 68.2 68.2

最高走行速度　F4 ロックアップ／ R3
　 （km/h） 49/31 49/31

最小回転半径（最外輪中心） （m） 4.48 4.48

登坂能力 （度） 30 30

軸距×輪距（前後輪共） （m） 2.60 × 1.82 2.60 × 1.82

最低地上高 （m） 0.41 0.41

タイヤサイズ （－） 17.5R25 17.5R25

全長×全幅×全高（回転灯上端） （m） 6.75×3.28×3.125 6.29×2.45×3.335

価格 （百万円） － 15.5

（注）　（1）キャブ（1人乗り）を搭載。
　　　（2）マルチプラウ関係数値はプラウ・ストレート時の数値で示す。
　　　（3）特定特殊自動車排出ガス基準適合車。
　　　（4）国土交通省・低騒音型建設機械基準値をクリア。

表─ 4　55DV-2 の主な仕様

写真─ 4　KCM　「AUTHENT」　55DV-2　除雪ドーザ
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建設業の国際展開 その 1

まえがき

日本の建設投資はピークの平成 4年度の 84 兆円から，平成 20 年

度見込みは約 47 兆円となり 60％弱の減少となっている。

特に公共投資（土木工事の占める割合が高い）は，政府の財政事

情が厳しいこともあってピークの平成 7年度の 35.2 兆円から 17.4

兆円と半減しており，今後もさらに減ることが予想される。

この状況は，国内建設市場が拡大から飽和状況を超えて，縮小の

領域に入っていると考えてよい。

一方建設業の許可業者数，就労者数はそれぞれ 15％，22％の減少

で投資額に比べて低いため，競争が激化し採算の低下を招いている。

このままでは建設業は衰退し，厳しい自然環境から国民の生命と

財産を守り，経済の基幹である社会インフラストラクチャを創出し，

維持していく役の産業が立ち行かなくなる。

このような事態を打開するにはどうしたらいいのか，国土交通省

が平成 21 年 8 月に「建設業等の国際展開支援フォーラム提言」を

発表しているので，今回その内容を紹介することとした。

なお詳しく知りたい方は国土交通省ホームページをご覧下さい。

1．はじめに

我が国建設業は，国民生活や産業活動を支える根幹的な基盤であ

る住宅・建築物や社会資本の整備を通じ，我が国経済社会全体の発

展に大きく貢献してきた。また，依然として我が国の GDPや全就

業者数の約 1割を占める基幹産業でもある。一方，建設業の許可業

者数は近年減少傾向にあり，国内の建設投資は，ピーク時の約 6割，

公共投資に限れば半減というこれを上回るペースで減少しているこ

となど，我が国建設業が引き続き健全な発展を続けていくための方

策を検討していく必要性が高まっている。

また，海外の建設市場をみると，我が国建設企業の受注実績は

2008 年度に 6 年振りに減少したものの，中・長期的に見て，アジ

アや中東地域では，引き続き社会資本整備や都市開発への大きな需

要が見込まれている。このような中で，欧米の建設企業は言うまで

もなく，中国や韓国等の建設企業も海外の建設市場において活発な

活動を行っているが，我が国の建設企業について言えば，厳しい自

然条件や地理的条件の下で蓄積された高度な地震関連の技術やトン

ネル・橋梁技術などを有してはいるものの，欧米の大手企業等と比

べて海外市場への進出が十分になされているとは言い難い。今後，

我が国建設業が海外の建設市場において幅広く活躍するためには，

コンサルタント，高速道路会社，商社，金融機関など，異なるノウ

ハウを持った企業との連携を図っていくことも求められる。このよ

うな状況を踏まえ，各建設企業の海外事業を，業務全体の「従」た

る分野から経営改善に資する「主」たる分野に転換することを目指

し，有識者等からなる「建設業等の国際展開支援フォーラム」を昨

年 12 月に設置した。本フォーラムでは，本年 7月までに合計 3回

の本委員会を開催するとともに，本委員会の下にワーキンググルー

プを設置し，実務的な見地からの検討を深めてきたところである。

以下の提言は，各委員による幅広い視点からの意見を踏まえつつ，

我が国建設業等の国際展開を積極的に推進していく観点に立って，

・各建設企業等が経営戦略の改革として取り組むべき事項とその方

向性

・各建設企業等が行う改革を後押しするために政府が講じるべき政

策的な支援の枠組み

について，本フォーラムにおける検討の結果をまとめたものである。

2．我が国建設業の現状とその国際展開の必要性

（1）我が国建設業を取り巻く経済情勢とその現状

我が国の経済情勢は，米国発の金融市場の混乱に端を発した世界

的な経済危機の影響を受け，百年に一度とも言われる戦後最大の不

況に直面している。このため，建設業を含め，我が国のあらゆる産

業が厳しい状況に置かれている。

我が国建設業の現況を見れば，建設投資は，ピーク時である平成

4年度（84 兆円）と比較すると，平成 20 年度では 47 兆円と，約 6

割にまで減少することが見込まれている。しかしながら，GDPに

占める建設投資の割合や全就業者に占める建設業就業者数が全体の

約 1割を占めていることを踏まえれば，我が国の建設業がその活力

を維持し，我が国全体の経済成長や雇用の下支えに引き続き寄与し

ていくことが必要であることに変わりはない（図─ 1）。

このような中で，海外建設市場の状況に目を転じれば，我が国

建設業の海外進出は，アジア地域における戦後の賠償工事から始ま

り，1970 年代から海外進出が本格化し，その後経済情勢による浮

き沈みがありながらも，2007 年度の海外受注実績は，過去最高の

1兆 6,813 億円を記録したところである。しかしながら，2008 年度

においては，経済情勢悪化の影響もあり，海外受注実績は 1兆 347

億円と 6 年振りに減少に転じた。一方，資金源別や発注者別にみ

ると，自己資金によるもの（2001 年度：73％→ 2008 年度：92％），

あるいは民間の現地企業発注のもの（2001 年度：27％→ 2008 年度：

38％）の割合が増加しているところである（図─ 2，3）。
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（2）我が国建設業の国際展開の遅れと日本の国内建設市場

我が国建設業の国際展開を日本の大手 5社の海外売上比率で見て

みると，数字のみを一律に比べられない面はあるものの，同業の海

外大手 5社や日本の自動車や電機メーカーの大手企業と比較しても

かなり小さいものとなっている（図─ 4）。また，建設分野に関連

する産業として日本の主要建設機械メーカーの海外売上比率（トッ

プクラスで 7割程度）と比較しても，やはり同様に小さいものとなっ

ている。このように我が国建設業の国際展開が進まない理由はどの

ような背景によるものであろうか。

まず，我が国の国内建設市場そのものの規模が大きく，比較的

安定的な市場であったために，あえて海外進出をそれほど積極的に

行う必要がなかったということが考えられる。㈶建設経済研究所

によれば，2002 年度の日本の建設投資額を 100 とした場合，2007

年度の日本の建設投資額は 87 となっている一方，アジア 14 カ国・

地域をあわせた建設投資額は，2002 年度には 129 であったものが，

2007 年度には 336 という数字となっている（図─ 5）。また，これ

まで，政府間レベルでは，日米建設摩擦など我が国の建設市場開放

という問題が話題に上ったこともあるが，国内の実際の建設プロ

ジェクトに関連して，我が国の建設企業が生き残りをかける必要が

あるほどの競争が生じるような状況にはなっていなかったという指

摘もあるところである。この点，例えば，自国の建設市場が小さかっ

たことにより，外国の建設企業を買収しながら海外事業を増やして

いったスウェーデンのスカンスカ社のようなケースと比較すると対

照的である（同社が買収を盛んに行った時期で比較すると，スウェー

図─ 2　我が国建設業の海外受注実績の推移

図─ 3　資金源別の海外受注実績

図─ 1　建設投資，許可業者数及び就業者数の推移
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デンの建設投資の規模は，日本のわずか 3％弱（2000 年））。

このような状況下では，為替リスクなど海外での事業に必然的に

生じる負担を負ってまで，積極的に国際展開を行おうとする意識が

芽生えなかったものと考えられる。このため，我が国建設業の国際

展開は，我が国の国内建設市場の事業量が縮小する際に拡大すると

いう形で進んできたところである。

さらに，このことに加えて，日本の国内建設市場が諸外国と比較し

て特殊な構造を持っていたということもその要因として挙げられる。

我が国においては，建設の請負契約において発注者側の意向が反

映されやすいという片務性があると指摘されているものの，一般的

には，発注者と受注者が相互に信頼感を持って建設プロジェクトを

進めてきた。戦後，社会基盤整備を迅速に進めていかなければなら

ない状況の中で，円滑にプロジェクトを進めるという点ではメリッ

トがあったのは事実であるが，そのことが我が国で建設プロジェク

トに携わる者に，契約に関する認識を希薄なものにしてきたことは

否めないところである。国によっては，文化や価値観等が異なるこ

とにより，発注者が日本で通常想定されるような対応を取らないこ

とも多いため，そのことが我が国建設企業が受注した海外建設プロ

ジェクトに係る契約上のトラブルを引き起こす大きな要因ともなっ

ている。こうした中で，我が国では，最近では一部で発注者と受注

者のコミュニケーション向上に向けた取り組みが行われ始めている

ものの，これまでは，発注者に対して契約を踏まえて必要なクレー

図─ 4　海外の大手建設企業の海外売上比率

図─ 5　建設投資の国際比較
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ムを適切に行う，発注者と受注者間のやり取りを文書化し相互で確

認するなどのノウハウが蓄積されてこなかったと考えられる。

さらに，公共工事の代金の支払い方法の特殊性の問題も挙げられ

る。我が国の公共工事においては，出来高部分払いの試行のような

取組みも行われてはいるが，前金払と竣工払による支払いが一般的

であり，このことは，工事の工期後半を受入金がない状態で行わな

ければならいことを意味する。このため，月毎の出来高，支出金，

受入金の相関関係を把握することにより，建設プロジェクトのコス

ト管理の経過を見せようとするインセンティブが受注者にも発注者

にも働かないことになる。

（3）我が国建設業等の国際展開を推進する必要性

主要な建設企業の近時の決算に，収益悪化の原因が海外での建設

工事にあるとされているものがあることからもわかるように，確か

に我が国建設業の海外事業を取り巻く情勢は厳しいものがある。そ

のような中にあっては，我が国建設業も一時的に「守り」の事業展

開をせざるを得ない部分があることも否定できない。しかしながら，

中・長期的な視野で見た場合，海外への事業展開に向けた歩みを止

める，あるいは後退させることが適当なのであろうか。

国内建設市場は，我が国の社会資本の整備水準が高まってきてい

ることや人口減少社会が到来し，少子高齢化も本格的に進展しつつ

あることを考慮すれば，少なくとも，今後その規模が大きく拡大し

ていくとは考えにくい。したがって，中・長期的な観点で見た場合，

我が国建設業の国内市場への依存度が高い水準のまま推移すること

が，産業全体の継続的な発展という観点から適当なものであるとは

必ずしも言えない。

このような視点に立って海外を見れば，例えば，アジアや中東諸

国では，現在は経済危機にあえぎ建設投資の落ち込みに苦しんでい

る国が多いものの，インフラ整備や都市開発の潜在的需要は引き続

き高いものと考えられる。欧米の建設企業や伸長著しい中国や韓国

の建設企業との競争に打ち勝ち，このような諸国で我が国の建設企

業がインフラ整備や都市開発に関するプロジェクトへの参画を進め

れば，自社の受注拡大はもちろんのこと，これらの諸国における経

済成長が促されることで，我が国がアジア等とともに発展する道筋

がつけられることになると考えられる。

また，我が国の建設企業が海外へ進出することで，建設技術の移

転により地元の建設企業の育成が図られる，質の高い社会資本や建

築物の整備が進むといった点で，進出先国にとっても多大な利益が

もたらされるものと考えられる。このため，我が国建設業等の国際

展開は，開発途上国等に対して我が国が果たすべき国際貢献の一環

としても，積極的に行っていくべきものと考えられる。

他方，海外の建設市場では，PFI，コンセッションなど，単なる

施工請負ではないプロジェクトに挑んでいく必要性が生じている

が，このようなものに対しては，現状では，建設企業のみで対応で

きる範囲を超えているものも多いため，コンサルタント，高速道路

会社，商社，金融機関など，違ったノウハウを持った企業が協力し

て対処していく必要がある。また，発注者である政府機関との調整

などの面では，各企業だけで対応することに限界があるケースもあ

るため，そのような場合も含め，我が国政府も協力を行っていくこ

とが必要不可欠となる。

したがって，

・我が国建設業の健全かつ継続的な発展を目指し，かつ，それを我

が国全体の経済成長につなげていく，

・開発途上国等に対して我が国が果たすべき国際貢献を行ってい

く，

ためには，このような厳しい経済情勢である今こそ，我が国建設業

等の国際展開に向けた施策展開を進めていかなければならない。そ

の際には，官民一体となって，従来にもまして積極的な対応を行っ

ていく必要があると考えられる。また，政府部内においても，例えば，

外務本省で行われる各国大使による会議等の機会を利用して情報交

換を図るなどしながら，国土交通省をはじめとした関係省庁，在外

公館や政府機関が緊密な連携を図っていく必要がある。

（4）新しいビジネススタイルの創造を目指して

我が国建設業は，我が国特有の厳しい自然条件や地理的条件の下

で蓄積された地震関連の技術やトンネル・橋梁技術，また，勤勉で

創意工夫に富む気質を有するというような日本の国民性に由来する

とも考えられる，工事の品質確保，工期の遵守といったノウハウを

有しているが，それらの技術やノウハウの国際展開が大々的に進め

られるということはこれまでなかった。

これは，海外における受注量が国内建設市場の動向に左右され，

国内建設市場が回復傾向にある際には，海外事業で収益が上がらな

いと撤退するということが繰り返されてきたため，海外事業に関す

る様々な経験やノウハウがなかなか蓄積されないという問題があっ

たことによると指摘されている。継続的に事業が行われないという

ことは，進出先国の建設プロジェクトに関するニーズを的確に把握

する，日本の建設業の特長を外国人にもわかりやすく説明すると

いった努力を行う，国際的にみて標準的な契約管理やコスト管理を

行える人材を養成するといった取組みを腰を据えて行わせるインセ

ンティブに欠けるということを意味していた。

このようなことが生じるのは，我が国建設業の国際展開が国内建

設市場の落込みの穴埋めを行う形で従属的に行われきたことによる

限界であると考えられる。したがって，建設業等の国際展開を積極

的に進めるには，以上に述べたような体質からの脱却を図り，我が

国建設業が行う海外事業を，事業全体の「従」たる分野から経営改

善に資する「主」たる分野に転換していく必要がある。

このような観点に立って，本フォーラムでは，事前に有識者等に

対して行ったヒアリングの結果を踏まえ，建設業等の国際展開を積

極的に進めるために企業や政府が取り組んでいくべき 5つの課題を

挙げることとした。（以下次号に続く。）
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建　設　機　械　受　注　実　績 （単位：億円）

年　  　月 02 年 03 年 04 年 05 年 06 年 07 年 08 年 08 年
10 月 11 月 12 月 09 年

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月

総　   　 額 8,667 10,444 12,712 14,749 17,465 20,478 18,099 1,192 812 708 506 397 528 515 386 464 663 594 850 767
海 外 需 要 4,301 6,071 8,084 9,530 11,756 14,209 12,996 796 470 504 268 161 258 333 210 239 452 391 518 543
海外需要を除く 4,365 4,373 4,628 5,219 5,709 6,268 5,103 396 342 204 238 236 270 182 176 225 211 203 332 224

（注）2002 ～ 2004 年は年平均で，2005 年～ 2008 年は四半期ごとの平均値で図示した。
2008 年 10 月以降は月ごとの値を図示した。

出典：国土交通省建設工事受注動態統計調査
　　　内閣府経済社会総合研究所機械受注統計調査

建設工事受注動態統計調査（大手 50 社） （単位：億円）

年　　月 総　　計

受　　　注　　　者　　　別 工　事　種　類　別
未消化
工事高 施工高民　　　間

官 公 庁 そ の 他 海　　外 建　　築 土　　木
計 製 造 業 非製造業

2002 年 129,862 80,979 11,010 69,970 36,773 5,468 6,641 86,797 43,064 146,863 145,881
2003 年 125,436 83,651 12,212 71,441 30,637 5,123 5,935 86,480 38,865 134,414 133,522
2004 年 130,611 92,008 17,150 74,858 27,469 5,223 5,911 93,306 37,305 133,279 131,313
2005 年 138,966 94,850 19,156 75,694 30,657 5,310 8,149 95,370 43,596 136,152 136,567
2006 年 136,214 98,886 22,041 76,845 20,711 5,852 10,765 98,795 37,419 134,845 142,913
2007 年 137,946 103,701 21,705 81,996 19,539 5,997 8,708 101,417 36,529 129,919 143,391
2008 年 140,056 98,847 22,950 75,897 25,285 5,741 10,184 98,836 41,220 129,919 142,289

2008 年 10 月 10,369 5,638 1,504 4,133 3,016 526 1,189 6,451 3,918 136,081 9,553
11 月 8,015 6,067 1,143 4,924 1,259 457 232 5,803 2,212 133,514 11,014
12 月 8,942 6,447 1,149 5,298 2,315 423 － 243 6,224 2,718 128,683 13,628

2009 年  1 月 5,789 4,138 715 3,423 1,248 374 29 3,758 2,031 125,703 9,300
2 月 9,168 5,968 1,269 4,699 2,476 472 251 5,765 3,402 123,985 11,178
3 月 15,863 8,455 1,563 6,892 6,394 652 362 9,160 6,703 121,164 17,732
4 月 5,628 4,201 932 3,269 856 454 117 3,619 2,009 115,323 12,276
5 月 4,548 3,120 783 2,337 815 429 185 2,703 1,845 112,001 8,611
6 月 8,697 5,501 979 4,522 1,788 463 946 6,332 2,365 110,113 11,237
7 月 6,609 4,488 1,409 3,079 1,549 407 165 4,496 2,112 111,954 7,569
8 月 6,943 4,741 1,132 3,609 1,285 455 462 4,714 2,230 109,318 8,933
9 月 14,865 11,062 1,141 9,921 2,548 742 512 11,078 3,787 112,322 11,689
10 月 6,216 3,794 610 3,183 1,827 387 208 3,604 2,611 ― ―
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■ 機 械 部 会

■トンネル機械技術委員会・掘削ずり有効
利用分科会
月　日：11 月 4 日（水）
出席者：川本伸司分科会長ほか 8名
議　題：①調査事例補足情報の検討　 
②報告書目次構成について　③次回ま
での作業について　④その他

■油脂技術委員会･グリース分科会
月　日：11 月 6 日（金）
出席者：田路浩分科会長ほか 10 名
議　題：①グリースオンファイルに向けた
各社考え方の整理　②分科会（後の運
営委員会）の活動方針作成　③その他

■クリーンエネルギー建機燃費測定標準作
成WG ･省エネ特別幹事会合同会議
月　日：11 月 10 日（火）
出席者：此村靖リーダーほか 16 名
議　題：① JCMAS案に対する省エネ特
別委員会の論点確認と修正案の検討協
議　②その他

■自走式建設リサイクル機械分科会
月　日：11 月 13 日（金）
出席者：佐藤文夫委員長ほか 1名
議　題：①木材破砕機 C規格 JIS 原案
の遠隔操縦の安全要素事項の検討 　
②その他

■トンネル機械技術委員会・山岳品質･安
全確保分科会
月　日：11 月 13 日（金）
出席者：坂下誠分科会長ほか 10 名
議　題：①担当作成資料の確認と内容の
検討　②その他

■除雪機械技術委員会
月　日：11 月 16 日（月）
出席者：江本平幹事長ほか 13 名
議　題：①ホームページについて　②除
雪ドーザ ･ロータリー車の規格見直し
について　③除雪ロータリー車の性能
試験方法について　④除雪機械の工法
とオプションについて　⑤その他

■路盤･舗装技術委員会･舗装機械変遷分科
会
月　日：11 月 16 日（月）
出席者：戸川裕文分科会長ほか 10 名
議　題：①アスファルトフィニッシャの
変遷についての校正　②その他

■ショベル技術委員会
月　日：11 月 18 日（水）

出席者：尾上裕委員長ほか 9名
議　題：①建設施工の地球温暖化対策検
討分科会に向けた作業燃費WGの進
捗について　② JISA83404 付属書 C
の見直しについて　③油圧ショベルの
重量表示について　④ JIS 操作方式の
状況について　⑤その他

■トンネル機械技術委員会･シールドマシ
ン等安全技術調査分科会　
月　日：11 月 18 日（水）
出席者：高村勝之進分科会長ほか 3名
議　題：①各自準備したシールドマシー
ン組立てチェックリスト（輸送～組
立て完了）の内容検討　②今後のスケ
ジュールその他について

■ダンプトラック技術委員会
月　日：11 月 19 日（木）
出席者：阿部誠一委員長ほか 6名
議　題：①各社トピックス紹介（クボタ
殿）　②不整地運搬車のピクトリアル
化の件について JCMASに提案する項
目の審議等　③その他

■原動機技術委員会
月　日：11 月 20 日（金）
出席者：有福孝智委員長ほか 21 名
議　題：①次期排出ガス規制の動きにつ
いて　②次期規制の技術検討状況の報
告　③バイオディーゼル燃料について
④その他情報交換

■ 製 造 業 部 会

■マテリアルハンドリングWG

月　日：11 月 25 日（水）
出席者：生田正治リーダほか 7名
議　題：①自動車解体機等の取扱いに関
する厚労省見解への対応検討　②その
他

■ 建 設 業 部 会

■建設機械事故防止推進分科会
月　日：11 月 5 日（木）
出席者：立石洋二分科会長ほか 9名
議　題：①新任分科会長の互選　②安全
情報技術小会議からの依頼事項に関す
る討議　③その他

■秋季現場見学会
月　日：11 月 18 日（水）
出席者：坪田章部会長ほか 27 名
議　題：①情報化施工システムの説明受
講　② GPS システム装着機械のデモ
見学　③GCS900 トータルステーショ
ン装着機種による施行デモおよび出来
形精度確認の見学　④その他

■レンタル業部会

■コンプライアンス分科会
月　日：11 月 19 日（木）
出席者：高見俊光分科会長ほか 9名
議　題：①不適性燃料使用実態調査結果
の国土交通省報告について　②「建設
機械等レンタル標準契約」の改定に関
する討議　③その他

■ CP車総合改善委員会

■第一分科会
月　日：11 月 4 日（水）
出席者：宇治公隆分科会長ほか 7名
議　題：①討議成果の報告書作成　②そ
の他

■ 各 種 委 員 会 等

■機関誌編集委員会
月　日： 11 月 4 日（水）
出席者：岡崎治義委員長ほか 18 名
議　題：①平成 22 年 2 月号（第 720 号）
の計画の審議・検討　②平成 22 年 3
月号（第 721 号）の素案の審議・検討
③平成 22 年 4 月号（第 722 号）の編
集方針の審議・検討　④平成 21 年 11
～ 22 年 1 月号（第 717 ～ 719 号）の
進捗状況の報告・確認

■新機種調査分科会
月　日： 11 月 18 日（水）
出席者：渡部務分科会長ほか 3名
議　題：①新機種情報の検討・選定 　
②技術交流・討議―VTR（血管を泳
ぐマイクロマシン）

■建設経済調査分科会
月　日： 11 月 24 日（火）
出席者：山名至孝分科会長ほか 6名
議　題：①平成 22 年 1 月号原稿の検討
■新工法調査分科会
月　日： 11 月 25 日（水）
出席者：安川良博分科会長ほか 3名
議　題：①新工法情報の検討・選定

■ 北 海 道 支 部

■情報化施工推進検討WG事務局会議
（4-1）
月　日：11 月 5 日（木）
場　所：（社）日本建設機械化協会北海

…行事一覧…
（2009 年 11 月 1 日～ 30 日）

…支部行事一覧…
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道支部
出席者：沖野座長ほか 7名
内　容：①第 4回WG（情報化施工普及
促進フォーラム（仮称））について，
実施計画，取組み内容について　②情
報化施工ガイドブック 2009 発刊につ
いて　③その他

■除雪機械技術講習会打合せ
月　日：11 月 30 日（月）
場　所：さつけんビル　会議室
参加者：山田技術部会副部会長ほか18名
内　容：①平成 21 年度除雪機械技術講
習会のアンケート調査結果について　
②平成 22 年度除雪機械技術講習会の
実施について　③その他

■ 東 北 支 部

■施工部会
平成 21 年度除雪講習会
月　日：11 月 5 日（木）
場　所：仙台市ハーネル仙台
受講者：146 名
■施工部会
「ゆきみらい 2010 in 青森」除雪機械展
示 ･実演会
月　日：11 月 10 日（火）
場　所：KKRホテル仙台
参加者：白鳥技師長ほか 13 名
議　題：第2回平成21年度除雪機械展示・
実演会打合せ

■広報部会
EE東北作業部会
月　日：11 月 18 日（水）
場　所：宮城県建設産業会館
出席者：岩本忠和専門技術員ほか 20 名
議　題：平成 21 年度決算報告及び平成
22 年度事業計画について

■技術委員会
月　日：11 月 19 日（木）
場　所：東北支部会議室
出席者：高橋弘委員長ほか 6名
議　題：第 7回新技術情報交換会の論文
について

■施工部会
平成 21 年度除雪講習会
月　日：11 月 26 日（木）
場　所：山形県上山市
受講者：11 名
■企画部会
第 7回新技術情報交換会
月　日：11 月 27 日（金）
場　所：仙台市国際センター
聴講者：90 名
内　容：空気融雪（ACCESS）ほか 6テー
マの論文発表

■ 北 陸 支 部

■北陸情報化施工推進委員会
月　日：11 月 12 日（木）
場　所：北陸地方整備局会議室
参加者：小林正樹企画部会委員
議　題：北陸情報化施工推進委員会の設
立と取組について

■新潟地区ゴルフ大会
月　日：11 月 20 日（金）
場　所：湯田上GC
出席者：藤田明幹事ほか 10 名

■建設機械整備技術委員会
月　日：11 月 24 日（火）
場　所：新潟県建設会館
参加者：渡部敏男建設機械整備技術委員
長ほか 18 名

議　題：建設機械整備工数表の改定につ
いて

■建設機械整備技術検討会
月　日：11 月 24 日（火）
場　所：新潟県建設会館
参加者：宮村兵衛北陸地方整備局施工企
画課長ほか 13 名

議　題：建設機械整備に伴う課題につい
て

■西部地区現場見学会
月　日：11 月 25 日（水）
場　所：東海北陸自動車道等の大規模施
設見学ほか

参加者：上田誠普及部会委員ほか 16 名
■除雪機械管理施工技術講習会
月　日：11 月 10 日（火）～ 26 日（木）
のうち 5日間

場　所：魚沼市等 5会場
講　師：北陸地方整備局・各事務所，警
察，建設機械メーカー

内　容：①冬期の道路管理　②除雪作業
における事故防止　③除雪施工法 　
④除雪機械の点検取扱い

受講者：808 名（5会場）

■ 中 部 支 部

■広報部会
月　日：11 月 4 日（水）
出席者：西脇恒夫広報部会長ほか 8名
議　題：中部支部だより　第 69 号　編
集会議

■調査部会
月　日：11 月 9 日（月）
出席者：山本芳治調査部会長ほか 10 名
議　題：平成 21 年度秋季講演会　実施
要領打合せ

■道路除雪講習会開催
高山会場：飛騨・世界生活文化センター
月　日：11 月 18 日（水）
参加者：25 名
名古屋会場：昭和ビルホール
月　日：11 月 19 日（木）
参加者：49 名
内　容：①除雪における適切な管理につ
いて　②冬期の道路管理について 　
③除雪施工のポイント　④作業の安全
と事故・ヒヤリハット　⑤交通事故防
止について　⑥除雪機械の取扱い等
講　師：中部地方整備局担当官，警察担
当官，JCMA 担当者，除雪機械メー
カー技術者等

■秋季講演会開催
月　日：11 月 20 日（金）
場　所：名古屋逓信会館
参加者：約 200 名
内　容：「中部地方における社会資本整
備について」講師／国土交通省中部地
方整備局企画部長野田徹氏，「これか
らの建設機械施工技術に求められるも
の」講師／㈳日本建設機械化協会施工
技術総合研究所長見波潔氏

■運営委員会開催
月　日：11 月 24 日（火）
会　場：昭和ビル 9F
参加者：小川敏治支部長ほか 24 名
議　題：①平成 21 年度上半期事業報告
②平成 21 年度上半期経理概況報告　
③その他

■災害対策部会（災害対策用機械等の操作
訓練）
月　日：11 月 24 日（火）～ 26 日（木）
場　所：国土交通省中部技術事務所
内　容：平成 21 年度第 2 回災害対策用
機械等の操作訓練が行われ，会員会社
5社が訓練に参加

■広報部会
月　日：11 月 30 日（月）
出席者：西脇恒夫広報部会長ほか 8名
議　題：中部支部だより　第 69 号　編
集会議

■ 関 西 支 部

■第 138回 JCMA会
月　日：11 月 6 日（金）
場　所：瀬田ゴルフコース
参加者：深川良一支部長ほか 7名
■建設業部会，リース・レンタル業部会　
合同見学会，部会
月　日：11 月 18 日（水）
場　所：竹中大工道具館，カワサキワー
ルド
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参加者：中山金光建設業部会長，伊勢木
浩二リース・レンタル業部会長ほか
26 名

内　容：①施設の見学　②合同討論会
（平成 22 年 2 月予定）のテーマと担当
の検討

■建設用電気設備特別専門委員会（第 359

回）
月　日：11 月 19 日（木）
場　所：中央電気倶楽部　会議室
議　題：①「建設用負荷設備機器点検保
守のチェックリスト」の検討　②「建
設用電気設備の接地工事指針」修正
（案）の再審議

■広報部会
月　日：11 月 25 日（水）
場　所：関西支部会議室
出席者：安田佳央広報部会長ほか 4名
議　題：①支部行事の実施結果につい
て　②建設技術展 2009 近畿につい
て ③平成 21 年度　施工技術報告会
について　④「JCMA 関西」　第 97
号の取組みについて　⑤支部機関誌の
Web 化について　⑥その他

■企画部会
月　日：11 月 26 日（木）
場　所：関西支部会議室
出席者：石瀬治武企画部会長ほか 7名
議　題：①運営委員会に提案する議題の
審議　②会員数の状況について　　
③行事関連について　④支部機関紙の
Web 化について　⑤その他

■除雪技術委員会　除雪機械運転者技術講
習会
月　日：11 月 26 日（木）
場　所：今庄 365 スキー場
参加者：78 名
内　容：①除排雪作業に伴う事故防止及
び事例　②メンテナンス実技指導　　
③実技施工訓練

■ 中 国 支 部

■情報化施工　体験セミナー
月　日：11 月 9 日（月）
場　所：ソフトビジネスパーク島根
参加者：33 名
内　容：マシンコントロール実機試乗及
び最新測量機器実測体験

　① 3D―ドーザーシステム試乗
　② 3D-MCmmGPS システム試乗
　③TSGPS 転圧管理システム試乗

　④TSを用いた出来形管理システム実
測体験

■情報化施工　体験セミナー
月　日：11 月 10 日（火）
場　所：テクノアークしまね大会議室・
ソフトビジネスパーク島根

参加者：81 名
内　容：情報化施工の現状と山陰地区に
於ける動向　国土交通省松江国道事務
所所長　森下博之氏　②情報化施工
対応システムの詳細，施工までの流れ
と得られる効果について　西尾レント
オール㈱・㈱トプコン販売・㈱ジツタ
中国　④マシンコントロール実機試乗
会・最新測量機器実測体験（3D―ドー
ザーシステム試乗・3D-MC　mmGPS
システム試乗・TSGPS 転圧管理シス
テム試乗・TSを用いた出来形管理シ
ステム実測体験）

■第 5回部会長会議
月　日：11 月 12 日（木）
場　所：中国支部事務所
出席者：髙倉寅喜部会長ほか 8名
議　題：①整備局との懇談会について　
②下期運営委員会について　③建設技
術フォーラムについて　④情報化施工
について

■中国地方整備局と㈳日本建設機械化協会
中国支部との懇談会
月　日：11 月 25 日（水）
場　所：八丁堀シャンテ会議室
出席者：中国地方整備局技術調整管理官
金山義延氏ほか 9名・中国支部支部長
河原能久ほか 10 名

議　事：①公共工事の品質の確保につい
て（工事の積算・発注について，機械
設備（修繕）工事及び機械設備点検業
務について，総合評価方式による入札
契約制度について，建設機械施工技士
制度の活性化について）　②その他要
望について（機械設備等の適切な維持
管理とその対策（体制）の確保につい
て，災害時における中国地方整備局所
管施設応急対策業務について）　③そ
の他（建設機械施工 / 継続学習制度
（CPDS）の導入体制について

■ 四 国 支 部

■見学会の開催
月　日：11 月 5 日（木）

見学先：四国横断自動車道（鳴門 JCT）
及び徳島東環状線（東環状大橋及び末
広・住吉高架橋）工事現場
参加者：16 名
■運営委員会の開催
月　日：11 月 24 日（火）
場　所：ホテル「パールガーデン」（高
松市）
出席者：議決権総数：32 名
出席議決権数：望月秋利支部長ほか 28
名（うち委任状 10 名）
その他出席者：高橋英雄会計監事ほか 5
名
議　事：第 1号議案　人事異動に伴う役
員等の変更に関する件　第 2 号議案
平成 21 年度上半期事業報告に関する
件　第 3号議案　平成 21 年度上半期
経理状況報告に関する件　第 4 号議
案　平成 21 年度下半期事業計画（案）
に関する件
その他：事務局からの連絡事項

■ 九 州 支 部

■企画委員会
月　日： 11 月 6 日（金）
出席者：相川亮委員長ほか 8名
議　題：①情報化施工講習会の開催結果
について　②現場見学会，施工技術発
表会及び建設行政講演会について　　
③運営委員会の運営について

■運営委員会
月　日：11 月 6 日（金）
場　所：福岡パークホテル
参加者：古川恒雄支部長ほか 30 名
議　事：①平成 21 年度上半期事業報告
について　②平成 21 年度上半期経理
概況報告について　③臨時支部総会開
催について
特別講演：福岡北九州高速道路公社　渡
口潔理事長
演　題：都市高速のはなし
■現場見学会
月　日：11 月 10 日（火）
場　所：長崎市内本河内低部ダム
参加者：田上事務局長ほか 12 名
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編 集 後 記

新年あけましておめでとうござい
ます。
昨年は，米国，日本において新政
権が発足し，景気刺激の新風を巻
き起こすか期待されましたが，リー
マンショックに端を発する景気低迷
の悪夢の影響は大きく，先行きは依
然不透明なままです。世界経済は，
BRICs，特に中国に牽引される状況
となっておりますが，これからは経
済を拡大させながら，どう環境問題
に向き合うかが重要な案件になると
考えます。環境面では，「温室効果ガ
ス25％削減」の鳩山イニシアチブが
提唱され，先月の 12 月には COP15
にて全地球規模での環境対策が議論
されました。自動車業界では，ハイ
ブリッド車，燃料電池車，電気自動
車がしのぎを削り，今まさに黎明期
といった様相を呈していますが，こ
れからの持続可能性を考えた場合，
産官学の連携，そして我々一人一人
の価値観，ライフスタイルを見直す
時期を迎えたと痛感しています。
さて恒例となっている新年号の

テーマ「建設機械」ですが，この分
野でも，ハイブリッドに代表される
CO2 削減技術が進み，一昨年より各
社から新型機の市場投入が開始され
ました。また IT，通信技術の発達
に伴い，施行全体を統合管理する情
報化施行時代に入り，ICT モデル
工事数も拡大しました。将来的には，
従来の建設機械の稼動分野の枠組み

を超え，関連事業・産業活動を交え
た全産業トータルでの最適工法を配
慮する時代になる事でしょう。
今回の特集号では，従来テーマに

加え「次世代技術」として最近話題
のパワードスーツを取り上げまし
た。建設機械の概念を幅広くとらえ
た場合，将来の小型建機像の有力な
候補になる可能性があります。また
機械の性能評価の新技術として応用
が期待できるデジタルマネキン技術
を紹介しています。
また「国際貢献事業」として，ア

フガニスタン，カンボジア等で活躍
している地雷処理機械を取り上げま
した。日本は国際貢献の分野におい
て，資金は提供するが，汗を流さな
いと陰口を叩かれる事が多いのです
が，今回の特集報文を読んでもらっ
てもお解かり頂ける様に，機械の維
持管理から学校設立まで，現地に根
付いた国際貢献をされています。建
設機械を応用し，地雷処理活動に従
事されている方々の努力に改めて敬
意を表します。
今年 2010 年は，日米欧での排ガ

ス四次規制開始の前年となり，各メー
カは対応を迫られる事となりますが，
日米欧からその他地域への経済シフ
トがより一層加速する事も予測され
るため，バランスを重視した柔軟な
舵取りが必要になると考えられます。
最後になりますが，お忙しい中執

筆頂いた方々，話題を紹介して頂い
た方々大変有難うございました。誌
面を借りて厚く御礼申し上げます。
 （冨樫・山本）

2 月号「地盤改良特集」予告
・砂浜侵食海岸における堤防等に係る全国調査と緊急対策
・実物大の空港施設を用いた液状化実験～耐震工法のコスト縮減に向けて～
・自在ボーリングを用いた注入工法による液状化対策工法の開発
・三次元削孔による耐震補強 ･液状化防止工法の現状─カーベックス工法─
・中層混合処理工法における混合性能および掘削性能の向上─スラリー揺動攪拌工（WILL工法）─
・大口径深層混合処理工法の施工管理システム─テノコラム工法─
・吉野川下流域における農地防災用水路の整備事業と空気連行型翼式超高圧噴射工法の適用事例
・ 河川護岸の耐震強化対策と高圧噴射複合攪拌工法の適用
・低排泥低変位噴射撹拌工法「OPTジェット工法」
・間欠エアーとインナースクリューを併用した静的締固め工法の紹介─ STEP工法─
・羽田再拡張事業D滑走路における管中混合固化処理船団
・羽田再拡張事業D滑走路建設における軽量混合処理土工
・大水深捨石投入均し船（KUS-ISLAND）
・DJM工法（粉体噴射撹拌工法 -Dry Jet Mixing）の最新技術
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